


ま　え　が　き
自動車は、安全に運行できるようにするため、使用者が適切に点検・整備を行う必
要があります。
特にバス、タクシー、トラックといった事業用自動車においては、点検・整備が適
切に行われなかったことにより、自動車に不具合が発生して運行を継続できなくなる
ことや、不具合の結果、車輪脱落や車両火災などの重大事故が生じることは、社会的
な信用を失うことになり、事業の経営に悪影響を及ぼすのみならず、輸送に対する社
会的な信頼性を低下させることになるため、自動車の不具合の発生を防ぐことは非常
に重要です。
このため、道路運送車両法では、自動車の使用者等に対して、日常点検及び定期点
検を実施し、その結果必要となる整備を実施することにより、使用する自動車を道路
運送車両の保安基準に適合するように維持することを必要としています。
また同法では、一定以上の数の車両を使用する自動車の使用者に対して、整備管理
者を選任し、自動車の点検・整備等が確実に行われるように管理するための体制を確
立することを必要としています。
さらに、自動車運送事業者が選任する整備管理者については、事業用自動車の不具
合による事故の社会的影響を考慮し、確実な整備管理を行えるよう、旅客自動車運送
事業運輸規則及び貨物自動車運送事業安全規則により、定期的に国が実施する研修を
受けることを必要としています。

近年の自動車技術の進歩は目覚ましく、先進安全技術による運転支援装置の普及が
進み、また、電動車をはじめとした環境に優しい自動車の普及も進んでいます。
このような中においても、整備管理者は、自動車の不具合に起因する事故や環境へ
の悪影響を防ぐため、車両の状態を適切に把握した上で運行の可否を決定できるよう
にする必要があります。また整備管理者は、運転者や整備要員等に対して自動車の点
検・整備に関する教育を行い、確実に点検・整備を励行させる重要な役割と責任を
担っています。
整備管理者の皆様は、自らの役割と責任を十分に理解し、職務を確実に遂行して頂
きますようお願いします。

本研修資料には、昨年、整備管理者制度の運用が一部改正され、整備管理者が新た
に行うことになった大型車等のタイヤ脱着作業を実施した際の確実な管理の手法等に
ついて掲載されています。本研修資料により、整備管理者やその補助者の方々が整備
管理業務を適切に実施することを期待します。

令和 6 年 9 月

関東運輸局自動車技術安全部長

大　森　 隆　弘
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共　通

Ⅰ．車両故障等の発生状況とその防止対策について

自動車の車両故障は、運転者が予期し得ない状態で、突発的に発生する場合が多く、特に、
高速道路上においては多重衝突などの大きな事故になる可能性が高く、また、故障による路上駐
車は、他の交通への著しい障害となるばかりでなく、連鎖事故を誘発する危険性もあります。
本項では、高速道路等における、車両故障あるいは車両故障に起因する事故の発生状況を各
種資料から次のようにとりまとめました。
⑴　東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社及び西日本高速道路株式会社の調査

に基づく高速道路における車両故障の発生状況
⑵　国土交通省の調査資料に基づく「一般道路」及び「高速道路」における路上故障の発生

状況
⑶　自動車事故報告規則に基づく事故報告のうち、車両故障に起因する事故の状況
さらに、車両故障等に起因する事故の具体事例を紹介し、その防止対策をとりまとめました。
整備管理者など車両の管理を担当される皆様におかれては、本研修資料を参考にしていただき、
これら車両故障を皆無（同じ過ちを繰り返さない。）とする目標を掲げ、的確な点検・整備の実施
計画を策定し、確実な車両の点検・整備を実施するよう努めてください。
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１．車両故障の発生状況

（１）高速道路における車両故障の発生状況（詳細は、巻末統計資料 2、資料 3 を参照してください。） 
１）  高速道路における車両故障の発生件数の推移

令和５年度末における全国の高速道路（東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式
会社及び西日本高速道路株式会社の管理するものに限る。以下、この項において同じ。）の
総延長距離は9,255ｋｍに達しています。
令和５年中の全国の高速道路における車両故障は、109,303 件発生しています。
（[図－１][ 表－１]）

[ 図－１] 高速道路における車両故障発生件数の推移

［表－１］　高速道路における車両故障発生件数の推移

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

発生件数 99,435 98,548 97,710 100,444 110,177 107,438 87,921 85,947 101,043 109,303

２）車種別発生状況
車種別の発生状況では、「乗用車」が最も多く65,660 件（全体の60.1％）、次いで「普通
貨物車」24,045 件（同 22.0％）、「小型貨物車」14,944 件（同 13.7％）、「バス」783 件（同
0.7％）との順になっています。令和４年と比べると、全体的に故障発生件数は増加しています。
（[図―２] [ 表―２]）
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［図−２］　高速道路における車種別故障発生状況

[ 表－２] 高速道路における車種別車両故障発生件数（令和 5 年　※括弧内は令和 4 年）
車種項目 乗用車 小型貨物 普通貨物 バス その他 計

故障件数 65,660
（60,163）

14,944
(14,092)

24,045
(22,637)

783
(442)

3,871
(3,709)

109,303
(101,043)

３）車種別の故障内容別発生状況
車種別の故障内容別発生状況については以下のとおりです。
ア．乗用車の故障発生状況をみると、65,660 件発生しており「その他」を除き、内容別では、
「タイヤ・ホイール破損」28,321 件（43.1％）、「始動点火系統不良」10,382 件（15.8％）、「燃
料切れ」5,931 件（9.0％）、「オーバーヒート」5,402 件（8.2％）、との順となっています。
前年と比べてみると、総発生件数は増加しており、内容別では「タイヤ・ホイ―ル破損」
の発生件数が大幅に増加しております。（[ 図－３] [ 表－３]）

［図−３］乗用車の故障内容別発生状況

［表－３］　乗用車の故障内容別発生件数（令和 5 年　※括弧内は令和 4 年）
故障内容

車種
オーバー
ヒート

始動点火
系統不良

タイヤ･
ホイール破損 燃料切れ 動力伝達

装置不良
燃料系統

不良 その他 計

乗用車 5,402
(5,317)

10,382
(9,475)

28,321
(25,627)

5,931
(5,620)

2,276
(2,172)

1,151
(1,087)

12,197
(10,865)

65,660
(60,163)

イ．小型貨物車の故障発生状況をみると、14,944件発生しており「その他」を除き、内容
別では、「タイヤ・ホイールの破損」6,571件（44.0％）、「始動点火系統不良」1,896件
（12.7％）、「オーバーヒート」1,470件（9.8％）「燃料切れ」1,308件（8.8％）、との順と

その他 3.5％（3.7％）
バス 0.7％（0.4％）

小型貨物車

乗用車

13.7％
13.9％ 59.5％

60.1％

22.0％普通貨物車

22.4％

内側：令和４年
外側：令和５年

その他

燃料系統不良
1.8％（1.8％）

動力伝達装置不良

始動点火系統不良

オ－バ－ヒ－ト

タイヤ・ホイ－ル破損

9.0％

3.5％3.5％

9.3％

3.6％3.6％

42.6％

15.8％8.8％

8.2％

43.1％

15.7％

18.6％

18.1％

燃料切れ

内側：令和４年
外側：令和５年
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なっています。前年と比べてみると、総発生件数は増加しており、内容別では「タイヤ・ホ
イールの破損」の発生件数が大幅に増加しております。（［図－４］[表－４]）

［図−４］小型貨物車の故障内容別発生状況

［表－４］　小型貨物車の故障内容別発生件数（令和 5 年　※括弧内は令和 4 年）
故障内容

車種
オーバー
ヒート

始動点火
系統不良

タイヤ･
ホイール破損 燃料切れ 動力伝達

装置不良
燃料系統

不良 その他 計

小型貨物 1,470
(1,433)

1,896
(1,869)

6,571
(5,837)

1,308
(1,274)

820
(825)

415
(371)

2,464
(2,483)

14,944
(14,092)

ウ．普通貨物車の故障発生状況をみると、24,045 件発生しており「その他」を除き、内
容別では、「タイヤ・ホイール破損」8,973 件（37.3％）、「オーバーヒート」3,257 件（13.5％）、
「動力伝達装置不良」2,672 件（11.1％）、「始動点火系統不良」2,308 件（9.6％）、と
の順となっています。前年と比べてみると、総発生件数は増加しており、内容別では、「タ
イヤ・ホイ―ル破損」の発生件数が大幅に増加しております。（[ 図－５] ［表－５］）

［図−５］普通貨物車の故障内容別発生状況

［表－５］　普通貨物車の故障内容別発生件数（令和 5 年　※括弧内は令和 4 年）
故障内容

車種
オーバー
ヒート

始動点火
系統不良

タイヤ･
ホイール破損 燃料切れ 動力伝達

装置不良
燃料系統

不良 その他 計

普通貨物 3,257
(3,198)

2,308
(2,071)

8,973
(7,826)

661
(666)

2,672
(2,517)

805
(980)

5,369
(5,379)

24,045
(22,637)

エ．バスの故障発生状況をみると、783 件発生しており「その他」を除き、内容別では、
「タイヤ・ホイール破損」280 件（25.3％）、「オーバーヒート」134 件（12.1％）、「始

その他

燃料系統不良
2.8％（2.6％）

動力伝達装置不良

始動点火系統不良

オ－バ－ヒ－ト

燃料切れ

タイヤ・ホイ－ル破損

8.8％8.8％

5.5％

9.0％9.0％

5.9％

41.4％

13.3％

10.2％

9.8％

44.0％

12.7％

16.5％

17.6％

内側：令和４年
外側：令和５年

その他

燃料系統不良

3.3％ 4.3％
動力伝達装置不良

始動点火系統不良

オ－バ－ヒ－ト

燃料切れ タイヤ・ホイ－ル破損

2.7％

11.1％
2.9％

11.1％
34.6％

9.1％

14.1％

13.5％

37.3％

9.6％

22.3％

23.8％

内側：令和４年
外側：令和５年
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動点火系統不良」102 件（9.2％）「動力伝達装置不良」54 件（4.9％）、との順となっ
ており、前年と比べてみると、総発生件数は大幅に増加しており、内容別で見ると、
前年より発生件数が倍増している項目が複数あります。（[ 表－６] [ 図－６］）

［図−６］バスの故障内容別発生状況

［表－６］　バスの故障内容別発生件数（令和 5 年　※括弧内は令和 4 年）
故障内容

車種
オーバー
ヒート

始動点火
系統不良

タイヤ･
ホイール破損 燃料切れ 動力伝達

装置不良
燃料系統

不良 その他 計

バス 134
(67)

102
(45)

280
(151)

36
(15)

54
(37)

20
(18)

157
(109)

783
(442)

４）故障内容別発生状況の推移
故障内容別発生件数の推移をみると、「タイヤ・ホイ―ル破損」が 44,000 件を超え、
全体の約 40％を占めており、高い割合になっています。（［図－７、８］）

［図−７］高速道路の故障内容別発生件数の推移
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始動点火
系統不良

オ－バ－ヒ－ト
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年
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年

平
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年

平
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年

平
成
26
年

その他

燃料系統不良
2.6％2.6％

4.1％4.1％動力伝達装置不良

始動点火系統不良

オ－バ－ヒ－ト

燃料切れ

タイヤ・ホイ－ル破損

4.6％4.6％

6.9％

3.4％3.4％
8.4％

34.2％

10.2％

15.2％

17.1％

35.8％

13.0％

20.1％

24.7％

内側：令和４年
外側：令和５年
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［図−８］高速道路の故障内容別構成比の推移

（２）令和５年路上故障の実態調査結果
国土交通省では、自動車の不具合に対するユ―ザ―の関心を高め、適切な使用や保守管理及び

不具合時の適切な対応が促進されることを目的として、（一社）日本自動車連盟（JAF）の協力のもと、
令和5年9月から11月までの間に発生した自動車の路上故障について、装置別及び部位別の故障発
生状況の分析を行いましたので、その分析結果を表－１～表－３及び図－１に示します。
道路別の路上故障発生件数及び割合についてまとめたものを表１及び図１に示します。表１の「一
般道路」の装置別故障発生件数の割合をみると、①電気装置39.2％（前年39.2％）、②走行装置
34.1％（前年33.7％）、③エンジン本体8.5％（前年8.4％）と、電気装置による故障発生件数の割合が
最も高くなっています。 また、表１の「高速道路」では、①走行装置58.0％（前年50.9％）、②燃料装置
12.0％（前年13.7％）、③電気装置7.7％（前年10.9％）と、走行装置による故障発生件数の割合が最も
高くなっています。
このように、「一般道路」と「高速道路」では路上故障の発生状況に違いがみられます。

［表−１］　道路別・装置別故障発生件数及び割合　　　　　令和 5 年 9 月～ 11 月

No. 装置名 発生件数
一般道路 高速道路 全　体

1 電気装置 	 33,939	（39.2) 	 40	 （7.7) 	 33,979	（39.0)
2 走行装置 	 29,540	（34.1) 	 300	（58.0) 	 29,840	（34.3)
3 エンジン本体 	 7,314	 （8.5) 	 32	 （6.2) 	 7,346	 （8.4)
4 燃料装置 	 6,752	 （7.8) 	 62	（12.0) 	 6,814	 （7.8)
5 動力伝達装置 	 3,535	 （4.1) 	 25	 （4.8) 	 3,560	 （4.1)
6 冷却装置 	 2,578	 （3.0) 	 26	 （5.0) 	 2,604	 （3.0)
7 電子制御装置 	 1,071	 （1.2) 	 6	 （1.2) 	 1,077	 （1.2)
8 潤滑装置 	 738	 （0.9) 	 25	 （4.8) 	 763	 （0.9)
9 制動装置 	 702	 （0.8) 	 0	 （0.0) 	 702	 （0.8)

10 かじ取り装置 	 346	 （0.4) 	 1	 （0.2) 	 347	 （0.4)
総　計 	 86,515	（100.0) 	 517	（100.0) 	 87,032（100.0)

（　）は、各総計に対する発生件数割合（％）を示す。
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	 ［図－１］　道路別 ･ 装置別故障発生件数の割合

次に、道路別に路上故障部位別発生件数の割合をまとめたものを表－２及び表－３に示します。
表－２の「一般道路」についてみると、①タイヤ33.8％（前年33.4％）、②バッテリ
29.2％（前年29.0％）、③オルタネータ4.7％（前年4.8％）となっており、表－３の「高速
道路」については、①タイヤ58.0％（前年50.6％）、②潤滑油4.8％（前年3.0％）、③冷却水
3.1％（前年3.0％）となっています。 
「一般道路」、「高速道路」どちらにおいてもタイヤの故障発生件数の割合が高く、過去
の統計からもタイヤの故障発生件数の割合が高いことから、走行前にタイヤの摩耗量や外観
の傷の確認及び空気圧の確認等の日常点検を確実に実施することにより、このような路上故
障の発生を未然に防ぐ事ができると考えられます。
また、「一般道路」については、バッテリの故障発生件数の割合も高くなっています。
その中でも、過放電の割合がバッテリ故障全体の70.9％（前年74.3％）を占めており、
バッテリの長期使用による劣化、あるいは電装品の複数同時使用等によりオルタネ―タから
の発電量を超えて電力を消費する状況が続くことで、バッテリが過放電状態になったことが
原因であると考えられます。

　［表－２］一般道路における故障部位別発生率
　＜一般道路＞	 令和 5 年 9 月～ 11 月
順位 部位 発生率 主な故障状況

１ タイヤ 33.8％ ●パンク、バースト　●空気圧不足

２ バッテリ 29.2％ ●過放電　●破損、劣化　●端子部接続不良　●液不足

３ オルタネータ 4.7％ ●ブラシ不良　●レギュレータ不良　●ダイオード不良　●コイル断線

４ 冷却水 1.6％ ●不足、水漏れ　●汚れ　●凍結

５ クラッチ 1.2％ ●すべり　●オイル漏れ　●ワイヤ（リンク）不良　●切れ不良

６ トランスミッション (A/T) 1.2％ ●ギヤ操作不能　●オイル漏れ・不足　●異音

７ 潤滑油 0.9％ ●オイル不良　●オイルパンからの漏れ

８ スタータ 0.8％ ●リレー不良　●端子部接続不良　●かみ合い不良　●イグニッション
スイッチ不良

９ ファン・ベルト 0.6％

１０ ラジエータファン 0.5％

その他 25.4％
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［表－３］　高速道路における故障部位別発生率
　＜高速道路＞	 令和 5 年 9 月～ 11 月

順位 部位 発生率 主な故障状況

１ タイヤ 58.0％ ●パンク、バースト　●空気圧不足

２ 潤滑油 4.8％ ●オイル不良　●オイルパンからの漏れ

３ 冷却水 3.1％ ●不足、水漏れ　●汚れ　●凍結

４ オルタネータ 2.3％ ●ブラシ不良　●レギュレータ不良　●ダイオード不良　●コイル断線

５ クラッチ 1.5％ ●すべり　●オイル漏れ　●ワイヤ（リンク）不良　●切れ不良

６ トランスミッション(A/T) 1.5％ ●ギヤ操作不能　●オイル漏れ・不足　●異音

７ バッテリ 1.2％ ●過放電　●破損、劣化　●端子部接続不良　●液不足

８ ＩＧコイルイグナイタ 1.0％

９ ファン・ベルト 1.0％

１０ エアフローメーター・
ダクト 0.6％

その他 25.0％

（３）車両故障に起因する事故の状況
　①全国における状況

令和５年中に発生し、自動車事故報告規則（昭和 26 年運輸省令第 104 号）に基づい
て、国土交通大臣に報告された全国における事業用自動車等の車両故障に起因する事故は、
2,655 件（速報値）となっています。
装置別にみると、「原動機」が 782 件（29.4％）と最も多く、次いで「動力伝達装置」444
件（16.7％）、「電気装置」264 件（9.9％）となっています。
最近の推移をみると、事故報告件数の車両故障件数が占める割合は、年々増加し、全体
のほぼ半数を占めるまでになっています。［表―１］

［表－１］事業用自動車等の装置別車両故障報告件数（速報値）の推移（全国）
年度

装置名
平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

平成
30年

令和
元年

令和
2年

令和
3年

令和
4年

令和
5年

操縦装置 22 22 17 16 19 17 17 18 12 15
制動装置 144 105 120 160 172 159 195 125 119 151
車枠・車体 12 12 13 8 17 19 23 16 27 24
車軸 18 12 12 24 24 15 16 23 22 21
車輪 38 32 48 57 96 70 92 95 92 92
緩衝装置 113 86 85 76 81 74 44 56 74 75
動力伝達装置 429 426 465 416 406 375 295 378 413 444
電気装置 401 332 301 320 319 275 259 261 305 264
原動機 628 564 651 604 745 732 506 547 661 782
連結装置 2 0 0 0 2 2 0 1 1 2
その他 675 705 795 822 766 746 705 673 747 785
車両故障事故件数（Ａ） 2,482 2,296 2,507 2,503 2,647 2,484 2,152 2,193 2,473 2,655
事故報告件数（Ｂ） 5,545 5,271 5,469 5,390 5,560 5,175 4,256 4,391 4,713 4,913
Ａ／Ｂ（％） 44.8 43.6 45.8 46.4 47.6 48.0 50.5 49.9 52.4 54.0
※「電気装置」欄は、バッテリ、冷暖房の配線等を含む電気系統全般
※「車輪」欄は、タイヤを含まない
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②関東運輸局管内における状況
令和５年の関東運輸局管内における車両故障に起因する事故報告件数は、1,037件（令和
４年は1,025 件）、なっています。［表―２］

［表－２］事業用自動車等の装置別車両故障事故報告件数（令和５年）関東運輸局管内

装置別
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動
装
置

車
枠
・
車
体

車
軸

車
輪

緩
衝
装
置

動
力
伝
達
装
置

電
気
装
置

原
動
機

連
結
装
置

そ
の
他 計

事
業
用

バ　　ス 4 46 1 1 0 21 141 106 276 0 286 882
ハイタク 0 2 0 0 0 0 1 6 7 0 2 18
トラック 3 9 0 5 4 1 25 17 37 0 36 137
計 7 57 1 6 4 22 167 129 320 0 324 1037

また、上記車両故障に起因する事故報告の中から、その [ 事例 ] を参考として［表－３］
に掲載します。

［表－３］事業用自動車等の装置別車両故障事故の【主な事例】について
装置名 種 別 事　例　概　要

操縦装置

バス
一般道を走行中、ハンドルが同方向に何回転も回せる状態となり、最終的にハンド

ルが利かなくなった。自走不能と判断しレッカー車にて回送した。
ステアリング・シャフトの空回りが原因。

バス
終点に到着後アイドリングストップした後、エンジンが始動不能になった。再始動

を試みたが始動しなかったため、現地に整備士を派遣し、エンジン・ルーム内のサブ・
スターター・スイッチで始動させ帰庫した。
キー・シリンダーの不良が原因。

制動装置

タクシー
乗客を乗せ一般道を走行中、前方の信号が赤に変わったためブレーキを踏んだが

利きが悪く、さらに強く踏み停車させた。運行を中止し、車両はレッカーで移動させ、
乗客には代車を手配した。
ブレーキ倍力装置の負圧漏れが原因。

トラック
車両左側後前軸付近から「パン」と音がしたので、ミラーで確認したところ、煙と炎

が見えた為、路肩に停車させた。
リレーバブル・サーボユニットの経年劣化により、ブレーキが若干効いたまま走行し、

ブレーキ・ドラムが加熱したことが原因。

緩衝装置

トラック
荷主先において、集荷の荷物を荷台で整理していたところ、車体から大きな音がし

たため荷台から降車し確認すると、車両が右に傾いていた。
経年劣化により、右前部のトーションバーが折れていたことが原因。

バス
一般道を走行中、空気圧異常のランプが点灯し、ギヤのシフト・アップが出来なくな

り運行の継続ができなくなった。
リアのエアサス・ベローズ（４ヶ所のうちの後方左右２ヶ所）のゴムと土台の接地面

からのエアー漏れが原因。

動力伝達装置

トラック
高速道路を約 80キロで走行中、オートマ車のギヤが抜けてニュートラル状態になり、

ギヤが入らなくなったため、路肩に停車させた。
クラッチ・ブースターの破損によるプロシフト異常が原因。

バス
一般道を走行中、車両後方より異音がしたので道路端に寄り一旦停止、営業所

へ連絡し運行を中止した。
デファレンシャルの左サイドギア亀裂による破損が原因。

タクシー
一般道を回送で走行中、足回り付近から異音が発生し、アクセルを踏んでも動

力が伝わらなくなった。
オートマ・ミッションの故障が原因。

※「電気装置」欄は、バッテリ、冷暖房の配線等を含む電気系統全般
※「車輪」欄は、タイヤを含まない。
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装置名 種 別 事　例　概　要

電気装置

バス
一般道を回送中、エアコンが効かなくなりモニターにエラー表示が出た。その後、

エンジン・チェック・ランプが点灯と消灯を繰り返すようになり、一度エンジンを切っ
たところ、エンジンがかからなくなった。
オルタネータ内部のアース不良による発電不良が原因。

タクシー
休憩終了後、運行を再開するためエンジンを始動させようとしたが、エンジンが始動

しなかった。
セルモーターの故障が原因。

タクシー
乗客を乗せ一般道を走行中、赤信号で停車し、青に変わりアクセルを踏んだが、急

にエンジン警告灯とバッテリ警告灯が点灯しエンジンが停止した。
オルタネータの故障が原因。

原動機
(速度抑制装置
を除く)

トラック

一般道を走行中、異臭と車両周りの湯気を現認し、同時に警報ランプ点灯と警報ブ
ザーが発生したので路肩に停車した。下車して確認したところ、ラジエーター液が流出
しサブタンクが空になっていた。
ラジエーター腐食破損による水漏れ（劣化疲労によるプラスチックとアルミつなぎ箇

所の破損。）。

バス バックにて駐車場に入れた直後、エンジンから異音を確認、運行を中止した。
ウォーター・ポンプ水漏れが原因。

タクシー
乗客を乗せ一般道を走行中、エンジンから白煙が出たため、安全な場所に停車させ

た。
ヒーター・ホースの破損(経年劣化 )による、冷却水漏れが原因。

その他

バス

乗客を乗せ一般道を走行中、バス停で乗降客扱い後、中ドアを閉めようとしたが閉
まらなかったので、エアー抜きや手で中ドアを閉めようとしたが閉まらず、運行を中止
した。
中扉ドアエンジン部のクッション・シリンダーからピストン・ロッドが抜けたため、ピ

ストン・ロッドが引っ掛かったことが原因。

トラック
一般道を走行中、エンジンの出力が上がらずアイドリングも不安定になり、その後

エンスト起こすようになったため、レッカー移動を手配した。
ＤＰＤ装置不良によるエンジン出力低下が原因。

２．発生状況からみた車両故障の防止対策

（１）車両故障の発生状況についての概要（まとめ）
　①　高速道路における車両故障

各高速道路会社の調査によると、令和５年の高速道路における車両故障発生状況は、
前年から更に増加し、２年連続で１０万件を超えています。
また、車種別の故障発生件数をみると、全体的に件数が増加しており、内容別の故
障発生件数では、「タイヤ・ホイール破損」が全体の 40.9％を占めており、高い割合となっ
ています。

　②　令和５年路上故障の実態調査結果
国土交通省の調査によると、装置別発生件数の割合は、一般道路では、「電気装置」

が39.2％と最も高く、次いで「走行装置」34.1％、「エンジン本体」8.5%との順となって
います。一方、高速道路では、「走行装置」が58.0％と最も高く、次いで「燃料装置」
12.0％、「電気装置」7.7%との順になっています。
部位別の故障発生率をみると、一般道路・高速道路共に「タイヤ」が33.8％、58.0％と
高く、主な故障状況として「パンク、バ―スト」「空気圧不足」などが挙げられます。

　③　車両故障に起因する事故の状況
国土交通省に報告された車両故障に起因する事故では、「原動機」「動力伝達装置」

「電気装置」に関するものが多くなっています。
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（２）車両故障防止対策
車両故障の発生を防止するためには、車両故障発生状況について、車種別、部位別、
道路別等の特徴を把握した上で、対策を講じることが効果的です。

　①　日常点検
車両故障防止の具体的方法は、このような車両故障の発生状況を基に、管理する車
両の運行状況に応じて、日常点検を確実に励行することです。

　②　定期点検
車両故障防止には、過去の車両故障の発生状況を踏まえて重点項目を定め、定期点
検整備を確実に実施することです。

　③　重点項目
重点項目は、車両故障の発生状況を踏まえて定めます。
日常点検及び定期点検整備は、各々の点検項目にこれらの重点項目を加えて実施す
ることになります。

　④　点検実施体制
この点検を継続的に行うためには、運行実態に合わせた点検実施体制を整える必要
があります。
また、具体的には、年間を通して毎月の重点項目を定めたり、「貸切バス予防整備ガ
イドライン」を参考に自社における年間整備サイクル表を車両毎に作成し、車両管理と
部品の定期交換等を行うことも効果的な方法といえます。（次表は実施参考例）

月別点検実施重点項目（参考例）

実施月 重点項目 点検要領

１月 エンジンの状態
・黒煙や異音はないか
・かかり具合は正常か
・油量、油の汚れ具合、漏れはないか

２月 各部給油脂状態、車体の錆・
腐食の有無

・シャシ各部の給油脂状態は十分か
・車体下面の錆・腐食はないか

３月 ブレーキ
・駐車ブレーキの引きしろ、効き具合は十分か
・液量は十分か
・漏れはないか

４月
タイヤ
ホイール・ナット
（夏タイヤへ交換等）

・空気圧は適正か
・溝の深さが十分で、亀裂、損傷、異状な摩耗はないか
・ホイール・ナットに緩みはないか、増締めは行ったか、ボ

ルト・ナットは適正か
・釘、石、その他の異状はないか

５月 クーラー・シーズンIN点検 ・ベルトの損傷や亀裂はないか
・冷媒充填量は十分か

６月 ワイパー
前面ガラス

・作動、払拭状態の不良はないか
・洗浄液噴射の不良はないか
・ガラスに損傷はないか

７月 ファン・ベルト ・緩み、損傷、亀裂はないか

８月 灯火装置 ・配線の接続部の緩み、腐食はないか
・点灯又は点滅具合に不良はないか
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９月 エア・エレメント ・汚れ、詰まり等がないか

10月 バッテリ ・液量、比重は正常か
・端子部の緩み、腐食はないか

11月 ラジエータ・ホース
冷却水（LLC）

・ホースの損傷、劣化はないか
・冷却装置の水漏れはないか
・冷却水の量、濃度は規定の範囲にあるか

12月
タイヤ
ホイール・ナット
（冬期タイヤへ交換等）
タイヤ・チェーン

・空気圧は適正か
・溝の深さが十分で、亀裂、損傷、異状な摩耗はないか
・ホイール・ナットに緩みはないか、増締めは行ったか、ボ

ルト・ナットは適正か
・タイヤ・チェーンのサイズは適切で、折損や異状な摩耗は

ないか

３．個別事故事例と再発防止対策
事業用自動車等の車両故障に起因する事故は、日頃から車両管理を確実に実施していれば
未然に防止できるものです。
近年の車両故障に起因する事故をみると、ここで紹介する事例と同様な事故が依然として
発生しています。
令和５年に報告された事故の中から、特に整備管理者にとって重要と思われる事例につい
て、より詳しい発生状況及び原因並びに発生防止対策について取りまとめましたので、日常の
車両管理に活用され、同様な内容の車両故障の再発防止に努めてください。
また、車両故障や火災が発生した場合、適切な対処を怠ると車両等に与える損害が大きく
なるとともに、２次被害の発生を招くおそれがあるなど被害の拡大に繋がることから、適切な
対処方法について、乗務員等に指導教育することにより事前に理解させておくことも重要です。
乗務員等への指導教育については、一度実施して終わりにすることなく、定期的に繰り返し実
施することで、いざ発生した際に適切に対応できるよう備えておくことが肝要です。また、実
際の状況を想定した訓練を実施することにより、実効性の向上が見込まれますので、事故事例
を参考に取り組むことを推奨します。

〔事故事例〕
（1） ホイール・ナットの締付け不良等による車輪脱落事故（P. 14 〜 P. 16）
（2） 制動装置・走行装置等の故障による火災（P. 17 〜 P. 18）
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　（1）ホイール・ナットの締付け不良等による車輪脱落事故
車　種 年　式 発生年月 総走行距離 道路区分 損　害

バス 2013 年 2023 年 1 月 459,964 km 一般道路 物損

１．《事故の概要》
　乗客 23 名を乗せ一般道を走行中、異音等の違和感を感じたものの、積雪していたた
めそれが理由だと思い走行を続けたところ、２㎞程度進んだところで左後輪の外側タイヤ
が外れた。
　運転者はそれに気づかずさらに走行を続けたものの、異音がおさまらないため、一度
車両を点検しようと進行方向右側の駐車場に入庫しようとしたところ、右折のタイミング
で左後輪の内側タイヤも脱輪した。

《推定原因》
　事故後のハブボルトの状況から、ハブ
ボルトの腐食によるものと考えられる。ま
た、脱落したホイール・ナットは発見でき
なかったものの、反対側のナットは座面
が腐食していたため、その影響も考えら
れる。

《 同類事故例と推定原因 》

車　種 年　式 発生年月 総走行距離 道路区分 損　害

トレーラ 2018 年 2023 年 12 月 －km 高速道路 物損

２．《事故の概要》
　高速道路を走行中、3 軸トレーラの左後前軸の外側タイヤが脱輪したことが、運転席ミ
ラーで見えたため、急いで車道左側に停車させようとしたところ、さらに内側も脱輪して
停車した。タイヤは車両停車位置から10 ｍと60 ｍの位置でそれぞれ見つかったものの、
ホイール・ナットは 10 個のうち 5 個は付近には見当たらなかった。

《推定原因》
　事故後に車両を確認したところ、ボルト
等に錆や汚れがみつかったため、これが
原因でナットが緩んでいったと考えられる。
　12月初旬に冬タイヤに交換したもののそ
の後増締めはしておらず、日常点検は目視
で確認していたが、マーカー等は使用して
いなかった。

脱輪

脱輪
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車　種 年　式 発生年月 総走行距離 道路区分 損　害

トラクタ 2013 年 2023 年 11 月 595,000km 一般道路 物損

３．《事故の概要》
　一般道を走行中、振動により違和感を感じ減速しようとしたものの、左側後前軸のタ
イヤ 2 本が脱落した。

《推定原因》
　脱落したタイヤを取り付ける際にホイー
ル接地面に若干の錆が見受けられたこと
から、錆が原因でナットの緩みが生じた
と考えられる。

車　種 年　式 発生年月 総走行距離 道路区分 損　害

タクシー 2014 年 2023 年 10 月 356,017 km 高速道路 物損

４．《事故の概要》
　乗客４名を乗せ、高速道路を走行中、突然、左側車底部から異音がして車体が大き
く振られたことから、路肩へ緊急停車させた。車体を確認したところ、左後輪のホイール・
ナットが５本中４本脱落しており、その内の1本はボルトが折損していた。

《推定原因》
　折れたボルトに締め付け跡があった
ことから、トルクのかけ過ぎにより当
該ボルトが走行中に折損し、その後、
振動によりほかのボルトにも緩みが出
たと推定される。

脱輪

脱落
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《再発防止対策》
車輪脱落事故の主な発生原因の一つ目は、タイヤ
交換時の作業不備によるもので、ホイール・ボルト、
ホイール・ナット及びホイールに付着した錆やゴミ
の確認、清掃が不十分なため、脱輪につながってい
るケースが見受けられます。適切な作業を実施して
いただき、劣化がひどいものが確認された場合は交
換しましょう。
これらに加えて、十分な締め付け力を得るため、
ホイール・ボルトとホイール・ナットのねじ部、ホ
イール・ナットとワッシャーとのすき間にエンジン
オイルなど指定の潤滑油を薄く塗布し、回転させて
油をなじませることが必要です。
主な発生原因の二つ目は、締付トルクの不足によ
るホイール・ナットの緩みや、締過ぎによるホイー
ル・ボルトの伸び・折損です。適正なトルクレンチ
による規定トルクで締付けることが重要です。
主な発生原因の三つ目は、タイヤ交換後の保守管
理の不備です。「増し締めが行われていない」「増し
締めの実施時期（距離）が遅い」「日常点検・定期
点検時のホイール・ボルトの緩みの点検が不十分」
などが挙げられます。初期なじみによる締付け力の
低下が起こりますので、50㎞～ 100㎞走行後を目安
に増し締めを行いましょう。
車輪脱落事故は、タイヤ交換後１ヶ月以内に多く
発生しています。特に冬用タイヤ交換時期は作業が集中するため、作業時間の制約が生じ、本来
実施すべき作業が省略されるなど、正しい作業が行われていない可能性がありますので、上述し
たことを確実に実施することが重要です。

( 参考資料　ホイール・ボルト折損による大型車の車輪脱落事故 )
（https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha/tenkenseibi/tenken/t2/t2-1/）

《乗務員等の指導》
（1）日常点検を確実に行うこと。

　一日一回、運行の前に、ホイール・ボルト、ナッ
トを目で見て、さわって点検します。インジケー
タを使用すると緩みを検出しやすくなります。

（2）ホイール交換する場合は、正しい取扱いで行う
こと。
　ホイールやホイール・ボルト、ホイール・ナット
は適正な組み合わせのものを使用します。
　取扱説明書や整備マニュアルに記載されてい
る締め付けトルクを確認し正しい取扱いで行う
ことが重要です。
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　（2）制動装置・走行装置等の故障による火災
車　種 年　式 発生年月 総走行距離 道路区分 損　害

バン 2017 年 2023 年　7 月 240,471km 一般道路 物損

１．《事故の概要》
　一般道を走行中、ブレーキ警告灯が点灯したため、車両を安全な場所に停車させ
エンジンを切り再始動したところ、警告灯は消えた。営業所に連絡し、ブレーキの
引きずりやエアー漏れ等不具合がなかったことから、運行を再開し､ 少し走行した
あと右後輪がバーストし、出火した。

《推定原因》
　ダブルチェック・バルブのリレー・バルブ
に亀裂が入っていたことから、そこからエアー
が漏れ正常にブレーキが解除されず、引きず
りを起こしたと推定される。

《 同類事故例と推定原因 》
車　種 年　式 発生年月 総走行距離 道路区分 損　害

バン 2018 年 2023 年 6 月 396,124km 高速道路 物損

２．《事故の概要》
　高速道路を走行中、ハンドル操作に違和感があり、異音もしたため、パーキングエ
リアに入り停車させ点検を行ったが、特に異常は確認出来なかったため運行を再開し
たところ、10 分くらい走行後に左ミラーに白煙と火の粉を確認､ その後出火したため､
警察 ･消防に通報した。

《推定原因》
　走行中に左側前前軸の外側ベアリングが
焼き付き破損したことで、車軸の中心がず
れてしまいブレーキ・ドラムとブレーキ・
ライニングが接触し、引きずり状態になっ
たことで、その周囲が異常な高温となり、
グリースが融解してハブ内から流れ出し、
出火したと推定される。

車　種 年　式 発生年月 総走行距離 道路区分 損　害

タクシー 2019 年 2023 年 6 月 360,600km 一般道路 物損

３．《事故の概要》
　一般道を走行中、タクシー乗り場に到着しエンジン
を切ったところ、前部灯火器付近から出火した。付近
にいたバスの運転者が、消火器によって消火を行った。

《推定原因》
　フォグランプの配線がショートした事が原因で
出火したと推定される。

出火

出火

出火
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《再発防止対策》
　制動装置の事故の原因は、ゴム部品の劣化やブレーキシステムの不良など、定期的な交換、
点検整備を怠ったことが起因と推定されています。特にエア・ブレーキ車では、エア・ドライ
ヤー等ブレーキシステム内への水分の浸入やゴムパーツの経年劣化に注意が必要です。故障発
生率では車歴で１０年程度が過ぎると不具合が増加する傾向が見られます。
　走行装置の事故では、ハブベアリングの異常によりブレーキが引きずりを起こし、火災が発
生したものや、空気圧不足等により走行を続けたためタイヤが過熱してバーストを起こし、タ
イヤ片から出火し、車両に引火して火災に至ったものが発生しています。

　いずれの火災も点検整備が不足していると推定されており、整備管理者は、日常点検・定期
点検整備を確実に行い、必要であれば運行停止を指示し、臨時整備をするなど車両状態を常に
管理することが事故を未然に防止する上で重要です。特に高速道路を多く走行する車両には制
動装置・走行装置等に負担が掛かるため注意を払う必要があります。

《点検整備の確実な実施》
　　3ヶ月定期点検を確実に実施すること。
　　走行装置・制動装置等を重点項目として点検する。
　　タイヤの空気圧、亀裂・損傷、異常摩耗、溝の深さなど。
　　特に高速道路の走行をする車両にあっては確実な点検が必要です。

《乗務員等への指導・教育》
（1）日常点検を確実に行うこと。

走行装置・制動装置等タイヤ附近の装置（エア・ブレーキ車は、エア・タンクの凝水の
点検等）を重点項目として点検を実施し、不具合等を発見したら速やかに報告するよう指
導する。

（2）走行中、車両に違和感があったら、直ちに停車して車両を確認すること。
また、車両が故障した場合の乗務員の心理としては、「目的地が近いし、もう少し走っ
ても大丈夫だろう・・」「低速なら事故は起きないだろう・・」「止めたら時間に遅れる・・」
という焦る気持ちになりがちですが、大変危険な間違った行為です！
車両が故障した状態で走り続けた場合、火災に至ったり、コントロールを失い衝突や横
転等の重大事故に至るおそれがあります。したがって、車両に故障が発生した場合は、直
ちに停車して状況確認をし、速やかに会社へ報告、必要であれば消防・警察へ通報するよ
うに整備管理者が運転者を教育・指導していくことが重要です。

空気圧 亀裂、損傷

スリップ・サイン

異常摩耗 溝の深さ
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Ⅱ．車両故障防止及び整備上の情報について

この項は、自動車工業会、日整連、タイヤ協会、電池工業会など自動車関連の協会・団体から
発行されているパンフレットやチラシなどから、事故防止及び整備に結びつく内容を選び紹介する
ものです。整備管理者の皆さんは、これら情報の内容を十分に把握し、活用することにより整備
管理への応用、整備員及び乗務員に対する指導教育を始め、点検整備の徹底により事故の再発
防止を図ってください。

１．「路上タイヤ点検結果」の推移とタイヤ点検の徹底について（P. 20 〜P. 21）
２．バッテリの爆発を防止するために（P. 22〜P. 24）
３．車両火災の発生状況（P. 25）
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１．「路上タイヤ点検結果」の推移とタイヤ点検の徹底について
出典：日本自動車タイヤ協会資料 (JATMA ニュース № .1273 － 2024 年 1 月 23 日 )より抜粋

一般社団法人 日本自動車タイヤ協会は､ 警察､ 運輸支局､ 高速道路会社､ 自動車及びタイヤ関
連団体と協力し､ 毎年(1～12月)に全国の高速道路､ 一般道で 27回(目視点検：14回､ 実測：
13回)の路上タイヤ点検を実施し､その結果をまとめ発表しています｡ ここでは実測による13回の
点検結果について報告します｡
＊2020年、2021年の点検は新型コロナウイルス感染症の影響により､ 例年に比べ点検回数及び点検台数が減少しため､ 2020年、
2021年の点検結果の推移は参考として報告します。

１－１　2023年「タイヤ点検結果」の報告内容
（1）タイヤ点検の概要
点検項目別の結果と2022 年の点検結果との比較は表―1の通りです｡

表−１　タイヤ点検の概要
年

項目
2022年 2023 年

高速道 一般道 合計 高速道 一般道 合計
点検回数（回） 3 12 15 5 8 13
点検車両数Ａ（台） 92 486 578 138 100 238
タイヤ整備不良車両数Ｂ（台） 40 118 158 59 35 94
不良率Ｂ/Ａ（％） 43.5 24.3 27.3 42.8 35.0 39.5

対前年増減 ― ― ― － 0.7 ＋10.7 ＋12.2

・2023 年のタイヤの整備不良率は 39.5％
タイヤ点検の結果､表－1の通り､2023 年の点検車両 238台のうち､タイヤに整備不良があっ
た車両は 94台､ 不良率 39.5%で 2022 年の点検結果と比べ12.2％増加しています｡

（2）「路上タイヤ点検結果」の推移
最近 7ヵ年間における点検項目別の結果の推移は表－2の通りです。

表－ 2 　最近 7 カ年間における「路上タイヤ点検結果」の推移
年

項　　目
2017 2018 2019 (参考 )2020 (参考 )2021 2022 2023

平成 29 平成 30 令和1 令和 2 令和 3 令和 4 令和 5
点検車両数Ａ（台） 1,600 1,853 2,013 206 177 578 238
タイヤ整備不良車両数Ｂ（台） 314 433 428 70 98 158 94
不良率Ｂ/Ａ（％） 19.6 23.4 21.3 34.0 55.4 27.3 39.5
対前年増減 ＋3.8 ＋3.8 －2.1 ― ― ― ＋12.2

表－2で明らかなように､ 2017年以降の点検車両数 Aに対するタイヤ整備不良車両数 Bの不
良率 B / Aは､ 依然として高い状況となっています｡ 一方､ 本研修資料に毎年掲載している「各高
速道路会社まとめの車種別故障内容別発生状況」の推移を見ると､ タイヤ･ホイール破損が､ 乗
用車､ 小型貨物車､ 普通貨物車､ バスのいずれもが第 1位となっていることです｡
このように､ タイヤ協会等の調査と各高速道路会社の調査結果から考え合わせれば､ より積極
的にタイヤ整備不良車の絶無を図ることが急務と言えます｡ 具体的には､ タイヤ点検結果である表
－3及び表－4を見て､ 皆さんが日常管理している車両について､ 道路別､ 車種別のタイヤ整備不
良の項目は何かを認識し､ 確実な点検整備の実施を図って下さい。
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（3）道路別のタイヤ整備不良項目の内容
道路別のタイヤ整備不良項目の内容は表－3の通りです｡
2023 年のデータでは、一般道路においては空気圧不足が 12.9％増加しています｡

表－ 3　道路別・タイヤ整備不良項目の内訳
年 2023 年 対 2022 年増減

区分
項目

高速道路 一般道路 合　計
高速道路 一般道路 合　計

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
タイヤ溝不足 2 1.4 0 0.0 2 0.8 ＋ 0.3 −1.2 − 0.4
偏摩耗 4 2.9 4 4.0 8 3.4 ＋ 0.7 ＋ 0.3 − 0.1
外傷 0 0.0 0 0.0 0 0.0 −2.2 − 0.4 − 0.7
釘・異物踏み 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 − 0.2 − 0.2
空気圧不足 50 36.2 30 30.0 80 33.6 ＋ 0.3 ＋12.9 ＋13.5
その他 6 4.3 7 7.0 13 5.5 −1.1 ＋ 0.2 −1.1

計 62 ― 41 ― 103 ― ― ― ―

（4）車種別のタイヤ整備不良項目の内容
車種別のタイヤ整備不良項目の内容は表―4の通りです｡
不良項目ワースト 1 位は､ 乗用車、貨物車、特殊とも「空気圧不足」となっており、乗

用車が 33.5%、貨物車が 33.3％となっています｡

表－ 4　車種別・タイヤ整備不良項目の内訳
項　目

車　種
点 検
車 両

タイヤ
不良車

タイヤ溝不足 偏摩耗 外傷 釘・異物踏み 空気圧不足 その他 件 数
合 計件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

乗 
用 
車

普通乗合（2） 0 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0
普通乗用（3） 56 14 1 1.8 3 5.4 0 0.0 0 0.0 9 16.1 3 5.4 16
小型乗用（5.7） 131 62 1 0.8 5 3.8 0 0.0 0 0.0 55 42.0 7 5.3 68
軽（5.7） 37 13 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 11 29.7 3 8.1 14

小　計 224 89 2 0.9 8 3.6 0 0.0 0 0.0 75 33.5 13 5.8 98

貨 

物 

車

普通貨物（1） 0 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0
小型貨物（4） 7 3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 3 42.9 0 0.0 3
軽（4.6） 5 1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 20.0 0 0.0 1

小　計 12 4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 4 33.3 0 0.0 4
特　種（8） 2 1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 50.0 0 0.0 1
合　　計 238 94 2 0.8 8 3.4 0 0.0 0 0.0 80 33.6 13 5.5 103

１－２　点検整備の確実実施
・日常点検及び３ヶ月定期点検を確実に実施すること。
・タイヤの点検箇所は空気圧、亀裂・損傷、異常磨耗、
　溝の深さなど。 スリップ・サイン

注）１．（　）内数字は､ 車種ナンバーを示す｡
注）２．1台の車両で複数のタイヤ整備不良 (項目)がある場合があり、タイヤ整備不良車両台数とタイヤ整備不良件数は

必ずしも一致しない｡
注）３．不良率 : 「不良項目件数」／「点検車両台数」×１００

注） 1 台の車両で複数のタイヤ整備不良 (項目)がある場合がある為、タイヤ整備不良車両台数とタイヤ不良件数は必ず
しも一致しない｡

空気圧 亀裂、損傷 異常摩耗 溝の深さ
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２．バッテリの爆発を防止するために
出典：（一社）電池工業会　資料抜粋

2004 年度～2023 年度において、バス・トラック・タクシーのバッテリ爆発件数は 2010 年度をピー
クに減少傾向にあるものの依然発生し続けています。バッテリの爆発はそのほとんどを日常点検や
定期点検を確実に実施することで防止できます。
バッテリの爆発で車両の定時運行が阻害されないためにも、異常を発見した場合は、直ちに確
実な整備を行ない、バッテリの爆発防止をお願いします。

爆発件数の約６８％は液切れで、端子部緩み約
１1％を加えた約８０％が保守管理の不適切に
よるものです。
爆発防止のため、日常の液量点検と、３ヶ月毎
の端子部点検を確実に実施することが重要です。

一度、液量が不足し、極板が露出したバッテリは、補水してもすぐに
液が減り危険です。速やかにバッテリを交換してください。

バス・トラック・タクシーはバッテリを酷使していますので、用途に
あったバッテリを使用してください。

液量 OK

爆発原因の内訳

< 爆発したバッテリ>
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●液減りによるバッテリの爆発に注意
この現象は、主に充電中（走行中）に起こります。液が減ってしまうのは、バッテリが持つ容量
以上に充電エネルギ−が加えられた時（過充電時）に、液中の水が酸素ガスと水素ガスに分解さ
れてしまうためです。また、自然蒸発によっても液が減ります。したがって、バッテリの設置温度
が高い場合や、バッテリの使用頻度が高い場合（昼夜間点灯、保冷装置、パワーゲ−トなどの深
い充放電用途）、また、バッテリの寿命末期には、短期間で液が多く減ります。
このように、バッテリ使用時には液が減りますので、液量の日常点検が必要です。

　※万一、バッテリの液量が「LOWER LEVEL」以下のままで使用してしまった場合は、内部金属の劣
化や液減りが加速され、爆発に至る可能性が高くなりますので、バッテリを交換してください。

⑵ 液減りするとなぜ爆発するのか

⑶ 液量点検のしかた

　※インジケータなどにより、液面が確認できる場合でも、全セル液面を確認してください。
　　液量点検や補水のできないバッテリは、必ず付属の取扱説明書に従ってください。

１．バッテリ液が
　　不足していると…

規定量以下で使用を続
けると、バッテリの金
属部分が露出し、劣化
が進みます。

２．劣化部品から
　　火花が発生し…

劣化がさらに進むとス
パーク（火花）が発生
することがあります。

３．内部ガスに
　　引火する

スパークがバッテリ内部
に溜まっている水素ガス
に引火して爆発すること
があります。

水で湿らせた布で液面線の周囲を清掃し、液面
が「UPPER LEVEL」（最高液面線）と「LOWER 
LEVEL」（最低液面線）の間にあることを確認
してください。乾いた布で清掃すると静電気に
より引火爆発する恐れがあります。

液面が「UPPER LEVEL」と「LOWER LEVEL」
間の半分以下に低下している場合は、ただちに

「UPPER LEVEL」まで精製水（市販のバッテリ
補充液など）を補充してください。補水後は、
液口栓をしっかり締めてください。
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●端子接触不良によるバッテリの爆発に注意

⑴ 端子の緩みに注意
・バッテリの交換時は、取付金具や端子接続の緩みがないよう、しっかり取付けてください。
・使用中も、端子や取付金具の緩みがないか3ヶ月ごとに点検を行ってください。

⑵ 端子の腐食などに注意
・端子腐食は、過補水により電解液が漏れ、端子へ付着することが原因の一つでもあるため、
「UPPER LEVEL」以上に補水しないでください。
・使用時も端子腐食がないか３ヶ月ごとに点検してください。



− 25 −

３．車両火災の発生状況
出典：消防庁 令和5年火災原因調査(令和6年7月1日)より抜粋

消防庁では、火災を起こす危険な製品の流通を防止し、消費者の安心･安全を確保すること
を目的として、令和5年中に自動車等、電気用品及び燃焼機器に係る製品の不具合により発生
したと消防機関により判断された火災(以下「製品火災」)について、発生件数や製品情報等
を取りまとめ発表されました｡ 製品別の発生件数は下表の通りです｡

【単位 : 件  (　) 内は前年発生件数】
自動車等 電気用品 燃焼機器 全体

製品の不具合により発生したと判断された
火災 (製品火災 ) 21 (24) 143 (149) 18 (30) 182 (203)

(参考 )使用者の使用方法の不良及び自
然災害に起因する火災ではないが、製品
発生か否か特定に至らなかった火災

283 635 75 993

＊ 1 使用者の使用方法の不良及び自然災害に起因する火災は、本調査で集計する製品火災には含まれない｡
＊ 2 令和 5年 1月から 12月までに発生した製品火災で、令和 6年 5月 31 日時点のものである｡ これ以外に消防機関が調査

中のものが 87件あるため、今後今後の調査結果により件数が増加する見込み｡

　上の表の中で自動車等に係る概要は次の通りです｡
（1）調査結果の概要

自動車等に関する火災発生の合計は304件であり、製品の不具合により発生したと判断
された火災は21件です｡その内には例年、製品の設計又は製造過程における不備によりリ
コール又は改善対策の届出がされていたものが含まれています｡

（2）車両火災防止のために
整備管理者は、日常点検及び定期点検整備を確実に実施することに加えて、自動車メー
カー又は販売会社からリコール等(改善対策含む)の実施通知があった場合、迅速に販売会
社と入庫調整を図り、該当する全ての車両の改修、修理を実施し、車両の安全確保をする
ことが重要です｡

（3）自動車のリコール制度の概要
日本の「自動車のリコール制度」は道路運送車両法で定められており、自動車メーカー
又は販売会社等からの届出内容を公表しています｡国土交通省のホームページに公表され
ている資料を参考に、以下、リコール制度についての概要を述べておきますので、参考と
して下さい｡

「自動車のリコール制度」は、昭和44年に自動車型式指定規則(国土交通省令)の一部を
改正し、スタートしました｡ 平成14年に道路運送車両法が改正され、後付け装置のうち流
通量が多いタイヤ及びチャイルドシートがリコール対象として追加規定されるとともに、
リコール命令の導入及び罰則の強化が図られました｡
リコールとは、同一の型式で一定範囲の自動車等又はタイヤ、チャイルドシートについ
て道路運送車両の保安基準に適合していない又は適合しなくなるおそれがある状態で、そ
の原因が設計又は製造過程にあると認められるときに、自動車メーカー等が、保安基準に
適合させるために必要な改善措置を行うことをいいます｡
改善対策とは、リコ―ル届出と異なり、道路運送車両の保安基準に規定されていない

が、不具合が発生した場合に安全の確保及び環境の保全上看過できない状態であって、か
つ、その原因が設計又は製造過程にあると認められたときに、自動車メーカー等が、必要
な改善措置を行うことをいいます｡
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Ⅲ．国土交通省「自動車点検整備推進運動」について

同運動は国土交通省、自動車点検整備推進協議会及び大型車の車輪脱落防止対策に係る連絡
会が中心となり、1年を通して実施しています。特に、９月・１０月を強化月間に設定して、全国各
地で自動車の点検・整備の重要性を広く周知・啓発するとともに、各地方において独自に強化月間
を１ヶ月間設定し、各取組を強力に推進しています。

整備管理者は、輸送の安全の確保が最大の使命であることを改めて確認するとともに、以下の
資料等を活用し、大型車の車輪脱落事故、車両火災事故等の事故防止に向けた確実な点検･整
備の実施が求められています。

１．点検整備の大事なコト
　　～ 9月・10月は「自動車点検整備推進運動」の強化月間です～（P. 27〜P. 32）
２．「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会」の中間取りまとめを公表し

ます
　　～今後の大型車の車輪脱落事故防止対策のあり方について～（P. 33 〜P. 38）
３．冬用タイヤ交換時には確実な作業の実施をお願いします！（P. 39 〜P. 53）
４．バス火災事故防止のための点検整備のポイント（P. 54〜P. 66）
５．貸切バス予防整備ガイドライン（P. 67〜P. 82）
６．DPF（黒煙除去フィルタ）など後処理装置付き車の正しい使用のお願い（P. 83 〜P. 84）
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１．点検整備の大事なコト
～ 9 月・10 月は「自動車点検整備推進運動」の強化月間です～

※別紙　一部省略

（プレスリリース）
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２．「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会」の中間
取りまとめを公表します

～今後の大型車の車輪脱落事故防止対策のあり方について～

※別紙２省略

（プレスリリース）
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３．冬用タイヤ交換時には確実な作業の実施をお願いします！
（プレスリリース）

[参考資料] 新･ISO方式ホイール取扱いガイド 
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４．バス火災事故防止のための点検整備のポイント
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５．貸切バス予防整備ガイドライン
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６．DPF（黒煙除去フィルタ）など後処理装置付き車の正しい使用のお願い
出典：国土交通省等のパンフレット（2012年12月）抜粋
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Ⅳ．運送事業者が行うべき地球温暖化防止のための
　　「エコドライブ」の実施について（パート28）

出典：環境省2022年度の我が国の温室効果ガス排出・吸収量について(2024年4月12日)より抜粋
出典：(公社)全日本トラック協会  トラック運送業界の環境ビジョン2030

～2050年カーボンニュートラルに向けて～（令和4年4月15日）

エコドライブについては平成９年度に（パ－ト１）を発表して以来、毎年継続して掲載して参りま
したが、近年に至り、ますます地球温暖化防止と合せ窒素酸化物（NOx）や、粒子状物質（PM）
など自動車排出ガス対策の強化が進められています。
特に平成 17年 2月16日には、京都議定書が発効され、地球温暖化の要因とされる「温室効果
ガス、特に二酸化炭素（CO2）」の国際的な排出削減目標の達成が、法的に義務づけられました。
目標達成のために運送事業者（運輸部門）及び家庭人（家庭部門）として取組んできた結果の
確定値が環境省より発表されました。
また、令和 4 年 4月15日に公益社団法人全日本トラック協会は、平成 26 年に策定した「新・
環境基本行動計画」に代わる新たな行動計画、「トラック運送業界の環境ビジョン2030 ～ 2050
年カーボンニュートラルに向けて～」を策定しました。
これは、国内外で「カーボンニュートラル」の機運が高まる中、トラック運送業界としても積極
的な環境対策への取り組みが求められているため、CO2 排出量削減に主眼を置き、2030 年を目
指してトラック運送業界が一体となって取り組むために策定した行動計画です。

＜参考：環境省2022年度の我が国の温室効果ガス排出・吸収量について＞

2022 年度の我が国の温室効果ガス排出・吸収量は、約 10 億 8,500 万トン（二酸化炭素（CO2）
換算、以下同じ。）で、2021 年度比で2.3％（約 2,510 万トン）の減少、2013 年度比では22.9％（約
３億 2,210 万トン）の減少となりました。
過去最低値を記録し、オントラック（2050 年ネットゼロに向けた順調な減少傾向）を継続しました。

代替フロン等４ガス（HFCs・PFCs・SF6・NF3）の排出量は約 5,170 万トンで、2021 年比で1.4％
の減少となり、2009 年以降初めて減少しました。
なお、HFCsについては、フロン排出抑制法への改正によって使用時漏えい対策が導入されたこ

と等を踏まえて、排出係数（使用時漏えい率）を見直し、2016 年以降に適用しました。

今回の国連への報告では、世界で初めて、ブルーカーボン生態系の一つである海草藻場及び海
藻藻場における吸収量を合わせて算定し、合計約 35 万トンの値を報告しました。
今後は塩性湿地・干潟の算定についても検討を進めます。

また、３類型（４種類）の環境配慮型コンクリートによる吸収量（CO2 固定量）を同じく世界で初
めて算定し、合計約 17トンの値を報告しました。
今後はJクレジット化に向けた検討を進めます。
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＜補足＞
・2022 年度の我が国の温室効果ガスの排出量は約 11 億 3,500 万トンで、2021 年度比で2.5％の
減少、2013 年度比で19.3％の減少となった。

・2021 年度からの排出量減少の主な要因は、産業部門、業務その他部門、家庭部門における
節電や省エネ努力等の効果が大きく、全体では、エネルギ―消費量が減少したことが考えられる。

・代替フロン等４ガス（HFCs・PFCs・SF6・NF3）の排出量の減少については、オゾン層保護法
に基づく生産量・消費量の規制、フロン排出抑制法に基づく低（地球温暖化係数）冷媒への転換
推進、及び機器使用時・廃棄時の排出対策等により、代替フロン（HFCs）の排出量が減少したこ
とが主な要因。

・2022 年度の森林等からの吸収量は約 5,020 万トンで、2021 年度比 6.4%の減少となった。吸
収量の減少については、人工林の高齢化による成長の鈍化等が主な要因と考えられる。

・ブルーカーボンについては、前年度のマングローブ林による吸収量の算定・報告に加え、国土交
通省（面積データ）、農林水産省（藻場タイプ別の吸収係数）との連携により、世界で初めて、海
草藻場及び海藻藻場の吸収量を合わせて算定・報告した。今後は、塩性湿地・干潟の算定につ
いても検討していく。

・環境配慮型コンクリートについては、製造時 CO2 固定型（CO2-SUICOM）、CO2 由来材料使
用型（T-eConcrete/Carbon-Recycle、クリーンクリートN）、バイオ炭使用型（SUSMICS-C）の３
類型４種類のコンクリートについて、日本建設業連合会等の協力により、科学的な知見やデータ等が
整ったため、同じく世界で初めて吸収量（CO2 固定量）を算定した。今後は、知見やデータ等が整っ
たものから随時算定を進めるとともに、策定した算定方法を参考にしつつ、Jクレジット化に向けた検
討を進める。
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１．トラック運送業界の環境ビジョン２０３０
～２０５０年カーボンニュートラルに向けて～

（公社）全日本トラック協会
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  温室効果ガス削減へ向けて

家庭でできる10の地球温暖化対策（環境省）
　二酸化炭素の排出量を減らすだけでなく、家計の節約にもなります。以下、暮らしの中で

できる取り組みを紹介します。
※カッコ内は、項目ごとの年間CO2 削減効果

 １ ⃝冷房温度は１℃高く、暖房の温度は１℃低く設定する
カーテンなどを利用して太陽光の入射を調整したり、着る物を工夫すると冷暖房機に頼らな

いで過ごせます。冷暖房を入れる時期を少し待ってみるのも１つの方法。（約 31㎏）

 ２ ⃝週２日８㎞の車の運転をやめる
通勤や買い物の際にバスや鉄道、自転車を利用しましょう。歩いたり自転車を使う方

が健康にもいいですよ。（約 185㎏）

 ３ ⃝１日５分間のアイドリングストップを行う
駐車や長時間停車するときは車のエンジンを切りましょう。

大気汚染物質の排出削減にも寄与します。（約 39㎏）

 ４ ⃝待機電力を 90％削減する。
主電源を切りましょう。長時間使わないときはコンセントを抜きましょう。また、家

電製品の買い換えの際には待機電力の少ない物を選ぶようにしましょう。（約 87㎏）

 ５ ⃝シャワーを１日１分家族全員が減らす
身体を洗っている間、お湯を流しっぱなしにしないようにしましょう。（約 65㎏）

 ６ ⃝風呂の残り湯を洗濯に使いましょう。
洗濯や庭の水やりのほか、トイレの水に使っている人もいます。残り湯利用のために

市販されているポンプを使うと便利です。（17㎏）

 ７ ⃝ジャーの保温を止める
ポットやジャーの保温は利用時間が長いため、多くの電気を消費します。ごはんは電

子レンジで温めなおす方が電力の消費は少なくなります。（約 31㎏）

 ８ ⃝家族が同じ部屋で団らんし、暖房と照明の利用を２割減らす
家族が別々の部屋で過ごすと、暖房も照明も余計必要になります。（約 240㎏）

 ９ ⃝買い物袋を持ち歩き、省包装の野菜を選ぶ
トレ－やラップは家に帰れば、すぐごみになります。買い物袋を持ち歩けばレジ袋を

減らせます。（約 58㎏）

10 ⃝テレビ番組を選び、１日１時間テレビを減らす
見たい番組だけ選んでみるようにしましょう。（約 13㎏）
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はじめようエコドライブ１０のすすめ
〜ひとりひとりのドライバーの努力で地域環境を守ろう〜

◎交通分野から多くの環境負荷物質が排出
　交通は、経済社会活動の基盤であり、豊かな暮らしを実現するために欠くことのできない

ものです。しかし、その一方で、自動車等の交通手段によりエネルギ−が大量に消費され、

結果として地球温暖化の原因となる二酸化炭素（CO2）や大気汚染の原因となる窒素酸化物

（NOx）や浮遊粒子状物質（SPM）等環境に負荷を与える物質が多く排出されてます。

◎特に自動車からの排出を抑制することが課題
　特に、自動車から排出されるCO2 は、わが国全体の排出量の約２割、大都市部（関東・関西）

における自動車からの排出量は、NOxで５割、SPMで約４割を占めており、環境負荷の軽

減を図るための施策を講じることが緊急の課題となっています。自動車の環境負荷軽減策と

して低公害車の普及促進とともに環境負荷の軽減に配慮した自動車の使用（エコドライブ）

の普及促進も重要となっています。

◎エコドライブの実践により、地球の環境を守ろう
　エコドライブは、自動車の燃料消費を抑え、大気汚染及び地球温暖化を防ぎます。

　すなわち、エコドライブは経済的な運転でもあり、環境負荷の軽減に配慮した運転でもあ

ります。ドライバー一人一人がエコドライブを実践することにより地球環境を守りましょう。

警察庁、経済産業省、国土交通省、環境省
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以上の如く国民に求められる省エネ策は、殆どが日常生活中心の例となっており、非常に細か
な気くばりを求めていることがお解りと思います。
特に駐停車時のアイドリングストップを国民全体に要望している点は注目される所です。
このように、アイドリングストップを国民に課せられている状況を考え合せれば私共輸送業界に
携わるプロとしては、これを契機により一層のアイドリングストップを含むエコドライブの徹底を図
ることが当然の責務と言えます。

今年度の研修資料（パ−ト28）では、
１．バス関係は、公益社団法人日本バス協会が主唱している「バス事業における低炭素

社会実行計画」を紹介しています。

２．トラック関係は、公益社団法人全日本トラック協会が発行した「エコドライブ推進
マニュアル」のうち「エコドライブを定着させるためのポイント」、並びに、「エコ
ドライブの実践事例に学ぶ」を抜粋して紹介しますので、これらを参考に一層のエ
コドライブ推進を図られるよう、願ってやみません。

３．トラック、バス、ハイ・タク関係では、国土交通省所管の公益財団法人交通エコロジー・
モビリティ財団（略称・交通エコモ財団）が推進している「グリーン経営」認証制
度について、記載しています。



− 104 −

２．バス関係
　バス事業における低炭素社会実行計画

平成２５年　８月　　制定
公益社団法人日本バス協会

平成 9年（1997 年）12 月に開催された地球温暖化防止京都会議において採択された「京
都議定書」は、平成 17 年（2005 年）1月、ロシアの批准により発効した。
京都議定書の発効に伴い、我が国は、国際的に約束した第一約束期間（2008 年～ 2012 年）
における温室効果ガスの６％削減目標に関し、京都議定書目標達成計画（平成１７年４月閣
議決定、平成 20 年 3 月全部改正）に基づき、運輸を含む各部門で積極的に取り組んできた。

日本バス協会では、平成 10 年（1998 年）6 月に「バス事業における地球温暖化防止ボラ
ンタリ―プラン」を制定した。
その後、同プランを時代の要請に見合ったものに見直し、なお一層の徹底を図るため、平
成 18年（2006 年）8月に、「バス事業における地球温暖化対策に関する自主的行動計画」（以
下「自主行動計画」という。）と改定し、数値目標を「2010 年度におけるCO2 排出原単位を
1997 年度比 12％改善する」と定めて取り組んだ結果、その目標をほぼ達成することができた。

また、自主行動計画が終了した平成 23 年度（2011 年度）以降も、引き続き、自主行動計
画に盛られた各種の対策を推進してきたが、今後とも、手綱を緩めることなく、温暖化防止
に向けた主体的かつ積極的な取組みを一層強化していくためには、新たな目標とそれを達成
するための計画を定める必要がある。

バス事業における温暖化対策は、燃料の合理的・効率的な使用と、自家用乗用車からバス
への利用の転換を図ることに尽きることから、自主行動計画に続く新たな計画として、「バ
ス事業における低炭素社会実行計画」を策定し、次の目標を掲げその着実な実施を図ること
とする。

Ⅰ．目　標
１．平成 42 年度（2030 年度）におけるCO2 排出原単位を平成 27 年度（2015 年度）対比

６％改善する。

２．自家用乗用車からバスへの利用の転換に努める。

Ⅱ．具体的取組内容
１．CO2 排出原単位削減対策

（１） エコドライブの全国的推進
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会員事業者は、運転者に、アイドリングストップの実施や急加速、急制動を　行わない等、
エコドライブの推進について徹底を図る。なお、日本バス協会が主唱する「エコドライブ強化
月間」においては、その状況を点検する等して一層の推進に努める。
バス車両については、エコドライブに効果のあるアイドリングストップ装置やデジタル運行記
録計等の機器を積極的に導入するよう努める。

（２） 低燃費バス等の導入促進
新車購入時において、国や自治体、日本バス協会の補助制度を活用し、ハイブリッドバス
や低燃費車両等の積極的な導入に努める。

（３） 燃費性能の維持に配慮したきめ細かい点検・整備の励行
燃費に影響する部位（タイヤ、エア・クリーナ、エアコン等）について、必要に応じて自主
的に点検基準を設ける等、燃費性能の維持に努める。

２．自家用乗用車からバスへの利用転換対策

（１）バスの利用促進
次の施策を推進することにより、乗合バス等の利便性を向上してバスの利用促進に努める。
①　ノンステップバスや快適性・居住性の高いバスの普及
②　共通カードシステム、ＩＣカードシステムの整備促進
③　バスロケーションシステム等情報化システムの普及
④　環境定期券等の普及
⑤　パークアンドバスライド、オムニバスタウン等地域施策への積極的参加
⑥　ハイグレ―ドバス停、分かりやすい運行路線案内等の整備・拡充

（２）走行環境の改善
①　あらゆる機会を捉えて、バス専用・優先レーンやバス優先信号の設置、バスの運
行する道路における駐車違反車両の排除等、走行環境の改善について、関係機関へ
要望を行う。
②　各種の補助制度等の活用により、ＰＴＰＳ等のＩＴＳを活用したバス走行環境改
善のためのシステム等の整備に努める。

以上の実行計画を推進するため、日本バス協会に設置された「環境対策委員会」を中心に、
情報の収集や各種方策の検討を行う。
また、国土交通省、警察庁をはじめ関係行政機関に対し、補助制度や税制等の一層の充実
及び走行環境の改善等について要望を行う。
さらに、目標達成のために取り組む事項は、エコドライブの全国的推進、低燃費バス等の
導入促進等、環境対策の普及促進等であり、国土交通省や自動車工業会に低燃費・低公害の
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バス車両の開発を要請することとした。
令和 2年 3月での環境にやさしいバスの導入状況は、下表のとおりである。

（単位：台）
環境にやさしいバスの種類 平成29年3月末 平成30年3月末 平成31年3月末 令和2年3月末

①アイドリングストップ装置付バス 34,095 35,295 36,663 38,027
②ハイブリッドバス 1,252 1,314 1,486 1,830
③CNG（圧縮天然ガス）バス 405 264 233 171

合　　　　　計 35,752 36.873 38,382 40,028
日本バス協会

また、毎年 11 月を「エコドライブ強化月間」とし、アイドリングストップ等の取組みを行っ
ており、現在では、国の行う 9月の自動車点検整備推進運動と連係して、9月・11 月（地域
によって地域強化月間の 1ヶ月は変更あり）の 3ヶ月間を「バスの環境対策強化月間」とし
て実施している。
さらに、「我が社（我が営業所）におけるCO2 削減に向けた取組み｣ をテ−マに、各社（各
営業所）におけるエコドライブや燃費向上のための取り組み事例を募集し、応募のあった事
例を日本バス協会ホームページに公開する等、積極的な取組みを推進している。
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３．トラック関係
　全日本トラック協会「エコドライブの推進」について

平成 24 年 4月に発行された「エコドライブ推進マニュアル」に記載されている一部を抜粋して
紹介しますので改めて再確認の上、エコドライブに対し一層の推進を図って下さい。

エコドライブを進めるためには、まず経営トップの方針決定から始まり、実績のフォロ−アップま
で、次のような流れの中で、管理体制や仕組みを整備していきます。

 エコドライブ推進のポイント
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平成 24 年 4月、全日本トラック協会発行の資料を再度掲載しますので、改めて確認してください。

①適正運転の実施
自動車は、運転方法により燃料消費量、ひいては、窒素酸化物等の排出量も大きく異なること
から、以下のような事項につきマニュアルの作成、従業員の教育等を通じ、実施の徹底を図る。また、
自動車の安全確保や燃料消費量の低減の観点から過積載の禁止を徹底するとともに、デジタル式
運行記録計等の活用により、適正運転の実施を図る。
ア）おだやかな発進と加速（急発進・急加速の排除）
イ）早めに一段上のギアにシフトアップ
ウ）定速走行・経済速度の励行
エ）エンジンブレ―キの多用（ディーゼル車）
オ）予知運転による停止・発進回数の抑制
カ）空ぶかしの排除
キ）アイドリングストップの励行
ク）不要な積荷の抑制
特に、アイドリングストップについては、アイドリングストップ装置付き車両やデジタル式運行記
録計等の活用により、客待ち、荷物の積み卸し等の待機時間等におけるアイドリング時間の削減
目標を自主的に定めるよう努める。

②車両の維持管理
日常の点検・整備の良し悪しが、自動車の安全確保等に影響を及ぼすとともに、運転方法によ
り燃料消費量、ひいては、窒素酸化物等の排出量も大きく異なることから、以下のような事項につ
きマニュアルの作成、従業員の教育等を通じ、実施の徹底を図るとともに、不正軽油の使用の防
止の徹底を図る。

ア）エア・クリーナの清掃・交換
イ）エンジンオイルの適正な選択・定期的な交換
ウ）適正なタイヤ空気圧の維持
エ）DPF 等排出ガスを低減する装置等については、所要の性能を維持するための点検・整備

 エコドライブを定着させるためのポイント
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エコドライブは地球環境にやさしいばかりではなく、経済面でも大きな効果をあげています。エ
コドライブはもとより、あらゆる日常業務を向上するための１つの方策は、具体的事例を参考にす
ることです。以下公益社団法人全日本トラック協会が調査した事例を紹介しますので、有効な実
務上のヒントとして活用してください。

　例（1） デジタコ導入で経費削減
社名…○○流通サービス㈱　車両数…52 台
①経済運転と安全運転のダブル効果
　　評価項目は「安全運転分析」と「経済運転分析」の２つに分け、最高速度、平均速度、
急発進、急加速、急減速回数、速度オーバー時間などの項目が設定されている。特
に走行速度と急発進・急加速、エンジン回転数などにウエイトをおいているとのこと。

②１年間でコスト回収
　　平均の運転状況は運行車両 52 台、１日平均走行距離 200㎞（１台当たり）、月間平
均稼働日数は 28日であり、この条件で計算すると１年間で約１千万円の燃料削減に成
功とのことである。更に、デジタコ導入の波及効果は燃費だけにとどまらず安全運転
によるタイヤ摩耗の減少によりタイヤ費が大幅に節減され、加えて事故の減少で保険
料率も下がり、それだけでも数百万円にものぼるという。
以上がデジタコ導入による経費削減の例です。

　例（2） 専任のエコドライブ指導者による毎日の徹底指導と励みの表彰制度
社名…㈱○○産業　車両数…197台
①全車両まとめてデジタコ導入
　　地球環境はこのままでは悪化は明白で大変なことになってしまう。常に会社では従
業員に「子孫のために環境について考えて欲しい」と話している。
　　車両単体の環境対策もエコドライブなどで行ってきたが、アナログタコグラフでの管
理に限界を感じ、デジタルタコグラフの利点を他の事業者から聞き、燃費改善と事故
防止両面の目的をもって導入することにしたとのことである。

②専任指導者は事務系管理職
　　同社では「当然のことながら、デジタコを導入したからと言って、それだけで燃費
が飛躍的に伸びるということはあり得ない、デジタコのデ―タを基にドライバーに対し

 エコドライブの実践事例に学ぶ
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徹底しなければ意味がない」との考えから、導入当初から専任の指導者を運行管理
者とは別に配置し、毎回の運行ごとにきめ細かいエコドライブの指導を行ってきた。実
際に指導に当たる事務系管理職は、「何故ここでスピードが出過ぎたのか？なぜ急ブ
レーキを踏んだのか」など、疑問に感じることを素朴に、率直に質問し回答を求める
のである。もし指導者がドライバー経験者だったら言い訳に同調してしまいがちなとこ
ろを事務系管理者はきびしく指導しているのである。
　　ドライバーの安全・環境・経済運転ランキングは毎月公表され、ドライバー同士のラ
イバル意識は強く、切磋琢磨の状態にあるという。

③デジタコランキング向上者には表彰も
　　ランキング 36 位のドライバーが奮起・努力して13位迄ランクアップした実例などを
讃えるため表彰制度が設けられている。もちろん表彰は結果と日々の業務を見て、管
理者の投票で決定されるがこの査定の基になるのも、データがタコグラフだからこそ公
明正大の結果であり、なおかつドライバ－のやる気を刺激する効果が得られるという。

以上はデジタコ導入によるエコドライブ効果アップ例の概要です。

　例（3） ユニークな発想で省エネ展開
社名…○○○○倉庫㈱　車両数…150 台
①「変動費１円節減運動」のスタート
　　○○○○倉庫㈱はローコスト・トータル物流システム
の構築・提案など総合物流企業の１つである。
　　同社は昭和 63 年 10月から「変動費１円節減運動」をスタートさせた。この運動は、
１㎞走行するための変動費が当時 28.47 円だったため、これをさまざまな努力で１㎞
あたり１円ずつ減らしていこうというものである。
　　変動費は燃料費、タイヤ費、油脂費、法定点検費、一般修理費、消耗費と定義され、
これらの諸経費を節減して生まれた利益を乗務員へ還元している。平成 16 年度現在、
１㎞走行当たり16.66 円である。

②省エネ効果と耐久性の向上
　　具体的に、車両ごとに目標燃費を設定し、担当者に個人燃費管理表で燃料を入れ
る毎に燃費計算させ、目標を達成させるように努力を求め、また燃費が伸びない者に
は添乗指導を実施してきた。
　　この運動により省エネ効果ばかりではなく、さまざまな副産物が生まれた。とくにタ
イヤの長寿命化につながるのをはじめ、乗務員の運転が丁寧になり、エンジンや車体
などの長寿命化と修理費の削減に大きな効果が得られた。

③徹底した「黒煙」管理と教育
　　ユニークなのはエア・クリーナの清掃を5,000㎞走行毎に行っている点である。エア・
クリーナの汚れが目立つと燃費が悪くなり、黒煙排出が目立つようになる。そのため黒
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煙を出している車があれば、管理者は直ちに整備工場に車を入庫させて、乗務員の前
でエアクリーナを清掃して見せるかその乗務員にやらせている。このように乗務員にエ
アクリーナの汚れた状態を見せ、どのような状態であれば燃費が悪く黒煙が出るかを
確認させている。更に時間の許す限り、キャビンを上げて要所を点検するなど、徹底
した教育を行っている。
　　なお、○○○○倉庫㈱は前記のような活動の積み重ねにより、平成 16 年に「グリ－
ン経営」の認証を得ている企業であることを付言しておきます。

　例（4） エコドライブの原点はアイドリングストップ
社名…○○○○運輸㈱　車両数…22 台
①徹底したアイドリングストップ
　　○○○○運輸㈱は「夏の炎天下や寒い冬でも、一切アイドリングはしない」という
ほどアイドリングストップに徹している。具体的には車両点検時、洗車時、信号や踏切、
工事箇所での待ち時間が１分以上あるときはエンジンをストップすることを社内規定と
している。
　　このきびしい規定は社内だけにとどまらず、協力会社や貨物などを輸送してくるドラ
イバーにも求めるなどの徹底ぶりである。

② 5本柱の推進項目をバックボーンに
　　「法規制を遵守して、環境に配慮した経営をします」という環境方針のもと①燃料
の節約に努めます②エコドライブの推進をします③アイドリングストップを徹底して推
進します④排出ガスや騒音の低減に努めます⑤法令を遵守して廃棄物の適正処理を
行います。という５つの重点推進項目を策定している。更に、車両の保守・点検も力
を入れており、タイヤの空気圧点検、黒煙チャート紙による黒煙チェックなどは１か月
に２回、そしてエア・フィルタの清掃は 3,000㎞走行ごとに１回という社内規定を設け
詳細なチェックマニュアルによって行っている。
　　以上のような重点項目は、点検結果や、運行前・後点検結果、運行日報など法規
定されていることは当然であるが、とくに運転日報には始業走行メーター距離、給油リッ
トル数など、燃費管理に欠かせない情報が詳細に記録されている。この結果、会社
全体及び車両１台ごと、１運行ごとの燃費データが正確に管理されている。
　　こうした従来からの積み重ねが「グリーン経営」認証の下地となり、アイドリングストッ
プや車両の保守・点検の徹底につながっている。

　例（5） エコ・ミーティングで参加意欲を
社名…○○貨物自動車㈱　車両数…373 台
①情報とノウハウの共有
　　○○貨物自動車株式会社は、北陸を拠点として特別積合せ、一般通関、倉庫など
幅広い物流サービスを展開している。
　　同社では、各支店や運行種別により約 50 のグループに分け「エコ・ミーティング」
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が行われている。グループリーダーのもと、各人が省燃費などの具体的な数値目標を
掲げ、成果や反省点などを話し合う。成功例についてはその工夫や対策などがノウハ
ウとして共有される。この活動が始まったのは平成 14 年１月からで、すでに４年近く
続けられている。

②ドライバーの自主性を重視
　　このエコ活動を統括するのは、「エコドライブ委員会」。毎月の目標値や重点活動項
目を設定し、その推進状況の指導監督を行う。基本的には各グループの自主性を尊重
し、ルールどおりに運営されているかのチェックなどが中心で、優劣はつけずドライバー
の『環境運転』推進への参加意欲を重視している。どのようなやり方なら受け入れてく
れるのか、長続きするのか、ドライバーの立場に立って考えた結果、強制的に押しつ
けることはせず、「〜しよう」と呼びかけ、ドライバーの自主性を重視することの方がよ
り良好な結果が期待できると判断したからである。

③地道に確実な燃費削減効果
　　エコ・ミ−ティングが始まった14 年１月以降、明らかな成果が数字に示されている。
全車両平均燃費を比べてみると、前年同月比ですべての月が前年を上回っている。エ
コドライブは実施初年度ほど顕著な成績を記録し、浸透すればするほど「頭打ち」と
いう状況になるのが普通だ。そうした通例を打破しようと、17年 10月から国土交通
省が行うデジタルタコグラフを活用したＥＭＳ（エコドライブ・マネジメント・システム）
事業に参画した。デジタコを利用してエコドライブテクニックの科学的な裏づけを得て
さらなる推進を図ろうという試みである。また、平成 16 年度に「安全性優良事業所」
認定とともに「グリーン経営」の認証取得も果たしている。

　例（6） トラック会社３社のデジタル式タコグラフ導入事例の紹介
　　デジタルタコグラフの導入により、ドライバーの安全運転意識の向上をはじめ、エコ
ドライブ推進や企業のイメージアップに至る項目について、アンケート調査を行った結
果の中から３社を選び、報告例を紹介します。（㈳全日本トラック協会「省エネ運転マニュアル」より
抜粋）
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　①Ａ社　　大型トラックを中心とした中・長距離輸配送

　導入した経緯

　②Ｂ社　　大型トラックを中心とした幹線輸送やコンテナ集配

　導入した経緯

　③Ｃ社　　中・小型車による近距離輸配送

　導入した経緯

以上は「グリ―ン経営」認証取得企業としてのエコドライブ取組方の一例です。

導
入
効
果

項目 効果 内容

安　全

ドライバーの安全運転意識の
向上

☆☆☆☆☆
速度を抑制させることについては大いに効果がある。急加速・
減速についてはドライバーの「くせ」があるので効果は得にくい。

安全運転管理の強化・徹底 ☆☆☆☆☆
高速道路の最高速度、速度超過時間及び回数、急発進・減速に
ついて確認・指導。ランキング表を休憩室に貼ってあるため、
ドライバーの意識高揚につながる。

交通事故の抑制・減少 ☆☆☆☆
デジタル式運行記録計を安全運行に活用できるかどうかは事業
者の姿勢で決まる。

労　務 労務時間管理の強化・徹底 ☆☆☆☆ 過労運転防止についてやや効果がある。

省資源
エコドライブ推進による燃費
向上

☆☆☆☆☆
燃費が７～８％削減。
燃料費約１億円／年のため、年間700～800万円削減。

品　質
顧客に対する企業イメージア
ップ

☆☆☆
周辺の事業者も車載機を装備しており、現行では特段の効果は
ない。

導
入
効
果

項目 効果 内容

安　全

ドライバーの安全運転意識の向上 ☆☆☆☆ エコドライブに対する反動から一時頓挫したこともある。

安全運転管理の強化・徹底 ☆☆☆☆☆
ターミナルの到着時刻を守るため無理をして速度を出すことも
ある。

交通事故の抑制・減少 ☆☆☆☆ 速度超過、急発進、急ブレーキ等を把握できる。
労　務 労務時間管理の強化・徹底 － そこまでデータを利用していない。
省資源 エコドライブ推進による燃費向上 ☆☆☆☆☆ 急発進、急停止などがなくなり省燃費の効果がある。
品　質 顧客に対する企業イメージアップ ☆☆☆ 特定の顧客専属であり、特にＰＲしてはいない。

導
入
効
果

項目 効果 内容

安　全

ドライバーの安全運転意識の向上 ☆☆☆☆☆ ドライバー同士が競い合って安全意識が向上した。

安全運転管理の強化・徹底 ☆☆☆☆☆
安全運転評価が悪いドライバーは個別に添乗指導を徹底して行
う。改善が見られない場合は職種を変更することもある。

交通事故の抑制・減少 ☆☆☆☆☆ 社内速度制限を規定しており、車両後部にその旨表示。
労　務 労務時間管理の強化・徹底 ☆☆☆☆☆ 運行時間が的確に把握でき、過労防止に役立つ。
省資源 エコドライブ推進による燃費向上 ☆☆☆☆☆ エコドライブの効果は大いに評価できる。
品　質 顧客に対する企業イメージアップ ☆☆☆☆☆ 正確な時間帯で配送することが評価される。

ドライバーの運行手当精算業務、通行料金チェックに伴う事務管理コストの削減。運行管理及び労務管理
の削減。帳票類・日報やチャート紙のペーパーレス化。

メーカーセールスの内容を検討した後、試験的に導入を開始した。内航コンテナ集配が減便となり長距離輸送が増加
したため、燃費を中心として経費節減を目的に試験的に導入した結果、省燃費効果が見られたので本格的に導入した。

・環境と安全対策が導入のポイントとなった。
・交通事故は絶対に起こしてはならないという義務感がある。
・省燃費運転はコスト削減だけでなく、地球温暖化防止に効果がある。
・ドライバーの品質向上にも役立つ。
・経営者の判断と業務担当者の提言とがうまくかみ合い、円滑に導入することができた。

☆☆☆☆☆導入効果がある　☆☆☆☆導入効果がややある　☆☆☆変わらない　☆☆ほとんどない　☆まったくない

☆☆☆☆☆導入効果がある　☆☆☆☆導入効果がややある　☆☆☆変わらない　☆☆ほとんどない　☆まったくない

☆☆☆☆☆導入効果がある　☆☆☆☆導入効果がややある　☆☆☆変わらない　☆☆ほとんどない　☆まったくない
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４．「トラック､ バス､ ハイ･タク事業における
　　　　　　　　　　グリーン経営」認証制度について

出典：( 公益財団法人 交通エコロジー ･ モビリティ財団 / グリーン経営認証専用ホームページより抜粋 )

グリーン経営認証とは､環境負荷軽減の取組みを行うトラック､バス､ハイヤー ･タクシー
事業者等の取組みを支援 ･推進するため、公益財団法人 交通エコロジー ･モビリティ財団
( 略称 エコモ財団 ) が認証機関となり､「グリーン経営認証基準」に基づいて一定のレベル
以上の取組みを行っている事業者に対して､ 審査の上､ 認証 ･ 登録を行うものです｡
多大な労力を要するＩＳＯ １４００１(環境マネージメントシステムに関する国際規格 )認
証取得が難しい､ 輸送業界の中小規模の事業者でも容易に環境保全を進めることができる
認証制度です｡

１．グリーン経営認証取得までの流れ

２．「グリーン経営認証基準」
認証取得するための審査項目､ 基準､ 確認する書類等がトラック､ バス､ ハイヤー･タクシー
事業毎に決められています｡ 認証を取得するためには､ 認証基準にある取組みを行っていること
と､ それを証明する書類等が必要です｡
＊トラック､バス､ハイヤー ･タクシー事業における「グリーン経営認証基準」（新規審査用 )
は､ エコモ財団 /グリーン経営認証専用ホームページにより下記を参照して下さい。
　　□トラック事業におけるグリーン経営認証基準 (２０２３年４月改定 )
　　□バス事業におけるグリーン経営認証基準 (２０２３年４月 改定 )
　　□ハイヤー・タクシー事業におけるグリーン経営認証基準 (２０２２年８月 改定 )

注）2023 年４月からグリーン経営認証基準のトラック・バス事業における「地域で定
める低公害車等に関する制度への取組」の認証基準を改定しました。	
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３．グリーン経営認証取得による効果　（エコモ財団／グリーン経営認証取得による効果 − 2022 年版−より抜粋）

　・チエックリスト及びアンケート取りまとめ結果による

（1）認証取得によるメリット　認証取得事業者の声
項目名 トラック バス タクシー

燃費の向上 83.2% 75.9% 76.0%
職場モラルの向上 75.3% 73.9% 78.3%
お客様からの評価向上 / 取引上の優遇 49.6% 30.0% 32.3%
リーダー層の人材育成 31.5% 33.5% 25.0%
交通事故件数の減少 50.2% 38.4% 46.3%
車両故障件数の減少 55.2% 41.9% 44.5%
廃梱包材量の減少 16.5% --- ---
廃棄物発生量の減少 --- --- 1.8%

（2）平均燃費､ 交通事故件数､ 車両故障件数の認証取得前後比較

業    態 平 均 燃 費
(取得前後2年間の比較)

交通事故件数
(取得前後1年間の比較)

車両故障件数
(取得前後1年間の比較)

トラック
総重量 8t 以上 3.1%  改善

25.9% 減少 20.9% 減少
総重量 8t 未満 3.1%  改善

バ    ス 2.5%  改善 20.5% 減少 4.0% 減少
タ ク シ ー 1.6%  改善 7.0% 減少 15.9% 減少

４．「グリーン経営」認証登録された事業所数
2024 年７月末までに認証登録されたトラック､ バス､ タクシ―業態別の事業所数の合計は

､ 全国で 5,455 事業所になっています｡ また､ 関東運輸局管内における都県別の登録された
業態別の事業所数は下表の通りとなっています｡

＜「グリーン経営」認証登録された事業所数（関東運輸局管内）＞
業  態

区  分 トラック バス タクシー

茨　城　県 139 3 0
栃  木  県  88 0 1
群　馬　県 114 3 0
埼　玉　県 336 24 17
千　葉　県 263 3 0
東　京　都 271 59 203
神 奈 川 県 374 39 18
山　梨　県 16 0 0

登録事業所数 ( 関東計) 1,601／事業所 131／事業所 239／事業所

＊お問合せ先
公益財団法人 交通エコロジー ･モビリティ財団   グリーン経営業務室
ホームページ ：http://www.ecomo.or.jp
〒 112-0004  東京都文京区後楽 1丁目 4番 14 号 後楽森ビル 10 階
電 話  03-5844-6276      FAX  03-5844-6294
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バス関係
１．オートメーテッド・マニュアルトランスミッション（AMT）の

メンテナンスについて
近年、一般乗合バスに限らず、高速バス貸切バスにおいても２ペダル式のオートマチック
トランスミッション車両（以下「AT車」）と、オートメーテッド・マニュアルトランスミッ
ショ車両（以下「AMT車」）が増えてきている。機構に違いがあるものの、運転操作の省
力化による乗務員の疲労軽減に大きく寄与しており、今後も２ペダル式が増えて行くことが
考えられ、使用過程によるメンテナンスや故障も増えている。今回はAMT故障事例を交え
て一般乗合バスに多く使われている LV・KV車 AMTのメンテナンスとHLハイブリッド
車AMTの故障事例も上げてあるので、整備管理者として計画整備を立てていく必要がある。

１．概要
以下のトランスミッションはMZW型マニュアルトランスミッションをベースにクラッ
チシステムをフルードカップリング+湿式多板クラッチに変えた構造である。
シフトレバーにはスイッチが内蔵されており、シフトレバーの動きを検知して発進や変速
時にクラッチ操作を自動的に行うシステムである。
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基本制御（システム構成）
ECMや各スイッチ、センサーからの信号を基にTCMが目標ギヤ段を決定し、シフト操
作やクラッチ操作を制御することで自動変速を行っている。
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構成部品
構成部品は、油圧制御のクラッチ関連部品と電磁制御のギヤシフト関連部品に大きく分か
れる。

フルードカップリング
エンジンからの動力を流体（ATF）を介して伝達する装置。オイルを介して伝達するた
めMTのような半クラッチが不要でスムーズな発進を実現する。
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ロックアップクラッチ
インプットシャフト回転数が規定値以上に達すると、ロックアップクラッチを接続し機械
的に直結させることでフルードカップリングの動力伝達ロスを無くす。

フルカン内部に装備されています
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ロックアップクラッチの作動
ピストン前側の部屋の油圧を抜き、ピストン後側の油圧が上昇する。その結果、ピストン
がフロントカバー側に押し付けられてクラッチ接状態となり、エンジン側からの動力をフ
ルードカップリングを通さずに直接T/M側に伝達する。

クラッチ（湿式多板クラッチ）
変速時にTCMからの信号を受けたクラッチソレノイドが油圧を制御します。この時、油
圧を受けたピストンが多板クラッチを圧着させたり、キャンセラースプリングによりフリー
にさせることでトランスミッションへのエンジン動力の断・接を行う。
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動力伝達の流れ
エンジンからの動力→フライホイール→フルードカップリングインペラ
→ATFの流れによりタービンへトルクが伝わる→クラッチ→インプットシャフト

メンテナンス等
定期交換部品
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２．各部の点検項目と点検手順
　２ー１　オイルフィルター点検
　　構成部品図

部品名称
１．ボルト

２．カバー

３．ガスケット

４．オイルフィルター

５．アッパーガスケット

６．ストレーナーカバー

７．ロアーガスケット

８．ドレーンプラグ

９．O リング

１０．オイルパン

１１．ボルト

１２．ボルト

１３．ガスケット突起部
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　オイルフィルター取り外し
　１．ガイドチューブをオイルパンから取り外す。

　２．カバー及びガスケットをクラッチハウジングから取り外す。

　３．ドレーンプラグ及び O リングをオイルパンから取り外す。

　４．オイルパン及びロアーガスケットをフライホイールハウジングから取り外す。

　５．ストレーナーカバー及びアッパーガスケットをクラッチハウジングから取り外す。

　６．オイルフィルターをクラッチハウジングから取り外す。

 
補足
　フィルターに目詰まり、破れの異常がある場合は交換する。

　再組付けする場合は洗浄して組み付ける。
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２ー２　ATF クーラーパイプ点検

　（１）トランスミッションを点検する。
AMT修理後の不具合防止のため、以下の状態のときはATFクーラー回路のフラッ
シングが必要である。

ATFクーラー回路から多量の残骸物が出た場合
AMT分解時、部品に異常摩耗が発見された場合
クラッチフェーシングの異常摩耗やATF中に不純物が発見された場合

ATF クーラーパイプ清掃
（１）ATF ホースをクラッチハウジングから切り離す。
（２）ATF ホースをオイルクーラーから切り離す。

（３）オイルクーラー、パイプ及びホース類を洗浄剤と圧縮エアを使って洗浄する。
　①オイルクーラー入口のオイルパイプを取り外し、パーツクリーナーを満タンに入れる。
　②オイルパイプを復元し、ATFホースから規定圧 2kgf/㎠を入れる。
　注意
　※圧縮エアは 97kPa〔２kgf/㎠〕エア圧以下で使用する。

（４）エアでオイルクーラー、パイプ及びホース内の洗浄液をエアブロー後、ATF で洗浄
する。
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（５）ATF をトランスミッションに補給する。
（６）エンジンを始動し、ATF クーラー回路から ATF の漏れがない事を点検する。
（７）ATF の量を点検し、不足の場合は補充する。
（８）試走後に再度 ATF の量を点検し、過不足の場合は調整する。
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故障事例１

フルードカップリングのスラストワッシャ摩耗によるクラッチ滑り

15.5 年式以降 LV290　AMT 搭載車及び 16.0 年式 LR290　AMT 搭載車

故障内容
フルードカップリングのスラストワッシャの摩耗が進行した場合に、脱落によるロック
アップクラッチ滑り現象、さらに（フェーシング）摩耗粉がオイルフィルターに詰まり、油
圧が徐々に低下することでクラッチの作動不良に至った事例が報告されました。スラスト
ワッシャ摩耗は、溶接時のストッパー固定のばらつきによるものと推定し、ストッパー部の
浮き上がりに対する改善を実施した。（令和 3年 7月 19 日～）
ATF定期交換の際に下記点検を実施し、スラストワッシャの摩耗粉がある場合は、フル―
ドカップリングを交換する。
なお、発進加速不良（車速に対してエンジン回転が高い状態が続く）の症状、それに伴う
警告灯点灯（ロックアップクラッチ滑り、変速クラッチ滑り、変速不良）など、乗務員が異
常を察知した場合も、下記内容にて点検を行う。

① 点検方法
ATF定期交換時（50,000㎞走行または 1年ごと）にオイルパン、オイルフィルター及び
オイルストレーナーを取り外して、スラストワッシャの摩耗粉（銅色）の堆積有無を確認する。
摩耗粉（銅色）の堆積物がある場合はフルードカップリングを交換する。
なお、フルードカップリングは 250,000㎞で定期交換である。
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② 点検フロー
下記の点検フローに沿って、点検を実施する。
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故障事例２

AMT シフトレバーグリップカラー不良による誤作動

故障内容
シフトレバーのグリップカラー（シャフトカバー）爪部が損傷したことにより、グリップ
カラ―が脱落によりガイドロックピンが下がりロックが解除されてしまい、プッシュボタン
を握らなくてもRにシフトをしてしまう。
また、駐車時にNポジションに入れておいてもシフトレバーが動いてしまい、Nポジショ
ンから外れてしまうため、エンジンが始動できない（セルモーターが始動しない）状態になる。
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故障事例３

クラッチディスクの破損

HL2A（令和４年２月よりクラッチディスク対策済み）
対策品番号

故障内容
クラッチ交換時期のアナウンスが表示される前にクラッチディスクが破損して運行が出来
なくなる。
エンジン回転変動・トルクによりフリクションワッシャが摩耗を起こし、使用によりその
後ストッパピンの干渉と摩耗からスプリング・ハブフランジの破損に至ったと考えられる。
フェ―シングは減っていないが２０万㎞過ぎで破損に至っている。
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① 点検方法
クラッチディスクの交換時期についてメーカーでは 30 万㎞毎の交換を推奨しているが、
走行環境や使用条件によって推奨時期よりも早期にクラッチディスクが損傷し、交換が必要
になる場合がある。点検でHVの充電モ―ド時の音を確認することで、クラッチディスク損
傷を早期に発見し、路上故障を未然に防止することが大切である。

② 点検手順
１．エンジンを始動させアイドリング回転にて車両後端より後方１～２ｍ位の位置で異音
の発生が無いか確認する。

２．ＨＶ充電アイドリングモード（600rpm）で異音が発生している場合は、クラッチディスクの
損傷が進んでいる可能性がある。次頁ＱＲコードにてクラッチディスク損傷時の異音を紹介し
ている。異音を正しく判別できるように、通常アイドリング（550rpm）からＨＶ充電アイドリン
グ（600rpm）へ切り替わる状態を録音しているので、参考にすると分かりやすい。
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３．次の手順で詳細な確認をすると分かりやすい。
アイドリング状態でエアコンをMAX稼働しＨＶバッテリ残量を前頁記載状態まで消費させ
て、下記の異常音源と比較する。
 
異常音源
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２．燃料電池バスのメンテナンスについて
2050 年カーボンニュートラル社会の実現に向けて、近年では電気バスとともに燃料電池
バス（以下「FCバス」という。）の導入が進んでいる。そのうちFCバスでは、燃料電池シ
ステムに関するメンテナンスが必要であり、整備管理者はそのシステムにおける整備計画を
立てる必要がある。
そのため、FCバス（トヨタ SORA）特有のメンテナンス内容や必要設備などについて、
一例を紹介するので車両導入の際の参考にしていただきたい。
なお、メンテナンス等詳細については車両メーカ―の基準・指示に従うこと。

１．整備の概要
圧縮水素等を燃料とするFCバス等については、道路運送車両法と高圧ガス保安法の２つ
の法令による規制が適用されていたが、令和５年 12 月 21 日の改正により道路運送車両法に
規制が一元化された。　
当該車両の定期点検整備における点検項目は大きく分けて３つあり、「導管及び接手部の
ガス漏れ及び損傷」、「ガス容器取付部の緩み及び損傷」、「ガス容器及びガス容器付属品の損
傷」などの点検を行う必要がある。
また、上記に加えガス容器については、容器再試験（２年毎※）が車検に合わせて必要となる。

なお、容器再試験には容器最高充填圧力の５分の３以上（52.5Mpa 以上）の圧力が必要である。
※道路運送車両法による容器再試験では、初回車検時に受験することになり有効期限 1年 1ヶ月取得。2回目車検時に
は有効期限内のため容器再試験はなく、3回目の車検時には有効期限が切れているため、容器再試験を受験しないと
車検に合格しない。
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２．ガス容器及び導管等点検または容器再試験に必要な設備・工具類
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３．点検及び定期交換部品（抜粋）
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４．点検作業の様子及びイオン交換器・エアフロセンサ位置
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ハイ・タク関係
資料提供　ハイヤー・タクシー整備管理者研修資料検討委員会（P140〜P174）
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トラック関係

貨物自動車運送事業安全性評価事業について
出展：2024 年度貨物自動車運送事業安全性評価事業申請案内

全国貨物自動車運送事業適正化実施機関／公益社団法人全日本トラック協会

（１）事業の目的、概要
これからの貨物自動車運送事業は、今まで以上に、“安全性 ”の視点から優良な事業者が選ば
れる時代です。そこで、全国貨物自動車運送適正化事業実施機関「公益社団法人全日本トラック
協会」（以下、「全国実施機関」という。）では、2003 年７月から利用者がより安全性の高い事業
者を選びやすくするための環境整備を図るため、事業者の安全性を正当に評価し、認定し、公表
する「安全性優良事業所」（Gマーク）認定制度をスタートさせました。
また、2023 年度より６回目更新を迎える事業所については、20 年もの長きにわたり安全運行の
実績を積み上げられたことから、「長期安全認定事業所」として認定し、「ゴールドGマーク」が
使用できるようになりました。
2024 年３月末現在、全国で 28,895 事業所（全事業所の33.4％）が安全性優良事業所に認定
されています。
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（２）安全性優良事業所に係るインセンティブ付与

国土交通省

違反点数の消去 通常、3 年間となっている違反点数の付与期間について、違反点数付
与後2年間違反点数の付与がない場合、当該違反点数が消去されます。

I T 点呼の導入 対面点呼に代えて、国土交通大臣が定める設置型又は携帯型のカメラを有す
る機器による営業所間等での点呼が可能となります。

点 呼 の 優 遇 2地点間を定時で運行する形態の場合の他営業所における点呼、同一敷
地内に所在するグループ企業間における点呼が承認されます。

安全性優良事業所
表　　　　　　彰

安全性優良事業所の認定を、連続して10 年以上取得しているなど、
さらに一定の高いレベルにある事業所が表彰されます。

基準緩和自動車の
有効期間の延長

基準緩和自動車が適切に運行されている場合、緩和の継続認定におい
て、有効期間が無期限に延長（通常4 年間）されます。

特殊車両通行許可の
有効期間の延長

特殊車両の通行許可について、一定の要件を満たす優良事業所の車両
の場合、許可の有効期間が最長4年間まで延長（通常最長2年間）され
ます。（トレーラ連結17m超は２年に延長）

全日本
トラック協会 助 成 の 優 遇

都道府県トラック協会の会員事業者に対する助成事業について、予算
の範囲内で次の優遇措置が受けられます。
①ドライバー等安全教育訓練促進助成制度
　特別研修への受講料助成金の増額（通常 7 割⇒全額助成）
②安全装置等導入促進助成事業
　IT 機器を活用した遠隔地で行う点呼に使用する携帯型アルコール検

知器への1台につき、2分の1、上限 2万円の助成
③経営診断受診促進助成事業
　・経営診断助成金の増額（通常 8 万円⇒10万円）
　・経営改善相談助成金の増額（通常 2万円⇒3万円）
④自動点呼機器導入促進助成事業
　・導入台数上限の緩和（通常1事業者1 台⇒1事業者 2 台）
　・助成額上限の増額（通常1台あたり上限10万円⇒ 2 台分で上限

20万円）

損保会社等 保険料の割引 損害保険会社及び交通共済の一部では、運送保険等において独自の
保険料割引を適用しています。

※最新の内容は全日本トラック協会のホームページでご確認ください。

認定事業所数及び認定事業所の車両台数の推移（2024 年 3 月12 日現在）
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（３）申請から評価の決定まで

評　価　対　象
一般貨物自動車運送事業及び特定貨物自動車運送事業の事業所（営業所）を単位とします。
（貨物軽自動車運送事業は評価の対象から除かれます。）

申　請　資　格
申請基準日（2024 年 7月1日）現在で以下の事項の全てを満たす事業所とします。

※申請を受理した後に、上記①〜④の各事項を満たさないことが確認された場合は、「評
価中止」として評価が行われません。

申　請　方　法
１．Web 申請
　全日本トラック協会ホ―ムペ―ジの申請サイトから申請できます。
申請料：無料
申請受付期間：2024 年 7 月 1 日（月）～同 7 月 14 日（日）
※Web 申請受付期間前に申請情報を入力し、保存した場合でも、申請受付期間内
にあらためて申請ボタンを押下する必要があります。

【新規、更新 A・C 方式の申請について】（更新 6 回目事業所の方は、更新 A・C 方式も Web 申請のみで申請できます。）

新規、更新A・C 方式については、上記のWeb 申請に加え、評価項目Ⅲ．「安
全性に対する取組の積極性」を挙証する資料の提出が必要となります。

申請する事業所が所在する都道府県の地方実施機関の受付窓口へ下記の期間に持
参して下さい。提出ができなければ申請は無効となります。十分ご注意下さい。
受付期間：2024 年 7 月 1 日（月）～同 7 月 12 日（金）※土・日曜日は除く。
　　　　　　窓口受付時間については、地方実施機関にお問い合わせ下さい。

①事業開始後（運輸開始後）３年を経過していること。
　営業所が開設され、事業を開始してから３年を経過していること。
②配置する事業用自動車の数が５両以上であること。
③ａ．虚偽の申請、その他不正な手段等（以下、「不正申請等」という。）により申請の却下

又は評価の取消しを受けた事業所にあっては、当該却下又は取消しに係る申請年度後
２事業年度を経過していること。

　ｂ．不正申請等により認定の取消しを受けた事業所にあっては、取消し後 2 年を経過して
いること。

④認定証、認定マーク及び認定ステッカー等（以下、「認定証等」という。）の偽造もし
くは変造又は不正な使用により是正勧告を受けた事業所にあっては、当該是正勧告の
履行状況が確認され、及び偽変造等に係る認定証等の提出を受けた日後３年を経過し
ていること。

申請資格要件
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＜郵送による提出の注意事項＞
簡易書留や信書便など荷物の追跡が可能な方法で、地方実施機関（申請する事業

所が所在する都道府県トラック協会）に 2024 年 7 月 12 日（金）までに必着とします。

＜窓口持参による受付の注意事項＞
申請手続きは、申請事業所に所属する代表者又は担当者が行って下さい。本社、

支社等による一括申請や、代理人等による申請手続きは、受付時における内容確認
等に支障をきたす恐れがあることからご遠慮下さい。

受付期間終了間近は、申請が集中して窓口が混雑しますので、早めの申請にご協
力をお願いします。

２．紙媒体（複写式申請書）
　原則としてWeb 申請としますが、どうしてもWeb 申請ができない場合に限り、複
写式申請書での申請を受け付けます
申請書の頒布開始日：2024 年 5 月 7 日（火）
頒布方法：申請事業所が所在する都道府県の地方実施機関（各都道府県トラック協会）

より入手して下さい。
※土・日・祝は除く

申請料：申請費実費 1,000 円（税込）
申請受付期間：2024 年 7 月 1 日（月）～同 7 月 12 日（金）※土・日曜日は除く。

窓口の受付時間については、地方実施機関にお問い合わせ下さい。
※原則として地方実施機関の窓口に持参して受付としますが、郵送を希望する場合
には、郵送による提出は、7 月 12 日（金）までに必着とします。

（４）評価項目

　評価項目Ⅰ．～Ⅲ．を点数化して評価を行います。
　Ⅰ．安全性に対する法令の遵守状況（配点 40 点・基準点数 32 点）

①地方実施機関による巡回指導の結果（25項目　40点）
地方実施機関による下記対象期間の巡回指導の結果を用います。
対象期間：2023 年 7 月 1 日〜 2024 年 10 月 31 日
※申請時点で上記期間の巡回指導を受けていない事業所は、後日巡回指導を実施します。
※前年度申請の評価で当該項目の基準点数を満たさず認定されなかった事業所は、上
記期間内に改めて巡回指導を実施します。

中　項　目 小　　項　　目 配点
１．事業計画等 ⑴乗務員の休憩・睡眠施設の保守、管理は適正か。 １

２．帳票類の整備、
報告等

⑴事故記録が適正に記録され、保存されているか。 １
⑵運転者台帳が適正に記入等され、保存されているか。 １
⑶車両台帳が整備され、適正に記入等されているか。 １

３．運行管理等
⑴運行管理規程が定められているか。 １
⑵運行管理者に所定の講習を受けさせているか。 １
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３．運行管理等

⑶事業計画に従い、必要な運転者を確保しているか。 １
⑷過労防止を配慮した勤務時間、乗務時間を定め、これを基に乗務割が作成され、休

憩時間、睡眠のための時間が適正に管理されているか。 ３

⑸過積載による運送を行っていないか。 ３
⑹点呼の実施及びその記録、保存は適正か。 ３
⑺乗務等の記録（運転日報）の作成・保存は適正か。 １
⑻運行記録計による記録及びその保存・活用は適正か。 １
⑼運行指示書の作成、指示、携行、保存は適正か。 １
⑽乗務員に対する輸送の安全確保に必要な指導監督を行っているか。 ３
⑾特定の運転者に対して特別な指導を行っているか。 ２
⑿特定の運転者に対して適性診断を受けさせているか。 ２

４．車両管理等

⑴整備管理規程が定められているか。 １
⑵整備管理者に所定の研修を受けさせているか。 １
⑶日常点検基準を作成し、これに基づき点検を適正に行っているか。 １
⑷定期点検基準を作成し、これに基づき適正に点検・整備を行い、点検整備記録簿等

が保存されているか。 ３

５．労基法等

⑴就業規則が制定され、届出されているか。 １
⑵３６協定が締結され、届出されているか。 １
⑶労働時間、休日労働について違法性はないか（運転時間を除く）。 １
⑷所要の健康診断を実施し、その記録・保存が適正にされているか。 ３

６．運輸安全マネ
ジメント

⑴運輸安全マネジメントを的確に実施し、輸送の安全に関する計画の作成、実行、評価
及び改善の一連の過程を円滑に進めているか。 ２

小　計 40

　＜点数の計算方法＞

　Ⅱ．事故や違反の状況（配点 40 点・基準点数 21 点）
国土交通省から提供される下記対象期間の事故及び行政処分（累積点数）の実績を用います。
対象期間：2024年11月30日以前3年間（2021年12月1日から2024年11月30日まで）

中　項　目 小　項　目 配点

１．事故の実績 2024 年１１月３０日から過去３年間に、事業所の事業用自動車が有責の第一当事者とな
る、自動車事故報告規則（国土交通省令）第２条各号に定める事故がないか 20

２．違反（行政処分）
の実績

2024 年１１月３０日において、事業所に、貨物自動車運送事業法に基づく行政処分の
点数が付加されていないか。また、点数がある場合には、当該事業所に係る行政処分の
累積点数は何点か

20

小　計 40

　＜点数の計算方法＞

１．事故の実績：上記に該当する有責の第一当事者となる事故がある場合は 0点、無い
場合は 20 点を加点します。

①有責となる第一当事者の事故がある場合は認定されません。
②運輸支局に自動車事故報告書を提出している場合は、その写しを必ず提出して下さい。

①項目毎に、巡回指導結果が「適」の場合は加点し、「否」の場合は加点しません。なお、巡回指導後に改善
されても加点しません。

②事業所により該当しない項目がある場合、当該項目は加点します。
③巡回指導時に書類不備等により判定できなかった項目は加点しません。
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　Ⅲ．安全性に対する取組の積極性（配点 20 点・基準点数 12 点）
下記対象時期における安全性に対する取組の積極性の実績を用います。４グループすべてか
ら得点しなければなりません。
対象時期：2024 年 7 月 1 日現在
※ 2024 年 7月 2日以降に実施されたものは認められません。

自　認　項　目 配点
グループ１　運転者等の指導・教育（（１）～（４）から最低1項目・最大3項目選択　各3点計9点）
　（１）自社内独自の運転者研修等の実施（50％未満は1点） 3（1）
　（２）外部の研修機関・研修会への運転者等の派遣（選任運転者等以外は1点） 3（1）
　（３）定期的な「運転記録証明書」の⼊⼿による事故・違反実態の把握に基づく指導の実施 3
　（４）安全運⾏につながる省エネ運転の実施とその結果に基づく個別指導教育の実施 3
グループ２　輸送の安全に関する会議・QC活動の実施（（１）～（３）から最低1項目・最大2項目選択　各2点計4点）
　（１）事業所内での安全対策会議の定期的な実施 2
　（２）事業所内での安全に関するQC 活動の定期的な実施 2
　（３）荷主企業、協⼒会社等との安全対策会議の定期的な実施 2
グループ３　法定基準を上回る対策の実施（（１）～（４）から最低1項目・最大2項目選択　各2点計4点）
　（１）特定運転者以外の運転者への計画的な適性診断（⼀般診断）の実施 2
　（２）効果の高い健康起因事故防止対策（健康診断結果のフォローアップ・脳検査・心電計・SAS）の実施 2
　（３）車両の安全性を向上させる装置の装着（ドライブレコーダー、バックアイカメラは1点） 2（1）
　（４）ドライバー時間外労働時間短縮の取組の状況 2
グループ４　その他（（１）～（６）から最低1 項目・最大3 項目選択　各1点計3点）
　（１）健康起因事故防止に向けた取組（健康診断結果のフォローアップ・脳検査・心電計・SAS以外） 1
　（２）輸送に係る安全や環境に関する認証や認定の取得 1
　（３）国が認定する第三者機関による運輸安全マネジメント評価の受審
　　　（上記（２）ISO 等安全や環境に関する認証の取得から分離） 1

　（４）過去3 年間以内の行政、外部機関、トラック協会による輸送の安全に関する表彰の実績 1
　（５）リアルタイムGPS 運行管理システムなどの先進的運行管理システムの導入 1
　（６）自社内独自の無事故運転者表彰制度又は省エネ運転認定制度の活用 1

　＜点数の計算方法＞
申請時に提出された書類により、判断基準を満たした場合は加点します。

　申請後に自動車事故報告書を提出した場合や提出もれが判明した場合は、速やかに全国
実施機関にその写しを提出して下さい。
③当該事故に関して自動車事故報告書以外の過失の有無がわかる関連資料※があれば、合
わせて提出して下さい。
　申請後に関連資料が確認された場合は、速やかに全国実施機関に提出して下さい。

２．違反（行政処分）の実績：累積点数が 20 点以上の場合は 0 点、20 点未満の場合は、
（20点）−（累積点数）で求めた得点を加点します。

※過失の有無がわかる関連資料とは
当該事故に関し、以下のような参考資料がある場合はその写しを提出して下さい。
（参考例）㋐保険会社発行の確定した過失割合等が記載された資料
		  ㋑事故惹起者に対する裁判所・検察庁等が発行した不起訴処分等証明資料
		  ㋒交通事故証明書
		  ㋓事故惹起者に対する行政処分の状況が分かる直近の運転記録証明書等
		  ㋔上記㋐〜㋓の他に、当該事故の詳細を記した報告書・自認書・弁明書等
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安全性優良事業所の認定
　認定要件①～④を全て満たす事業所を「安全性優良事業所」として認定します。

令和５年度　貨物自動車運送事業安全性評価事業　認定事業所一覧
全国貨物自動車運送事業適正化実施機関

（令和６年３月１２日現在）

ブロック 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合 　計

1 北　海　道 316 245 382 474 1,417

2 東　　　北 491 483 639 755 2,368

3 関　　　東 1,725 1,617 2,158 2,724 8,224

4 北 陸 信 越 408 319 529 625 1,881

5 中　　　部 884 767 1,194 1,321 4,166

6 近　　　畿 902 787 1,140 1,420 4,249

7 中　　　国 449 373 554 693 2,069

8 四　　　国 220 174 277 310 981

9 九州・沖縄 656 657 1,023 1,204 3,540

全国計 6,051 5,422 7,896 9,526 28,895

①評価項目（100 点）の評価点数の合計点が 80 点以上であること。
②各評価項目において下記の基準点数を満たしていること。
　　Ⅰ．安全性に対する法令の遵守状況… ………………………… 32点（配点 40 点）
　　Ⅱ．事故や違反の状況… ………………………………………… 21点（配点 40 点）
　　Ⅲ．安全性に対する取組の積極性… …………………………… 12点（配点 20 点）
　　　　・自認項目グループ１．運転者等の指導・教育……………………基準点数 1点
　　　　・自認項目グループ２．輸送の安全に関する会議・QC活動の実施……基準点数 2点
　　　　・自認項目グループ３．法定基準を上回る対策の実施…………基準点数 1点
　　　　・自認項目グループ４．その他の取組み…………………………基準点数 1点
　　　　※各グループから得点しなければなりません。
③法に基づく認可申請、届出、報告事項が適正になされていること。
④社会保険等への加入が適正になされていること。

認　定　要　件

巡回指導の際に、「法に基づく認可申請、届出、報告事項」及び「社会保険等の適正加入」
のいずれかについて改善報告を求められた場合には、下記の改善報告期限内に改善報告
がない場合は認定されません。
　①申請基準日前の巡回指導→ 2024 年 7 月末日まで（地方実施機関の最終営業日まで）
②申請基準日以後の巡回指導→巡回指導実施日から 1 ヶ月以内（最終日が土・日・祝
日の場合は直前の平日まで）

巡回指導における改善報告期限
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【習得度テスト】

 ＜共通問題＞
【問】次の文章をよく読み、正しいものには○を、誤っているものには×をつけなさい。

（　　）１．自動車の定期点検整備を実施したときは、点検整備を実施した年月日、点検の結果等を
点検整備記録簿に記載し、当該自動車に備え置くとともに、営業所又は事務所において
点検整備記録簿の写し又は電子的記録等のこれと同等と認められるものを営業所又は事
務所において半年間保存しなければならない。

（　　）２．整備管理者は、運転者に対し、日常点検表等をもとに、点検箇所、点検方法、点検結果
の判定について十分な教育を行う必要がある。

	 また、整備管理者は、運転者に運行の開始前に点検を実施させ、その結果を報告させる
等により自動車の状態を確認し、運行が可能かどうか決定しなければならない。

（　　）３．自動車の「高圧ガスを燃料とする燃料装置等」の点検箇所において、ガス容器及びガス
容器付属品の損傷について３ヶ月ごとに点検しなければならない。ただし、圧縮天然ガ
ス、液化天然ガス及び圧縮水素を燃料とする自動車に限り、大型特殊自動車及び検査対
象外軽自動車を除く。

（　　）４．バッテリの爆発件数の約68％は液切れで、端子部緩み約11％を加えた約80％が保守管
理の不適切によるもの。爆発防止のため、日常の液量点検と、12ヶ月毎の端子部点検を
確実に実施することが重要である。

（　　）５．不正改造等の禁止（道路運送車両法第99条の２）　何人も、保安基準に適合しなくなる
ような自動車の改造、装置の取り付け、取り外し等（不正改造行為）を行ってはいけま
せん。これに違反した場合は６ヶ月以下の懲役又は30万円以下の懲罰が科せられます。

＜部門問題＞ 

（トラックの整備に関する問題）

【問】次の文章をよく読み、正しいものには○を、誤っているものには×をつけなさい。

（　　）１．自動車事故報告規則に基づき、報告された事業用自動車の車両故障に起因する事故件数
は、業態別に見ると、トラックはバス、ハイタクに次いで３番目である。

（　　）２．尿素SCR触媒の取り扱いについて、メーカー指定の尿素水は、NOｘ低減のための触媒添
加剤です。尿素水タンクが空の状態でも走行できません。排出ガスが悪化するだけでな
く、エンジンの再始動ができなくなります。残量が少なくなったり、残量ウォーニング
ランプが点灯した場合は早めに補給してください。

（　　）３．年度別（H25～R４）の大型車の車輪脱落事故の発生件数を見ると、令和４年度が対前
年度17件増加し、統計史上最多となった。

（　　）４．大型車のホイールボルト折損等による車輪脱落事故が発生した場合であって、過去５年
以内に同事故が発生していた場合（自動車運送事業者にあっては、行政処分等の基準に
おける、「ホイールボルトの折損、ホイールナットの脱落またはそれらに類する事象に
起因する車輪脱落事故が発生したもの」の再違反の適用を受ける場合。自動車運送事業
者以外にあっては、同処分基準を適用する場合と同等と認められる場合。）には、整備
管理者の解任命令が行われることとなる。

（　　）５．令和５年度中の全国の高速道路における車両故障は109,303件発生しています。車種別
の発生状況では、普通貨物車は24,045件、小型貨物車は14,944件となっており、対前
年度と比較すると故障発生件数は増加しています。また、故障内容別発生件数では、普
通貨物車及び小型貨物車ともにタイヤ・ホイール破損が最多となっています。



− 184 −

（バスの整備に関する問題）

［問］次の文章をよく読み、正しいものには○を、誤っているものには×をつけなさい。

（　　）１．AMTにおいて、インプットシャフト回転数が規定値以上に達すると、ロックアップクラ
ッチを接続し機械的に直結させることでフルードカップリングの動力伝達ロスを無くす。

（　　）２．圧縮水素等を燃料とするFCバス等については、道路運送車両法と高圧ガス保安法の２つ
の法令による規制が適用されていたが、令和５年12月21日の改正により高圧ガス保安法
に規制が一元化された。

（　　）３．圧縮水素等を燃料とするFCバスのガス容器の容器再試験について、初度登録から２年毎
の車検整備時に受検しなければならない。

（　　）４．令和５年路上故障の実態調査結果において、道路別・装置別故障発生件数及び割合で、
一般道路では電気装置の故障発生が一番多くなっているが、高速道路においても同様に
電気装置の故障が一番多い結果となっている。

（　　）５．現在車検は有効期間の1か月前から受検可能であるが、令和７年4月からは1か月前を超
える2か月以内であれば有効期間に変更なく受検することができる。

（ハイ・タクの整備に関する問題）

［問］次の文章をよく読み、正しいものには○を、誤っているものには×をつけなさい。

（　　）１．令和５年に高速道路における車両故障発生件数の推移で、乗用車の件数は65,660件である。

（　　）２．路上故障時の初期対応について、突発的な状況になった際には、ハザードランプを点滅
させながら、車両を安全な路肩等に寄せて停車後、継続してハザードランプを点滅させ
ることで、二次災害を防止する。

（　　）３．先進安全装置を正しく作動させる校正・調整作業がエーミングである。

（　　）４．日常点検において当初エンジンを始動できなかったが、時間を置くと始動したので、日
常点検表に良好の旨を記載した。

（　　）５．健康診断を受診したところ、異常の所見があったので、産業医の意見に基づく再検査を
受けた。



法　　令　　編
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https://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/jidou_gian/hoan/date/gyousei_jyouhou/seibi_index.html

○関東運輸局ホームページ
（整備管理者向け整備に関する行政情報）へのリンク
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Ⅰ．路上車両故障等の発生状況とその防止対策

１．車両故障の発生状況
（１）交通事故による負傷者数、２４時間以内死者数等の推移

令和５年の交通事故による２４時間以内の死者数は、３,０００人を下回り、２，６７８人となっ
ています。令和５年は、事故件数、死者数、負傷者数いずれも前年に比べ増加しています。

[ 図−１−１]　交通事故による死者、負傷者数等の推移

（２）事故報告に基づく事故データについて
自動車事故報告規則（昭和２６年運輸省令第１０４号）に基づき、報告された事業用自動車

の車両故障に起因する事故２，４７５件（令和４年）を整理しました。
車両故障に起因する事故報告件数　　　　（平成２２年から令和４年・業態別）

年 バス ハイタク トラック 合計
H22 2,224 21 184 2,429
H23 2,052 14 213 2,279
H24 2,110 14 192 2,316
H25 2,201 13 241 2,455
H26 2,212 11 252 2,475
H27 2,154 11 230 2,395
H28 2,352 14 266 2,632
H29 2,168 16 311 2,495
H30 2,257 20 333 2,610
R1 2,142 18 390 2,550
R2 1,802 16 332 2,150
R3 1,801 16 363 2,180
R4 2,021 20 434 2,475

合計 27,496 204 3,741 31,441
資料：「自動車運送事業用自動車事故統計年報（自動車交通の輸送の安全にかかわる情報）（令和 4 年）」

（令和 6 年 3 月国土交通省物流・自動車局）

[ 表−１]　車両故障に起因する事故報告件数（平成２２年～令和４年）

R５  365,595 人

H14  8,396人 R５  307,930 件

R５  2,678人

負傷者数

負傷者数（万人）
事故件数（万件）

24 時間以内死者数
（千人）

注）数値は各年 12月末現在　　資料：警察庁
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１）車齢別の発生状況
令和４年に報告された車両故障に起因する事故について、車齢別に分類したものを図－２－

１～２－４に示します。なお、ここでいう車齢とは、事故惹起年から年式を差し引いたものです。

[ 図−２−１]　事業用自動車の車齢別発生状況（令和４年）

［ 図−２−２］　バスの車齢別発生状況（令和４年）
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[ 図−２−３］　ハイタクの車齢別発生状況（令和４年）

[ 図−２−４］　トラックの車齢別発生状況（令和４年）
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２）故障箇所及び車齢別の発生状況
車両故障に起因する事故について、故障箇所及び車齢別に分類したものを図－２－５、図－

２－６に示します。

[ 図−２−５］　故障箇所の状況（令和４年）

［図−２−６］　車齢別の故障箇所の状況（令和４年）
※［図－２－１］～［図－２－６］は国土交通省調べ。
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２．車両故障に起因する自動車事故報告について

自動車運送事業者、整備管理者を選任しなければならない自家用自動車の使用者等は、その
使用する自動車が自動車事故報告規則第２条に規定する事故があった場合には、地方運輸局長
を経由して国土交通大臣に報告しなければなりません。

＜自動車事故報告規則（抜粋）＞
最終改正：令和５年３月３１日

（この省令の適用）
第一条　自動車の事故に関する報告については、この省令の定めるところによる。

（定義）
第二条　この省令で「事故」とは、次の各号のいずれかに該当する自動車の事故をいう。

一　自動車が転覆し、転落し、火災（積載物品の火災を含む。以下同じ。）を起こし、又は鉄
道車両（軌道車両を含む。以下同じ。）と衝突し、若しくは接触したもの 

二　十台以上の自動車の衝突又は接触を生じたもの
三　死者又は重傷者（自動車損害賠償保障法施行令（昭和三十年政令第二百八十六号）第五

条第二号又は第三号に掲げる傷害を受けた者をいう。以下同じ。）を生じたもの 
四　十人以上の負傷者を生じたもの 
五　自動車に積載された次に掲げるものの全部若しくは一部が飛散し、又は漏えいしたもの

イ　消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）第二条第七項に規定する危険物
ロ　火薬類取締法（昭和二十五年法律第百四十九号）第二条第一項に規定する火薬類
ハ　高圧ガス保安法（昭和二十六年法律第二百四号）第二条に規定する高圧ガス
ニ　原子力基本法（昭和三十年法律第百八十六号）第三条第二号に規定する核燃料物質及

びそれによって汚染された物
ホ　放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和三十二年法律第

百六十七号）第二条第二項に規定する放射性同位元素及びそれによって汚染された物
ヘ　シアン化ナトリウム又は毒物及び劇物取締法施行令（昭和三十年政令第二百六十一号）

別表第二に掲げる毒物又は劇物
ト　道路運送車両の保安基準（昭和二十六年運輸省令第六十七号）第四十七条第一項第三

号に規定する品名の可燃物
六　自動車に積載されたコンテナが落下したもの
七　操縦装置又は乗降口の扉を開閉する操作装置の不適切な操作により、旅客に自動車損害

賠償保障法施行令第五条第四号に掲げる傷害が生じたもの
八　酒気帯び運転（道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）第六十五条第一項の規定に違

反する行為をいう。以下同じ。）（特定自動運行旅客運送（道路運送法施行規則（昭和二十六
年運輸省令第七十五号）第六条第一項第九号に規定する特定自動運行旅客運送をいう。以
下この号において同じ。）又は特定自動運行貨物運送（貨物自動車運送事業法施行規則（平
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成二年運輸省令第二十一号）第三条第三号の三に規定する特定自動運行貨物運送をいう。
以下この号において同じ。）を行う場合にあっては、旅客自動車運送事業運輸規則（昭和
三十一年運輸省令第四十四号）第十五条の二第一項又は貨物自動車運送事業輸送安全規則

（平成二年運輸省令第二十二号）第三条第一項に規定する特定自動運行保安員（以下「特定
自動運行保安員」という。）が酒気を帯びて特定自動運行用自動車（同法第七十五条の十二
第二項第二号イに規定する特定自動運行用自動車をいう。以下この号において同じ。）の運行
の業務に従事する行為。第四条第一項第五号において同じ。）、無免許運転（同法第六十四
条の規定に違反する行為をいう。）、大型自動車等無資格運転（同法第八十五条第五項から第
九項までの規定に違反する行為をいう。）又は麻薬等運転（同法第百十七条の二第一項第三
号の罪に当たる行為をいう。）（特定自動運行旅客運送又は特定自動運行貨物運送を行う場
合にあっては、特定自動運行保安員が麻薬、大麻、あへん、覚醒剤又は毒物及び劇物取締
法（昭和二十五年法律第三百三号）第三条の三の規定に基づく政令で定める物の影響により
正常な業務ができないおそれがある状態で特定自動運行用自動車の運行の業務に従事する
行為）を伴うもの

九　運転者又は特定自動運行保安員の疾病により、事業用自動車の運行を継続することができ
なくなったもの

十　救護義務違反（道路交通法第百十七条の罪に当たる行為をいう。以下同じ。）があったも
の

十一　自動車の装置（道路運送車両法（昭和二十六年法律第百八十五号）第四十一条第一項
各号に掲げる装置をいう。）の故障（以下単に「故障」という。）により、自動車が運行できな
くなったもの

十二　車輪の脱落、被牽引自動車の分離を生じたもの（故障によるものに限る。）
十三　橋脚、架線その他の鉄道施設（鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）第八条第

一項に規定する鉄道施設をいい、軌道法（大正十年法律第七十六号）による軌道施設を含む。）
を損傷し、三時間以上本線において鉄道車両の運転を休止させたもの

十四　高速自動車国道（高速自動車国道法（昭和三十二年法律第七十九号）第四条第一項に規
定する高速自動車国道をいう。）又は自動車専用道路（道路法（昭和二十七年法律第百八十号）
第四十八条の四に規定する自動車専用道路をいう。以下同じ。）において、三時間以上自動
車の通行を禁止させたもの

十五　前各号に掲げるもののほか、自動車事故の発生の防止を図るために国土交通大臣（主と
して指定都道府県等（道路運送法施行令（昭和二十六年政令第二百五十号）第四条第一項
の指定都道府県等をいう。以下同じ。）の区域内において行われる自家用有償旅客運送に係
るものの場合にあっては、当該指定都道府県等の長）が特に必要と認めて報告を指示したも
の

（報告書の提出）
第三条　旅客自動車運送事業者、貨物自動車運送事業者（貨物軽自動車運送事業者を除く。以

下同じ。）、特定第二種貨物利用運送事業者及び自家用有償旅客運送者並びに道路運送車両法
第五十条に規定する整備管理者を選任しなければならない自家用自動車の使用者（以下「事業
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者等」という。）は、その使用する自動車（自家用自動車（自家用有償旅客運送の用に供するも
のを除く。）にあっては、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の小型自動車を除く。）について
前条各号の事故があつた場合には、当該事故があった日（前条第十号に掲げる事故にあっては
事業者等が当該救護義務違反があったことを知った日、同条第十五号に掲げる事故にあっては
当該指示があった日）から三十日以内に、当該事故ごとに自動車事故報告書（別記様式による。
以下「報告書」という。）三通を当該自動車の使用の本拠の位置を管轄する運輸監理部長又は
運輸支局長（以下「運輸監理部長又は運輸支局長」という。）を経由して、国土交通大臣に提
出しなければならない。

２　前条第十一号及び第十二号に掲げる事故の場合には、報告書に次に掲げる事項を記載した書
面及び故障の状況を示す略図又は写真を添付しなければならない。
一　当該自動車の自動車検査証の有効期間
二　当該自動車の使用開始後の総走行距離
三　最近における当該自動車についての大規模な改造の内容、施行期日及び施行工場名
四　故障した部品及び当該部品の故障した部位の名称（前後左右の別がある場合は、前進方

向に向かつて前後左右の別を明記すること。）
五　当該部品を取りつけてから事故発生までの当該自動車の走行距離
六　当該部品を含む装置の整備及び改造の状況
七　当該部品の製作者（製作者不明の場合は販売者）の氏名又は名称及び住所

３　運輸監理部長又は運輸支局長は、報告書を受け付けたときは、遅滞なく、地方運輸局長を
経由して、国土交通大臣に進達しなければならない。

４　第一項の規定にかかわらず、主として指定都道府県等の区域内において自家用有償旅客運送
を行う者の場合にあっては、報告書を当該指定都道府県等の長に提出するものとする。

（速報）
第四条　事業者等は、その使用する自動車（自家用自動車（自家用有償旅客運送の用に供するも

のを除く。）にあっては、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の小型自動車を除く。）について、
次の各号のいずれかに該当する事故があつたとき又は国土交通大臣の指示があつたときは、前
条第一項の規定によるほか、電話その他適当な方法により、二十四時間以内においてできる限
り速やかに、その事故の概要を運輸監理部長又は運輸支局長に速報しなければならない。
一 　第二条第一号に該当する事故（旅客自動車運送事業者及び自家用有償旅客運送者（以下「旅

客自動車運送事業者等」という。）が使用する自動車が引き起こしたものに限る。） 
二 　第二条第三号に該当する事故であって次に掲げるもの 
　イ　二人（旅客自動車運送事業者等が使用する自動車が引き起こした事故にあっては、一人）

以上の死者を生じたもの
　ロ　五人以上の重傷者を生じたもの
　ハ　旅客に一人以上の重傷者を生じたもの
三 　第二条第四号に該当する事故 
四 　第二条第五号に該当する事故（自動車が転覆し、転落し、火災を起こし、又は鉄道車両、

自動車その他の物件と衝突し、若しくは接触したことにより生じたものに限る。）
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五　第二条第八号に該当する事故（酒気帯び運転があつたものに限る。） 
２　前条第三項の規定は、前項の規定により運輸監理部長又は運輸支局長が速報を受けた場合

について準用する。
３　第一項の規定にかかわらず、主として指定都道府県等の区域内において自家用有償旅客運送

を行う者の場合にあっては、同項各号のいずれかに該当する事故があったとき又は当該指定都
道府県等の長の指示があったときは、当該指定都道府県等の長に速報するものとする。

 
（事故警報） 
第五条　国土交通大臣又は地方運輸局長は、報告書又は速報に基づき必要があると認めるとき

は、事故防止対策を定め、自動車使用者、自動車特定整備事業者その他の関係者にこれを周
知させなければならない。
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＜自動車事故報告書（表面）＞
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＜自動車事故報告書（裏面）＞
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＜自動車事故報告書（注）＞
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別表３　車両故障事故報告書添付票
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Ⅱ．整備に関する行政情報

１．整備に関する行政情報の提供
（１）ＯＢＤ検査について

【概要】
衝突被害軽減ブレーキ等の自動運転技術については、近年、軽自動車を含む幅広い車両への

搭載が進んでおります。これらの技術は、交通事故の防止に大きな効果が期待される一方、故障
時には誤作動等により事故につながるおそれがあることから、使用時においても、確実に機能維
持を図ることが重要です。

このため、令和６年１０月から、自動車の検査（車検）において、衝突被害軽減ブレーキ等の
自動運転技術等に用いられる電子制御装置の目に見えない故障に対応するための電子的な検査を
開始することとしております。
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（２）自動車の高度化に対応した定期点検方法の見直しを行いました 
　　　　～ 点検７項目について見直し ～　

（プレスリリース）
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（３）「整備管理者制度の運用について」の一部改正について　　　（プレスリリース）
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（４）規制を一元化し、燃料電池車等に関する負担を軽減　　　　（プレスリリース）
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〈参考〉点検整備記録簿への記載例
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（５）車検を受けられる期間が延びます　　　　　　　　　　　　（プレスリリース）
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（６）車検時のロービーム計測について　　　　　　　　　　　　（プレスリリース）
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２．その他の整備に関連する情報提供
（１）不正改造車を排除する運動

（プレスリリース）
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不正改造の罰則等
１．不正改造等の禁止（道路運送車両法第 99 条の 2）

何人も、保安基準に適合しなくなるような自動車の改造、装置の取り付け、取り外し等（不
正改造行為）を行ってはいけません。これに違反した場合は 6 ヶ月以下の懲役又は 30 万円
以下の懲罰が科せられます。

２．整備命令等

　（１）整備不良に係る整備命令（道路運送車両法第 54 条）
地方運輸局長は、自動車が保安基準に適合しなくなるおそれがある状態又は適合しない
状態にあるときは、その使用者に対し、保安基準に適合しなくなるおそれをなくすため、
又は保安基準に適合させるために、必要な整備を行うことを命ずることがあります。この
場合、使用の方法若しくは経路の制限等を指示することもあります。この命令又は指示
に従わない場合は、50 万円以下の罰金が科せられます。また、この命令又は指示に従
わない場合には、当該自動車の使用を停止することがあり、これに違反した場合には、6 ヶ
月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金が科せられます。

　（２）不正改造に係る整備命令（道路運送車両法第 54 条の 2）
自動車の改造、装置の取り付け、取り外し等により、保安基準に適合しない状態にある
自動車を不正改造車と呼びます。
①　地方運輸局長は不正改造車の使用者に対し、保安基準に適合させるために必要な

整備を行うことを命ずることがあります。
②　①の命令を発令したときは、当該自動車に整備命令標章を貼付します。
③　整備命令が取り消されるまでは②の整備命令標章を剥がしてはいけません。
④　①の整備命令を発令された使用者は、15 日以内に必要な整備を行い、当該自動

車及び自動車検査証を地方運輸局長に提示しなければなりません。
⑤　自動車の使用者が①の命令又は指示に従わない場合は、③又は④の規定に違反し

たときは、一定の期間当該自動車の使用を停止することがあります。
⑥　⑤の使用停止期間が満了した後でも、当該自動車が保安基準に適合していなけれ

ば、当該自動車を引き続き使用できません。
　　なお、①の整備命令違反及び④の現車提示違反については、50 万円以下の罰金

が科せられ、⑤及び⑥の使用停止違反については、6 ヶ月以下の懲役又は 30 万円
以下の罰金が科せられます。
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（２）　情報を取得するための方法に関すること
　関係機関のホームページを紹介します。

○国土交通省　物流・自動車局

https://www.mlit.go.jp/jidosha/index.html

国土交通省　自動車総合安全情報　

　　https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/index.html

○関東運輸局　事業用自動車の安全と環境

https://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/jidou_gian/anzen-kankyo.html

○関東運輸局　事業用自動車安全情報　   

https://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/jidou_gian/hoan/index.html　

○環境省　自動車排出ガス等関連　

　自動車排出ガス規制や自動車ＮＯｘ・ＰＭ法、低公害車の

　普及などの取組を紹介

　　https://www.env.go.jp/air/car/index.html

自動車点検整備推進協議会「点検整備ドットコム」　

http://www.tenken-seibi.com　

○一般社団法人日本自動車整備振興会連合会

　　https://www.jaspa.or.jp

○一般社団法人日本自動車工業会　

https://www.jama.or.jp　

○一般社団法人日本自動車タイヤ協会

　　https://www.jatma.or.jp
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Ⅲ．自動車の安全確保と環境保全に関する情報

１．安全確保に関する情報
（１）大型車の適切なタイヤ脱着・保守管理作業解説動画を公開！

（プレスリリース）
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（２）冬期に大型車の車輪脱落事故が集中しています！！ 
　　　～冬用タイヤ交換時には確実な作業の実施をお願いします～

（プレスリリース）
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２．その他の安全・環境に関する情報
先進安全自動車（ＡＳＶ）について
１．先進安全自動車（ＡＳＶ）とは？
「先進安全自動車（ＡＳＶ）」は、先進技術を利用して

ドライバーの安全運転を支援するシステムを搭載した自
動車です。 

２．ＡＳＶの「基本理論」と「運転支援の考え方」
　「基本理論」

①ドライバー支援の原則
　ＡＳＶ技術はドライバーの意志を尊重し、ドライバー

の安全運転を支援するものです。あくまでもドライ
バーが主体的に、責任を持って運転する、という前
提にたっています。 

②ドライバー受容性の確保
　ＡＳＶ技術はドライバーが使いやすく、安心して使

えるような配慮をします。つまり、ヒューマン・イ
ンターフェースの設計が適切に行われていることを
いいます。

③社会受容性の確保
　ＡＳＶ技術を搭載した自動車は、他の自動車や歩行

者などと一緒に走行するので、社会から正しく理解
され、受け入れらるよう配慮します。

「運転支援の考え方」
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３．実用化されたＡＳＶ技術

　現在、多くのASV 技術が実用化されています。
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Ⅳ．整備管理者の役割

１．整備管理者制度の趣旨及び目的
整備管理者制度は、本来、使用者が道路運送車両法第４７条の規定等に基づき、その使用す

る自動車の点検及び整備並びに車庫の管理について自主的に安全確保及び環境保全を図るため
の注意を払うべきであるものの、使用する自動車の台数が多い場合には使用者自らが点検・整備
について管理することが困難となり、管理・責任体制が曖昧になるおそれがあること、大型バスの
ような車両構造が特殊な自動車で事故の際の被害が甚大となる自動車を用いる場合には専門的知
識をもって車両管理を行う必要があること等から、自動車の使用者が整備管理者を選任し、点検・
整備に関する管理・責任体制を確立することによって、自動車の安全確保、環境保全を図るため
に設けられています。

２．整備管理者の選任を必要とする使用者
次に掲げる自動車を使用する自動車の使用者は、使用の本拠ごとに整備管理者を選任しなけれ

ばなりません。（道路運送車両法第 50 条関係、同法施行規則第 31 条の３関係）

事業用
バス（乗車定員１１人以上） １両

ハイヤー・タクシー、トラック（乗車定員１０人以下） ５両

自家用

バス（乗車定員３０人以上） １両

バス（乗車定員１１人以上２９人以下） ２両

トラック等（乗車定員１０人以下、車両総重量８ｔ以上） ５両

レンタカー
及び
軽貨物自動車
運送事業

バス（乗車定員１１人以上） １両

トラック等（車両総重量８ｔ以上） ５両

その他の自動車（乗車定員１０人以下、車両総重量８ｔ以下） １０両

３．整備管理者の法定業務
整備管理者は、次に掲げる事項の執行に係る基準に関する規程（整備管理規程）を定め、こ

れに基づき、その業務を行わなければなりません。（道路運送車両法施行規則第３２条関係）
（１）　日常点検（道路運送車両法第 47 条の２第１項及び第２項）の実施方法を定め、実施す

ること又は運転者等に実施させること。
（２）　日常点検の実施結果に基づき、自動車の運行の可否を決定すること。
（３）　定期点検（道路運送車両法第 48 条第１項）の実施方法を定め、実施すること又は整備

工場等に実施させること。
（４）　日常点検・定期点検のほか、随時必要な点検や適切なタイヤ脱着作業を実施すること又

は整備工場等に実施させること。
（５）　日常点検・定期点検・随時必要な点検の結果、必要な整備を実施すること又は整備工場

等に実施させること。
（６）　定期点検又は（５）の整備の実施計画を定めること。
（７）　点検整備記録簿（道路運送車両法第 49 条第１項）、タイヤ脱着時の作業管理表（大型車）
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その他の点検及び整備に関する記録簿を管理すること。
（８）　自動車車庫を管理すること。
（９）　（１）～（８）に掲げる事項を処理するため、運転者、整備員その他の者を指導し、又

は監督すること。
使用者には整備管理者がこれらの業務を遂行するために、整備管理者に対し必要な権限を与

えることが義務付けられています。
整備管理者は、使用者が内部組織における整備管理者の執行する業務とこれに伴う権限を明

確にし、自主管理体制の確立を図るとともに、整備管理者に独立した権限が与えていることから、
仮に利益追求を最優先する使用者が安全確保・環境保全を軽視して自動車を運行させようとした
場合であっても、整備管理者は利益追求のみにとらわれることなく安全確保・環境保全の観点か
ら運行可否の決定等を行い、適切な車両運用を確保する必要があります。

その他、整備管理者は、以下に例を示すような能力を要求されます。

法令の理解能力

ア．道路運送車両法、同法施行規則、道路運送車両の保安基準、自動車点検基準、道路
運送法、貨物自動車運送事業法、貨物自動車運送事業輸送安全規則、旅客自動車運送
事業運輸規則、自動車事故報告規則　等

イ．諸通達

管　理　能　力

ア．日常点検の実施

イ．定期点検の計画と実績の検討

ウ．使用車両の把握と定期点検のほか点検整備の計画と実績の検討

エ．継続検査日時の計画と実績の検討

オ．車庫の管理

カ．作業の安全管理

事　務　能　力

ア．臨時整備、路上故障の検討

イ．点検整備記録簿等の処理

ウ．使用車両の経済性の検討

指　導　能　力
ア．運転者の指導

イ．整備員の指導

４．整備管理者の補助者
整備管理者は、道路運送車両法第５０条に基づき、同法施行規則第３２ 条第１項各号業務（１．

３を参照）を、原則として自ら執行しなければなりません。しかし整備管理者が自ら業務を行うこ
とができない場合は、運行可否の決定及び日常点検の実施の指導等、日常点検に係る業務に限っ
て、規則第３２条第２項に基づき、業務の執行にかかる基準を定め、これに基づき、予め選任さ
れた補助者を通じて業務を執行することができます。

ただし、この業務の執行に係る基準は、次の条件を満足するものであり、かつ、条件を満足し
ていることが整備管理規程により担保されていることが必要となります。
（１）　補助者は、整備管理者の資格要件を満足する者又は整備管理者が研修等を実施して十

分な教育を行った者から選任すること。
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（２）　補助者の氏名等及び補助する業務の範囲が明確であること。
（３）　整備管理者が、補助者に対して以下に基づいて研修等の教育を行うこと。

①補助者を選任するとき
・整備管理規程の内容
・整備管理者選任前研修の内容（整備管理者の資格要件を満足する者に対しては実

施しなくてもよい。）
②整備管理者選任後研修を受講したとき

・整備管理者選任後研修の内容（他の営業所において整備管理者として選任されてい
る者に対しては実施しなくてもよい。）

③整備管理規程を改正したとき
・改正後の整備管理規程の内容

④行政から情報提供を受けたときその他必要なとき
・行政から提供された情報等必要な内容

（４）　整備管理者が、業務の執行に必要な情報を、補助者にあらかじめ伝達しておくこと。
（５）　整備管理者が、業務の執行結果について、補助者から報告を受け、また必要に応じて

結果を記録・保存すること。
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https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03safety/resourse/data/sankou1.doc
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５．整備管理者の責任
整備管理者は、自動車の使用者から「自動車の点検・整備及び自動車車庫の管理」に関する

事項を処理するため必要な権限が与えられ、これらの職務の執行責任者として業務を実施するわ
けですから、仮に整備管理者が職務を怠り、自動車の点検整備に係る事故が発生した場合は、
整備管理者が直接的に責任を負うことになります。

なお、自動車の使用者は、整備管理者を選任した後においても常に整備管理者の職務及び自
動車の点検整備が適切に実施されるよう注意と監督をすべき責任があります。

また、地方運輸局長は、整備管理者が道路運送車両法等に違反した場合には、自動車の使用
者等に対して整備管理者の解任を命ずることができることになっています。

このようなことから、整備管理者は、職務の重要性と自己の責務を十分認識し、その職務を的
確に遂行する必要があります。
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【参考資料１】
《関東管内における自動車運送事業者の監査実施状況、整備管理関係の指摘事項》
１．自動車運送事業者の監査実施状況

業態別の監査処分状況

業態別 監査の種類 監査実施事業者数 処分事業者数
車両の使用停止 事業の停止

許可取消し
事業者数 事業者数

バス

特別監査 0 （1） 0 （1） 0 （1） 0 0
臨店監査 187 （190） 120 （90） 45 （20） 1 0
呼出監査 10 （6） 6 （18） 6 （13） 0 0
小　計 197 （197） 126 （109） 51 （34） 1 0

ハイタク

特別監査 2 （1） 1 （0） 1 （0） 0 0
臨店監査 65 （94） 59 （50） 43 （29） 0 0
呼出監査 28 （84） 46 （32） 32 （18） 0 0
小　計 95 （179） 106 （82） 76 （47） 0 0

トラック

特別監査 3 （4） 2 （3） 1 （0） 1 0
臨店監査 183 （192） 146 （107） 108 （81） 7 0
呼出監査 62 （85） 51 （45） 45 （42） 0 0
小　計 248 （281） 199 （155） 154 （123） 8 0

合　計

特別監査 5 （6） 3 （4） 2 （1） 1 0
臨店監査 435 （476） 325 （247） 196 （130） 8 0
呼出監査 100 （175） 103 （95） 83 （73） 0 0
合　計 540 （657） 431 （346） 281 （204） 9 0

注１：監査実施事業者数は令和５年度に実施した事業者数を、処分事業者数等は令和５年度に処分した事業
者数等を示す。

　２：処分事業者数には、警告・勧告を含む。
　３：車両の使用停止事業者数及び事業の停止事業者数は、処分事業者数の内数である。
　４：（　　）内は令和４年度を示す。
　５：呼出監査欄は、行政処分等に基づく改善状況の確認のための呼出監査を含まない。

２．整備管理関係の指摘事項
業態別

指摘事項
バス　（126） ハイタク　（106） トラック　（199） 合計　（431）

件数 比率（％） 件数 比率（％） 件数 比率（％） 件数 比率（％）
整備管理者の未選任 0 － 0 － 1 0.5 1 0.2
整備管理者の選任未届出 4 3.2 2 1.9 6 3.0 12 2.8
整備管理者の研修未実施 6 4.8 11 10.4 32 16.1 49 11.4
整備不良車両等 0 － 0 － 0 － 0 －
日常点検未実施 0 － 0 － 1 0.5 1 0.2
無車検運行 1 0.8 3 2.8 5 2.5 9 2.1
定期点検整備等未実施 12 9.5 18 17.0 80 40.2 110 25.5
点検整備記録簿未記載等 1 0.8 6 5.7 9 4.5 16 3.7
整備管理者の解任命令 0 － 0 － 0 － 0 －

合　　　　　計 24 40 134 198
注１：業態別欄の（　　）内は監査処分事業者数を示し、比率（％）は監査処分事業者に対する指摘割合を示す。
注２：■■■■   は、各業態中でもっとも多い指摘事項を示す。
注３：同じ指摘事項を複数指摘される場合があるため、指摘件数は必ずしも事業者数ではない。
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【参考資料２】
《行政処分等の基準（車両管理抜粋）》
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６．整備管理者解任命令
整備管理者が道路運送車両法若しくは道路運送車両法に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反

したときは、自動車の使用者に対し、整備管理者の解任を命ずることができる規程が設けられています。
（道路運送車両法第５３条）

また、整備管理者を解任されると解任の日から２年（道路運送車両法施行規則第３１条の３第１号及
び第２号の規定の適用を受けて選任される整備管理者にあっては５年）を経過しない者を選任すること
ができません。

 
整備管理者に以下のような事例が発生した場合には、解任命令の対象となることがあります。
なお、以下でいう「事故」とは、自動車事故報告規則（昭和２６年運輸省令第１０４号）第２条第１号、

第３号、第１１号及び第１２号に定めるものをいいます。

（１）　整備不良が主な要因となる事故が発生した場合であって、その調査の結果、当該自動車
について日常点検整備、定期点検整備等が適切に行われていなかったことが判明した場合

（２）　整備不良が主な要因となる事故が発生した場合であって、その調査の結果、整備管理
者が日常点検の実施方法を定めていなかった、運行可否の決定をしていなかった等、整備
管理規程に基づく業務を適切に行っていなかったことが判明した場合

（３）　大型車のホイールボルト折損等による車輪脱落事故が発生した場合であって、過去３年
以内に同事故が発生していた場合（自動車運送事業者にあっては、行政処分等の基準にお
ける、「ホイールボルトの折損、ホイールナットの脱落またはそれらに類する車輪脱落事故が
発生したもの」の再違反の適用を受ける場合とし、自動車運送事業者以外にあっては、同
処分基準を適用する場合と同等と認められる場合とする。）

（４）　整備管理者が自ら不正改造を行っていた場合、不正改造の実施を指示・容認した場合又
は不正改造車の使用を指示・容認した場合

（５）　選任届の内容に虚偽があり、実際には資格要件を満たしていなかったことが判明した場
合又は選任時は資格要件を満たしていたものの、その後、資格要件を満たさなくなった場合

（６）　日常点検に基づく運行の可否決定を全く行わない、複数の車両について１年以上定期点
検を行わない、整備管理規程の内容が実際の業務に即していない等、整備管理者としての
業務の遂行状態が著しく不適切な場合

【参考】
○道路運送車両法第５３条

地方運輸局長は、整備管理者がこの法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基く処
分に違反したときは、大型自動車使用者等に対し、整備管理者の解任を命ずることができる。
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整備管理者の解任命令事例

事例
解任命令の理由：

道路運送車両法第４０条及び同法第４１条の規定違反
（法第４０条：自動車は、その構造が、次に掲げる事項について、国土交通省令で定める保安
上又は公害防止その他の環境保全上の技術基準に適合するものでなければ、運行の用に供して
はならない。１．長さ、幅及び高さ　２．～９．　略）

（法第４１条：自動車は、次に掲げる装置について、国土交通省令で定める保安上又は公害防
止その他の環境保全上の技術基準に適合するものでなければ、運行の用に供してはならない。
　１．原動機及び動力伝達装置　２．～２０．　略）

内容：
一般（臨店）監査を実施した際、営業所に配置されている車両が保安基準不適合状態（不正

改造状態）であることが確認されたため、整備命令書を発令した。
その後の調査により、整備管理者は当該車両に対して自ら保安基準に適合しなくなるような改

造を行ったこと及び当該車両が不正改造状態である事実を認識していながら運行の可否決定をし
て出庫させていたことから、道路運送車両法第４０条及び同法第４１条の規定違反を確認した。
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【参考】整備管理者解任命令書

（行政不服審査法及び行政事件訴訟法に基づく教示）

関　東　運　輸　局

関自監貨第○○号の２

整備管理者解任命令書

○○○○　株式会社　　　　　　　　　　　　　
代表取締役　○ ○　○ ○　殿　

　

　　貴社が経営する一般貨物自動車運送事業について、令和○○年○月○日に監査を実施
し、整備管理に関する業務について検査した結果、道路運送車両法第４７条の２及び同
法第４８条の規定に違反していた事実が認められたので、道路運送車両法第５３条の規
定に基づき、下記の整備管理者の解任を命ずる。

　　なお、整備管理者の解任を行った後は、その旨を○○運輸支局長に対し速やかに届け
出されたい。

記

　　整備管理者氏名　　　　　○ ○　○ ○
　　生　年　月　日　　　　　昭和○○年○月○日

　　令和○○年○月○日
関 東 運 輸 局 長　
　　　　○　○　○ ○

　　この処分に不服があるときは、行政不服審査法に基づき、この処分があったことを
知った日の翌日から起算して６０日以内に書面で国土交通大臣に対し審査請求をする
ことができます。

　　また、行政事件訴訟法に基づき、不服申し立ての手続きを経ずに、処分を知った日か
ら６ヶ月以内に国を被告として処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、
訴訟においては国を代表する者は法務大臣になります。（処分があったことを知った日
から６ヶ月以内であっても、処分の日から１年を経過した場合は、処分の取消しの訴え
を提起することができなくなります。）
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７．整備管理者の研修
（１）整備管理者 < 選任前 > 研修

整備管理者は、自動車の点検・整備等、自動車の管理に関する業務を的確に処理する必要があり、
自動車の安全性を確保するための整備技術、自動車の管理能力等が求められています。

整備管理者になろうとする者は、これらの能力などが求められてるとともに道路運送車両法等の法令
の基礎的な知識を有していることが必要であることから、当該研修において、これらの能力や知識を具
備してもらうこととしています。

なお、自動車整備士技能検定の合格者については、整備管理者としての能力を有していると解される
ことから、選任前研修の修了は必要がないとしています。

（２）整備管理者 < 選任後 > 研修
整備管理者は、自らの職務の遂行のために必要な知識の習得や能力の向上に普段から努めなけれ

ばならないことはもちろんですが、法令により自動車運送事業者は、選任した整備管理者であって、次
に掲げるものに地方運輸局長が行う研修を受講させることが義務づけられています。

一　整整備管理者として新たに選任した者
二　最後に当該研修を受けた日の属する年度の翌年度の末日を経過した者

（貨物自動車運送事業輸送安全規則第 3 条の 5及び旅客自動車運送事業運輸規則第 46 条）
選任後研修は、自動車運送事業者が選任している整備管理者が、選任後、自動車技術の進歩及び

保安基準や法定点検項目の改正等の法令改正その他の自動車を取り巻く環境の変化について受講する
ことにより、整備管理者としての管理能力を維持・向上、また、適切に自動車の点検・整備を行わせる
ために必要な知識の習得の場となります。

このため、自動車運送事業者は、選任している整備管理者の研修の受講状況について、一覧表など
により常に把握しておくとともに、地方運輸局の研修の実施予定を基にした研修の受講計画を立てるな
どして、受講漏れがないようにする必要があります。

８．整備管理者表彰制度
整備管理業務において優良であると認められる者を表彰することにより、安全意識の更なる高揚と整

備管理業務の一層の徹底を図り、もって自動車運送事業の輸送の安全を確保することを目的とする表
彰制度を平成２４年度から実施している。

○主な表彰基準
（１）運輸支局長表彰

①　自動車運送事業の整備管理者として１０年（うち現在の事業者で５年）以上従事してい
ること

②　整備管理業務に関する効果的な業務手法の考案又は改善等の功績を有し、整備管理者
の業務を適確に実施し、勤務状態等が優良であること

③　５年以上、道路交通法第１０８条の３４に基づく通知がなされる事故（装置の故障が主
原因である場合に限る。）又は自動車事故報告規則第２条第６号及び７号（タイヤ脱輪に限
る。）に規定する事故 ( 点検整備が不適切であった場合に限る。）に係る整備管理上最も
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責任ある者に該当しないこと　等

（２）運輸局長表彰
①　運輸支局における整備管理者表彰を受賞した者
②　自動車運送事業の整備管理者として１５年（うち現在の事業者で１０年）以上従事して

いること
③　（１）②及び③に同じ

○表彰手続き
・事業者は、候補者が要件に該当する旨を証する書面を作成。
・事業者が加入する事業者団体の長の推薦を要する。

○その他
・候補者が形式上偏在することを防止するため、各業種から幅広く選考することとし、同一事

業者から、同時に、多数の候補者を推薦することは避けるものとする。
・事業者において事故・事件が最近あった場合、訴訟が継続中の場合等にあっては、一定期

間表彰を行わない。
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第１章………総則　

第２章………自動車の登録等

第３章………道路運送車両の保安基準

第４章………道路運送車両の点検
　　　　　　及び整備

第５章………道路運送車両の検査等

第５章の２…軽自動車検査協会

第６章………自動車の整備事業

第６章の２…登録情報処理機関

第７章………雑則

第８章………罰則

第４７条　　　　使用者の点検及び整備の義務
第４７条の２　　日常点検整備
第４８条　　　　定期点検整備
第４９条　　　　点検整備記録簿
･･･
第５７条　　　　自動車の点検及び整備に関する手引

自動車の点検及び整備に関する手引
（平成 19年国土交通省告示第 317号）

運輸省令　自動車点検基準
・日常点検基準
・定期点検基準
・自動車の点検及び整備に関する情報　等

道
路
運
送
車
両
法

整備管理

計画整備

日常点検

定期点検

路上故障

車両欠陥事故防止対策

実施要領　 →
日常点検表 →
報告方法　 →

実施要領　 →
定期点検表 →
計画表　　 →

実施状況
記録状況
実施状況

状況把握
分析、検討  →
必要整備

日常点検、
定期点検整備との
関連づけ

報 告 要 領

報告書（用紙）

作成教育
↓

記録状況
報告状況

監督、確認管理
↓

認識、実施状況 運行の可否決定、
必要整備、状況把握、
定期点検整備との
関連づけ

臨時整備

→

Ⅴ．自動車の点検整備（日常点検・定期点検）の内容

１．点検・整備の義務、目的及び体系等
自動車の使用者は、道路運送車両法第４７条の２の日常点検整備及び第４８条の定期点検整備

とあわせ、自動車製作者等の提供する点検及び整備に関する情報等も参考として、自動車の点検
をし、及び必要に応じて整備を行うことにより、自動車を保安基準に適合するように維持する義
務があります。

（１）点検・整備の体系

（２）整備管理の体系
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（３）使用管理の体系

２．日常点検整備と定期点検整備
日常点検整備及び定期点検整備の内容及び項目は自動車点検基準で定められています。

（１）日常点検整備
事業用自動車等の自動車の使用者又は自動車を運行する者は、日々の自動車の安全を確保する

ため、１日１回、その運行の開始前において、目視等により日常点検を実施しなければなりません。
整備管理者は、運転者に対し、日常点検表等をもとに、点検箇所、点検方法、点検結果の判

定について十分な教育を行う必要があります。
また、整備管理者は、運転者に運行の開始前に点検を実施させ、その結果を報告させる等によ

り自動車の状態を確認し、運行が可能かどうか決定しなければなりません。
なお、不具合箇所が報告されたときは、その状態を修復させるための整備を行った後に運行さ

せますが、その際、運行の中止等が生じますので、運行管理者（配車係等）との連携が必要です。
点検項目は、自動車点検基準別表第１に定められています。

使用管理

車両使用成績
の把握、管理

燃料油脂の管理

タイヤの管理

車両管理台帳
車両使用成績表 記録状況

実施状況

記録状況

実施状況

記録状況

日　報　表

使用基準

日　報　表 統計、分析費用検討

作成教育
↓

監督、確認管理
↓

使用基準
（ローテーション、
交換、基準等）

タイヤ管理表
（タイヤカード）
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自動車点検基準　別表第１
( 事業用自動車、自家用貨物自動車等の日常点検基準 )

点検箇所 点　検　内　容

１　ブレーキ

１　ブレーキ・ペダルの踏みしろが適当で、ブレーキの効きが十分であ
ること。

２　ブレーキの液量が適当であること。
３　空気圧力の上がり具合が不良でないこと。
４　ブレーキ・ぺダルを踏み込んで放した場合にブレーキ・バルブから

の排気音が正常であること。
５　駐車ブレーキ・レバーの引きしろが適当であること。

２　タイヤ

１　タイヤの空気圧が適当であること。
２　亀裂及び損傷がないこと。
３　異状な摩耗がないこと。
４　溝の深さが十分であること。（※１）
５　ディスク・ホイールの取付状態が不良でないこと。（※２）

３　バッテリ 液量が適当であること。（※１）

４　原動機

１　冷却水の量が適当であること。（※１）
２　ファン・ベルトの張り具合が適当であり、かつ、ファン・ベルトに

損傷がないこと。（※１）
３　エンジン・オイルの量が適当であること。（※１）
４　原動機のかかり具合が不良でなく、かつ、異音がないこと。（※１）
５　低速及び加速の状態が適当であること。（※１）

５　灯火装置及び方向指示器 点灯又は点滅具合が不良でなく、かつ、汚れ及び損傷がないこと。

６　ウインド・ウォッシャ
　　及びワイパー

１　ウインド・ウォッシャの液量が適当であり、かつ、噴射状態が不良
でないこと。（※１）

２　ワイパーの払拭状態が不良でないこと。（※１）
７　エア・タンク エア・タンクに凝水がないこと。
８　運行において異状が認め
　　られた箇所 当該箇所に異状がないこと。

（注）①　（※１）印の点検は、当該自動車の走行距離、運行時の状態等から判断した適切な時期に行うことで足
りる。

②　（※２）印の点検は、車両総重量８トン以上又は乗車定員３０人以上の自動車に限る。

（２）定期点検整備
自動車は、運行することによって各部品・装置に衝撃を受け、材質の疲労による損傷、締め付

け部の緩み、取り付け部の脱落等が生じ、また、経年変化による部材の劣化等により、その状態
が変化します。

そのまま放置すると、路上故障の発生が危惧され、車両故障の内容によっては、事故となるお
それもあります。

特に、高速道路における高速走行時の車両故障は、大きな事故となる危険性を秘めており、ま
た、道路上での立ち往生は、他の交通の障害となるばかりか、二次災害的事故を誘発する原因と
もなります。

このようなことを防ぐため、事業用自動車等の使用者は自動車の走行距離等の使用条件を考慮
して点検基準を作成し、これ基づき整備管理者が定期点検整備の実施計画を定め確実に実施し
なければなりません。

また、定期点検整備を実施したときは、点検整備を実施した年月日、点検の結果等を点検整備
記録簿に記載し、営業所又は事務所において点検整備記録簿の写し又は電子的記録等のこれと
同等と認められるものを営業所又は事務所において１年間保存しなければなりません。
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事業用自動車等については、３ヶ月毎に定期点検を確実に実施しなければなりません。
点検項目は、トレーラ以外については自動車点検基準別表第３に、トレーラについては自動車

点検基準別表第４に定められています。

自動車点検基準
別表第３　（事業用自動車等の定期点検基準）　（第二条、第五条関係）

点検箇所 点検時期 ３月ごと １２月ごと（３月ごとの点
検に次の点検を加えたもの）

かじ取り装置 ハンドル 操作具合
ギヤ・ボックス １　油漏れ

２　取付けの緩み
ロッド及びアーム類 緩み、がた及び損傷（＊２） ボール・ジョイントのダスト・

ブーツの亀裂及び損傷
ナックル 連結部のがた（＊２）
かじ取り車輪 ホイール・アライメント
パワー・ステアリング装置 １　ベルトの緩み及び損傷

２　油漏れ及び油量（＊２）
取付けの緩み

制動装置 ブレーキ・ペダル １　遊び及び踏み込んだと
きの床板とのすき間

２　ブレーキの効き具合
駐車ブレーキ機構 １　引きしろ

２　ブレーキの効き具合
ホース及びパイプ 漏れ、損傷及び取付状態
リザーバ・タンク 液量
マスタ・シリンダ、ホイール・
シリンダ及びディスク・キャ
リパ

機能、摩耗及び損傷

ブレーキ・チャンバ ロッドのストローク 機能
ブレーキ・バルブ、クイック・
レリーズ・バルブ及びリレー・
バルブ

機能

倍力装置 １　エア・クリーナの詰まり
２　機能

ブレーキ・カム 　 摩耗
ブレーキ・ドラム及びブレー
キ・シュー

１　ドラムとライニングとの
すき間

２　シューの摺動部分及び
ライニングの摩耗（＊２）

ドラムの摩耗及び損傷

バック・プレート バック・プレートの状態
ブレーキ・ディスク及び
パッド

１　ディスクとパッドとのすき
間（＊２）

２　パッドの摩耗（＊２）

ディスクの摩耗及び損傷

センタ・ブレーキ・ドラム
及びライニング

１　ドラムの取付けの緩み
２　ドラムとライニングとの

すき間

１　ライニングの摩
２　ドラムの摩耗及び損傷

二重安全ブレーキ機構 機能
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走行装置 ホイール １　タイヤの状態（＊２）
２　ホイール・ナット及びホ

イール・ボルトの緩み
３　フロント・ホイール・ベ

アリングのがた（＊２）

１　ホイール・ナット及びホイー
ル・ボルトの損傷（＊３）

２　リム、サイド・リング及び
ディスク・ホイールの損傷

３　リヤ・ホイール・ベアリン
グのがた

緩衝装置 リーフ・サスペンション スプリングの損傷 取付部及び連結部の緩み、
がた及び損傷

コイル・サスペンション 　 １　スプリングの損傷
２　取付部及び連結部の緩

み、がた及び損傷
エア・サスペンション １　エア漏れ

２　ベローズの損傷 （＊２）
３　取付部及び連結部の緩

み及び損傷（＊２）

レベリング・バルブの機能

ショック・アブソーバ 油漏れ及び損傷
動力伝達装置 クラッチ １　ぺダルの遊び及び切れ

たときの床板とのすき間
２　作用
３　液量

トランスミッション及びトラン
スファ

油漏れ及び油量（＊２）

プロペラ・シャフト及びドラ
イブ・シャフト

連結部の緩み（＊２）　 １　自在継手部のダスト・ブー
ツの亀裂及び損傷

２　継手部のがた
３　センタ・ベアリングのがた

デファレンシャル 油漏れ及び油量（＊２）
電気装置 点火装置 １　点火プラグの状態（＊２）

（＊４）
２　点火時期（＊７）

ディストリビュータのキャップ
の状態

バッテリ ターミナル部の接続状態
電気配線 接続部の緩み及び損傷

原動機 本体 １　エア・クリーナ・エレメ
ントの状態（＊２）

２　低速及び加速の状態
３　排気の状態

シリンダ・ヘッド及びマニホー
ルド各部の締付状態

潤滑装置 油漏れ 　
燃料装置 燃料漏れ 　
冷却装置 ファン・ベルトの緩み及び損

傷
水漏れ

ばい煙、悪臭のあ
るガス、有害なガ
ス等の発散防止
装置

ブローバイ・ガス還元装置 １　メターリング・バルブの
状態

２　配管の損傷
燃料蒸発ガス排出抑止装置 １　配管等の損傷

２　チャコール・キャニスタ
の詰まり及び損傷

３　チェック・バルブの機能
一酸化炭素等発散防止装置 　 １　触媒反応方式等排出ガス

減少装置の取付けの緩み
及び損傷

２　二次空気供給装置の機能
３　排気ガス再循環装置の機能
４　減速時排気ガス減少装置の

機能
５　配管の損傷及び取付状態

警音器、窓拭き器、
洗浄液噴射装置、
デフロスタ及び施
錠装置作用

　 　 作用
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エグゾースト・パイプ及びマフラ 取付けの緩み及び損傷（＊２）マフラの機能
エア・コンプレッサ エア・タンクの凝水 コンプレッサ、プレッシャ・レ

ギュレータ及びアンローダ・バ
ルブの機能

高圧ガスを燃料とする燃料装置等 １　導管及び継手部のガス
漏れ及び損傷

２　ガス容器及びガス容器
附属品の損傷（＊８）

ガス容器取付部の緩み及び
損傷

車枠及び車体 １　非常口の扉の機能
２　緩み及び損傷
３　スペアタイヤ取付装置の

緩み、がた及び損傷（＊３）
４　スペアタイヤの取付状態

（＊３）
５　ツールボックスの取付部

の緩み及び損傷（＊３）

　

連結装置 　 １　カプラの機能及び損傷
２　ピントル・フックの摩耗、

亀裂及び損傷
座席 　 座席ベルトの状態（＊１）　
開扉発車防止装置 　 機能
その他 シャシ各部の給油脂状態 　（＊５）（＊６）

車載式故障診断装置の診断
の結果

（注）
○１　（＊１）印の点検は、人の運送の用に供する自動車に限る。
○２　（＊２）印の点検は、自動車検査証の交付を受けた日又は当該点検を行つた日以降の走行距離が３月当たり

２千キロメートル以下の自動車については、前回の当該点検を行うべきこととされる時期に当該
点検を行わなかつた場合を除き、行わないことができる。

○３　（＊３）印の点検は、車両総重量８トン以上又は乗車定員３０人以上の自動車に限る。
○４　（＊４）印の点検は、点火プラグが白金プラグ又はイリジウム・プラグの場合は、行わないことができる。 
〇５　（＊５）印の点検は、大型特殊自動車を除く。
〇６　（＊６）印の点検は、原動機、制動装置、アンチロック ･ ブレーキシステム及びエアバッグ（かじ取り装置

並びに車枠及び車体に備えるものに限る。）、衝突被害低減制動制御装置、自動命令型操舵機能及
び自動運行装置に係る識別表示（道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 74 号）に適合
しないおそれがあるものとして警報するものに限る。）の点検をもって代えることができる。

〇７　（＊７）印の点検は、ディストリビュータを有する自動車に限る。
〇８　（＊８）印の点検は、圧縮天然ガス、液化天然ガス及び圧縮水素を燃料とする自動車に限り、大型特殊自動

車及び検査対象外軽自動車を除く。
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別表第４（被牽引自動車の定期点検基準）（第二条、第五条関係）
点検時期

３月ごと
１２月ごと

（３月ごとの点検に次の点検を加
えたもの）点検箇所

制動
装置

ブレーキ・ペダル ブレーキの効き具合 　
駐車ブレーキ機構 １　引きしろ

２　ブレーキの効き具合
　

ホース及びパイプ 漏れ、損傷及び取付状態 　

ブレーキ・チャンバ ロッドのストローク 機能
リレー・エマージェンシ・バルブ 機能
ブレーキ・カム 摩耗
ブレーキ・ドラム及びブレーキ・
シュー

１　ドラムとライニングとのすき間
２　シューの摺動部分及びライ

ニングの摩耗（＊１）

ドラムの摩耗及び損傷

バック・プレート バック・プレートの状態
ブレーキ・ディスク及びパッド １　ディスクとパッドとのすき間

（＊１）
２　パッドの摩耗（＊１）

ディスクの摩耗及び損傷

走行
装置

ホイール １　タイヤの状態（＊１）
２　ホイール・ナット及びホイー

ル・ボルトの緩み

１　ホイール・ナット及びホイー
ル・ボルトの損傷（＊２）

２　リム、サイド・リング及びディ
スク・ホイールの損傷

３　ホイール・ベアリングのがた
緩衝
装置

リーフ・サスペンション スプリングの損傷 取付部及び連結部の緩み、がた
及び損傷

エア・サスペンション １　エア漏れ
２　ベローズの損傷（＊１）
３　取付部及び連結部の緩み並

びに損傷（＊１）

レベリング・バルブの機能

ショック・アブソーバ 油漏れ及び損傷 　
電気
装置 電気配線 接続部の緩み及び損傷 　

エア・コンプレッサ エア・タンクの凝水 　
車枠及び車体 １　緩み及び損傷

２　スペアタイヤ取付装置の緩
み、がた及び損傷（＊２）

３　スペアタイヤの取付状態
（＊２）

４　ツールボックスの取付部の
緩み及び損傷（＊２）

連結装置 １　カプラの機能及び損傷
２　キング・ピン及びルネット・

アイの摩耗、亀裂及び損傷
その他 シャシ各部の給油脂状態

（注）
⃝１　（＊１）印の点検は、自動車検査証の交付を受けた日又は当該点検を行った日以降の走行距離が３月当たり

２千キロメートル以下の自動車については、前回の当該点検を行うべきこととされる時期に当該点
検を行わなかつた場合を除き、行わないことができる。

⃝２　（＊２）印の点検は、車両総重量８トン以上の自動車に限る。
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（３）日常点検整備の実務
○点検時の要点

①冷却水量
・補給しても短時間で再び減少するときは、冷却系統からの水漏れの恐れがある。
・ラジエター・キャップから冷却水を補給する時は、エンジンが冷えている状態で行う。

②エンジン・オイル
・補給時は、オイル・レベル・ゲージの「ＭＡＸ」の位置以上にエンジン・オイルを入れない

ように注意する。
・オイルの色・粘度を見て劣化具合を確認する。
・オイルをこぼさないように注意する。万一こぼした場合には引火の恐れもあるので、きれい

に清掃する。

③タイヤの空気圧、ホイール・ホイール・ナット等の状態
・タイヤ・ゲージや点検ハンマで空気圧をチェックする。空気圧はドアピラー部の標準空気

圧プレートを見て調整する。
・ホイールに損傷がないか？ホイール・ナット等は適正トルクで締め付けられているか？を確

認する。

④タイヤの溝の深さ・損傷、異物の有無
・タイヤのスリップサイン表示位置（▲位置）の摩耗限度表示を参考にする。なお、高速道

路等を走行する場合は残り溝の深さの限度が異なる。（小型トラック用タイヤ：2.4㎜、トラッ
ク及びバス用タイヤ：3.2㎜）

・タイヤ全体を見て損傷がないか？異物が刺さっていないか？を確認する。

⑤バッテリ液量
・補充時は、「ＵＰＰＥＲ」レベルを超えないように注意する。

⑥ブレーキ液量
・ブレーキ液量が著しく減っているときは、配管からの漏れが考えられる。
・ブレーキ液の点検及び補給時にゴミ、ホコリ並びに水分等の他の異物が入り込まないよう

に注意する。

⑦パーキング・ブレーキ・レバーの引きしろ
・引きしろのノッチ数（カチカチ音）は各自動車メーカーの取扱説明書を参照する。

⑧ウインド・ウォッシャの液量・噴射状態
・ウォッシャ液があるにもかかわらず噴射しない時は、ウォッシャ・ノズルの穴を細い針で清

掃し、詰まりを取り除く。
・ウォッシャ・タンク内が空のまま作動させるとモーターを破損する恐れがある。

　　※次頁に日常点検表（大型車の例）を掲載しましたので参考にしてください。
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（４）定期点検整備の実務
予防整備ガイドラインを活用して、車両の故障を未然に防止しましょう。

定期点検整備計画（実施）表等を作成し、計画的に定期点検を実施します。実施したときには、
その旨及び実施者等を記入し、実施状況を把握します。（電子的に管理することも可能です。）

また、自動車の使用者は、定期点検記録簿を自動車に備え置き、定期点検整備を実施したときは、
点検の年月日、点検結果等を定期点検記録簿に記載し，1 年間保存しなければなりません。なお、
その写しを営業所又は事務所においても１年間保存することが必要です。

事業用自動車等の定期点検整備計画（実施）表（例）

　 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 備考

品川○○
あ1234

予定 　 　 ○８ 　 　 ◎ 10 　 　 ○ 6 　 　 ○ 11 　

実績 　 　 8 日印 　 　 10 日印 　 　 　 　 　 　 　

品川○○
あ 5678

予定 　 ○１０ 　 　 ◎８ 　 　 ○２０ 　 　 ○３ 　 　

実績 　 12 日印 　 　 ７日印 　 　 　 　 　 　 　 　

品川○○
あ 9876

予定 　 ○１３ 　 　 ○８ 　 　 ○２０ 　 　 ◎１５ 　 　

実績 　 13 日印 　 　 25 日印 　 　 　 　 　 　 　 　

品川○○
あ 5432

予定 ○ 17 　 　 ◎ 12 　 　 ○２０ 　 　 ○１９ 　 　 　

実績 17 日印 　 　 15 日印 　 　 18 日印 　 　 　 　 　 　

・
・

予定 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

実績 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

記入要領：３月ごとの定期点検「○」12 月ごとの定期点検「◎」
　　　印：実施者の印（又はサイン等）

自動車の区分によって定期点検の実施時期や自動車検査証の有効期間が異なるので、個々の自
動車毎に把握しておきます。定期点検整備の実施に伴い、

・タイヤのローテーション
・冷却水の交換
・ブレーキ・オイルの交換
・エンジン・オイル及びオイル・フィルタの交換
・エア・クリーナ・エレメントの清掃あるいは交換
・その他必要な箇所の点検整備等

についても計画的に実施することが必要です。
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（５）定期点検と特定整備
定期点検の実施は、点検基準にそって実施しますが、特定整備を行わなければ点検できない箇

所や、点検の結果により特定整備が必要となる場合があります。自動車運送事業者が、有償・無
償に関わらず、繰り返しまたは反復的に自社車両の特定整備を行う場合でも未認証行為に該当し
ます。定期点検整備時や、臨時整備等で特定整備に該当する作業を行う場合は、地方運輸局長の
認証を受けなければなりません。

【参考】
○ 道路運送車両法第７８条（認証）

自動車特定整備事業を経営しようとする者は、自動車特定整備事業の種類及び特定整備を
行う事業場ごとに、地方運輸局長の認証を受けなければならない。

○ 道路運送車両法第１０９条（罰則）
次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に処する。
1．～10.（略）
11．第 78 条第 1 項の規程による認証を受けないで自動車特定整備事業を経営した者。

○ 道路運送車両法施行規則第３条（特定整備の定義）
特定整備とは、第 1 号から第 7 号までのいずれかに該当するもの（以下「分解整備」という。）
又は第 8 号若しくは第 9 号に該当するもの（以下「電子制御装置整備」という。）をいう。
一　原動機を取り外して行う自動車整備または改造。
二　動力伝達装置のクラッチ（二輪の小型自動車のクラッチを除く）、トランスミッション、プ

ロペラシャフトまたはデファレンシャルを取り外して行う自動車の整備または改造。
三　走行装置のフロント・アクスル、前輪独立懸架装置（ストラットを除く）またはリア・アク

スル・シャフトを取り外して行う自動車（二輪の小型自動車を除く）の整備または改造。
四　かじ取り装置のギヤ・ボックス、リンク装置の連結部またはかじ取りホークを取り外して

行う自動車の整備または改造。
五　制動装置のマスタ・シリンダ、バルブ類、ホース、パイプ、倍力装置、ブレーキ・チャンバ、

ブレーキ・ドラム（二輪の小型自動車のブレーキ・ドラムを除く）もしくはディスク・ブレー
キのキャリパを取り外し、または二輪の小型自動車のブレーキ・ライニングを交換するた
めにブレーキ・シューを取り外して行う自動車の整備または改造。

六　緩衝装置のシャシばね（コイルばね及びトーションバー・スプリングを除く）を取り外して
行う自動車の整備または改造。

七　けん引自動車または被けん引自動車の連結装置（トレーラ・ヒッチ及びボール・カプラを
除く）を取り外して行う自動車の整備または改造。

八　次に掲げるもの（以下「運行補助装置」という。）の取り外し、取付位置若しくは取付
角度の変更又は機能の調整を行う自動車の整備又は改造（かじ取り装置又は制動装置の
作動に影響を及ぼすおそれがあるものに限り、次号に掲げるものを除く。）

　イ　自動車の運行時の状態及び前方の状況を検知するためのセンサー
　ロ　イに規定するセンサーから送信された情報を処理するための電子計算機
　ハ　イに規定するセンサーが取り付けられた自動車の車体前部又は窓ガラス
九　自動運転装置を取り外して行う自動車の整備又は改造その他の当該自動運行装置の作

動に影響を及ぼすおそれがある自動車の整備又は改造
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（６）自動車車庫の管理
自動車の車庫は、自動車が運行していない場合、常に収容しておくとともに次の運行の準備、

点検、清掃、給油などを行うところです。能率的に作業ができるよう器具並びに施設の配置など
に配慮して、より良い車両管理の環境を築きあげることが必要です。なお、自動車点検基準には
次のように定められています。

（自動車車庫の基準）
第６条　法第５６条の技術上の基準は次のとおりとする。

１．自動車車庫は、自動車車庫以外の施設と明りょうに区画されていること。 
２．自動車車庫の面積は、常時保管しようとする自動車について、第一条に定める日常点検並び

に当該自動車の清掃及び調整が実施できる充分な広さを有すること。 
３．自動車車庫は、次の表に掲げる測定用器具、作業用器具、工具及び手工具（当該自動車車

庫に常時保管しようとするすべての自動車に備えられているものを除く。）を有すること。

測定用器具 作業用器具、工具 手工具

イ　物さし又は巻尺
ロ　タイヤ・ゲージ
ハ　タイヤ・デプス・ゲージ
ニ　（蓄電池の充放電の測定具）

イ　ジャッキ又はリフト
ロ　注油器
ハ　ホイール・ナット・レンチ
ニ　輪止め
ホ　（タイヤの空気充てん具）
ヘ　（グリース・ガン）
ト　（点検灯）
チ　（トルク・レンチ）

イ　両口スパナ
ロ　ソケット・レンチ
ハ　プラグ・レンチ
ニ　モンキー・レンチ
ホ　プライヤ
ヘ　ペンチ
ト　ねじ回し
チ　（ハンド・ハンマ）
リ　（点検用ハンマ）

プラグ・レンチについては、ジーゼル自動車のみの車庫には適用しない。
括弧内のものは、有していることが望ましいものを示す。
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Ⅵ．車両管理上必要な関係法令

１．道路運送車両法の目的・体系
（１）道路運送車両法の目的

この法律は、道路運送車両に関し、所有権についての公証等を行い、並びに安全性の確保及
び公害の防止その他の環境の保全並びに整備についての技術の向上を図り、併せて自動車の整
備事業の健全な発達に資することにより、公共の福祉を増進することを目的とする。

（２）道路運送車両法の体系

２．車両管理上必要な法、施行令、施行規則、保安基準及び自動車点検基準
（１）道路運送車両法

車　両　法 省　　　令 関係告示・通達

登
録
関
係

第２条（定義） 施行規則第１条（原動機付自転車の範
囲及び種別）

第３条（自動車の種別） 施行規則第２条（自動車の種別）別表
第１

第 11 条（自動車登録番号標の封印等） 施行規則第７条（自動車登録番号標の
取付け位置）
施行規則第８条（封印）
登録規則第 13 条（自動車登録番号）
別表第１、第２、第３

第 12 条（変更登録） 登録令第 40 条（変更登録）
第 13 条（移転登録）
第 14 条（自動車登録番号の変更）
第 19 条（自動車登録番号標等の表示
の義務

施行規則第８条の２（自動車登録番号
標等の表示）

第 28 条の３（封印の取付けの委託） 施行規則第 13 条（封印取付受託者の
要件）

第 29 条（車台番号等の打刻） 施行規則第 27 条（打刻の届出）

・総則　・自動車の登録等　・道路運送車両の保安基準
・道路運送車両の点検及び整備
・道路運送車両の検査等　・軽自動車検査協会
・自動車の整備事業 　・登録情報処理機関
・雑則　・罰則

・道路運送車両法施行令
・自動車登録令
・道路運送車両法関係手数料令

・道路運送車両法施行規則
・道路運送車両の保安基準
・自動車点検基準
・自動車整備士技能検定規則
・自動車型式指定規則

道路運送
車両法

政　　令

国土交通省令



− 251 −

第 32 条（職権による打刻等）

施行規則第 30 条（国土交通大臣の指
定）

S36.11.25 自車第 880 号「自動車検
査業務等実施要領」（第２章 職権によ
る打刻等）

第 34 条（臨時運行の許可） 施行規則第 20 条（臨時運行の許可）
第 35 条（許可基準等） 施行規則第 23 条（臨時運行許可証の

表示）
第 36 条（臨時運行許可番号標表示等
の義務）

施行規則第 26 条の２（許可基準）

第 36 条の２（回送運行の許可） 施行規則第 26 条の 5（回送運送許可
証の表示等）

保
安
基
準
関
係

第 40 条（自動車の構造） 保安基準第２章 S36.11.25 自車第 880 号「自動車検
査業務等実施要領」他通達（検査関
係参照）

第 41 条（自動車の装置）
第 42 条（乗車定員又は最大積載量）
第 43 条（自動車の保安上の技術基準
についての制限の附加）
第 44 条（原動機付自転車の構造及び
装置）

保安基準第３章

第 45 条（軽車両の構造及び装置） 保安基準第４章
第 46 条（保安基準の原則）

点
検
整
備
関
係

第 47 条（使用者の点検及び整備の義
務）

H7.3.27 自技第 44 号・自整第 60 号
「道路運送車両法の一部を改正する法
律等の施行について」

第 47 条の２（日常点検整備） 点検基準第１条（日常点検基準）別表
第１、第２

平成19年国土交通省告示第317号「自
動車の点検及び整備に関する手引」

第 48 条（定期点検整備） 点検基準第２条（定期点検基準）別表
第３～第７

S63.11.16北北整第274号「液化石油
ガス（LPガス）を燃料とする自動車の
構造基準について」

第 49 条（点検整備記録簿） 施行規則第３条（分解整備の定義）
施行規則第 39 条（点検整備記録簿の
提示）
点検基準第４条（点検整備記録簿の記
載事項等）

第 50 条（整備管理者） 施行規則第 31 条の３（整備管理者の
選任）
施行規則第 31 条の４（整備管理者の
資格）
施行規則第 32 条（整備管理者の権限
等）

第 52 条（選任届） 施行規則第 33 条（整備管理者の選任
届）

第 53 条（解任命令）
第 54 条（整備命令等） 施行規則第 52 条（自動車検査証等の

提示の命令）
第 54 条の２ 点検基準第５条（点検等の勧告に係る

基準）
第 55 条（自動車整備士の技能検定） 検定規則第２条（自動車整備士の種類）

検定規則第３条（技能検定の種類）
検定規則第 17 条～第 19 条（１級～３
級の受験資格）

第 56 条（自動車車庫に関する勧告） 点検基準第６条（自動車車庫の基準）
第 57 条（自動車の点検及び整備に関
する手引）

平成 19 年国土交通省告示第 317 号
「自動車の点検及び整備に関する手引」

第 57 条の２（自動車の点検及び整備
に関する情報の提供）

点検基準第７条（自動車の点検及び整
備に関する情報）



− 252 −

検
査
関
係

第 58 条（自動車の検査及び自動車検
査証）

施行規則第 35 条の２（検査対象外軽
自動車）
施行規則第 35 条の３（自動車検査証
の記載事項）

第 58 条の２（検査の実施の方法） 施行規則第 35 条の４（検査の実施の
方法）別表第２

第 59 条（新規検査） S38.10.7 自車第 810 号「自動車納税
証明書等の取扱いについて」

第 61 条（自動車検査証の有効期間） 施行規則第 37 条（法第 61 条第１項
及び第２項第１号の国土交通省令で定
める自家用自動車）
施行規則第 44 条（自動車検査証等の
有効期間の起算日）

S36.11.25 自車第 880 号「自動車検
査業務等の実施要領」

第 62 条（継続検査） 施行規則第 39 条（点検整備記録簿の
提示）

H7.11.16 自技第 234 号・自整第 262
号「自動車部品を装着した場合の構造
等変更検査時における取扱いについて
H7.11.16 自技第 235 号「上記の細部
取扱いについて」

第 66 条（自動車検査証の備付け等） 施行規則第 37 条の３（検査標章）
施行規則第 37 条の４（保安基準適合
標章の表示

第 67 条（自動車検査証の記載事項の
変更及び構造等変更検査）

施行規則第 38 条（自動車検査証の記
入の申請等）

S50.11.5 自車第 747 号 元 .2.10 地
技第 23 号 H8.9.30自技第 159 号「軽
自動車の改造について」

第 69 条（自動車検査証の返納等） 施行規則第 39 条の２（限定自動車検
査証等の返納）
施行規則第 40 条（自動車検査証保管
証明書の交付等）

第 70 条（再交付） 施行規則第 41 条の２（検査標章の再
交付）

第 71 条の２（限定自動車検査証等） 施行規則第 43 条の２（構造等に関す
る事項）

第 73 条（車両番号標の表示の義務等） 施行規則第 43 条の７（検査対象軽自
動車及び二輪の小型自動車の車両番
号標の表示位置）

第 74 条の３（軽自動車検査協会の検
査等）

施行規則第 46 条（軽自動車検査協会
の事務所の管轄区域）

第 75 条（自動車の指定）
第 78 条（認証）
第 94 条の５（保安基準適合証等）
第 94 条の５の２（限定保安基準適合
証）
第 97 条の２（自動車税、軽自動車税）
第 98 条（不正使用等の禁止）

そ
の
他

第 99 条の２（不正改造等の禁止）
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（２）その他関係法令

道路運送法 省　　　　令 関係告示・通達

車
両
関
係

第 22 条（輸送の安全性の向上）
第 27 条（輸送の安全等） 運輸規則第 45 条（点検整備等）

運輸規則第 46 条（整備管理者の研修）
運輸規則第 47 条（点検施設等）

第 29 条（事故の報告） 事故報告規則
第 35 条（事業の管理の受委託）
第 79 条の 10 ( 事故の報告 ) 事故報告規則
第 94 条（報告、検査及び調査） 旅客自動車運送事業等報告規則

貨物自動車運送事業報告規則
第 95 条（自動車に関する表示） 運送法施行規則第 65 条（自動車に関す

る表示）

貨物自動車運送事業法 省　　　　令 関係告示・通達

車
両
関
係

第 15 条（輸送の安全性の向上）
第 17 条（輸送の安全） 安全規則第３条の３（点検整備）

安全規則第３条の４（点検等のための施設）
安全規則第３条の５（整備管理者の研修）

第 24 条（事故の報告） 事故報告規則
第 29 条（輸送の安全に関する業務の管
理の受委託）
第 60 条（報告の徴収及び立入検査） 貨物自動車運送事業報告規則

道路交通法 省　　　　令 関係告示・通達

車
両
関
係

第 62 条（整備不良車両の運転の禁止） S35.12.19 自車 第 975 号・
警察庁丙交発第 51 号「故障
車両の整備確認の手続等に
関する命令の運用等につい
て」

第 63 条（車両の検査等）
第 63 条の２（運行記録計による記録等）

＜備考＞
施　行　規　則：道路運送車両法施行規則（昭和 26 年運輸省令第 74 号）
登　　録　　令：自動車登録令（昭和 26 年政令第 256 号）
登　録　規　則：自動車登録規則（昭和 45 年運輸省令第７号）
保　安　基　準：道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）
点　検　基　準：自動車点検基準（昭和 26 年運輸省令第 70 号）
検　定　規　則：自動車整備士技能検定規則（昭和 26 年運輸省令第 71号）
事 故 報 告 規 則：自動車事故報告規則（昭和 26 年運輸省令第 104 号）
運送法施行規則：道路運送法施行規則（昭和 26 年運輸省令第 75 号）
運　輸　規　則：旅客自動車運送事業運輸規則（昭和 31年運輸省令第 44 号）
安　全　規　則：貨物自動車運送事業輸送安全規則（平成２年運輸省令第 22 号）
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Ⅶ．車両管理の内容

１．車両管理の義務及び目的
自動車の使用者は、経済的な運用、車両欠陥による事故防止、整備不良に伴う排気ガス・騒

音等の公害防止等のためにも車両を管理することが必要です。
これら自動車の安全確保、公害防止対策としての整備管理と経済的な運用をするための使用管

理を合理的に行うことを車両管理と言います。

２．車両管理の内容と実務
（１）　燃費の管理

燃料の消費は、運転操作・路面状況・交通状況によっても左右されますが、点検整備の
実施や運転操作を適切に行うことは燃料消費の節減に大きな効果があります。

○エア・クリーナの清掃や、エンジン・オイルの汚れ・油量等、燃費を悪くしないた
めの点検を実施する。

　加速をさせない等のエコドライブテクニックを運転者に指導する。

（２）　油脂の管理
○エンジン・オイルの消費量は、補給量と交換量に分けて把握することが大切です。交換時期

は、オイルの劣化程度によって適切に決めなければなりません。潤滑オイルは、良質で安価
なものがよいのは当然ですが、使用目的に応じたものを選定する必要があります。

（３）　タイヤの管理
○選定基準、ローテーション等の使用基準を定めて適切に行うこと。特に、当該自動車に

使用できるタイヤのサイズ、空気圧、摩耗限度等を把握しておくこと等の確実な管理によ
り無駄がなくなり、タイヤの寿命が延びる等の経費削減にも役立ちます。
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Ⅷ．運転者等に対する指導教育（方法と実務）

運転者及び整備要員に対し十分な指導監督を行うためには、整備管理者自らが、安全の確保
についての職務の重要性をよく認識し、事業場で定められている整備管理規程、使用管理上の基
準や最新技術の習得に努めて、実務や知識を熟知していなければなりません。

さらには「日常点検はなぜ必要なのか」、「日常点検と定期点検の項目が違うのはどうしてなのか」、
また「オイルの消費量が多くなるのはなぜか」、「適正なタイヤ空気圧とは何か」等々を常に考え、
確かめる力を養っておく必要があります。

また、近年の経済状況では自動車の使用年数が延長傾向にあることから、自動車の使用実態
を把握し、自動車の構造・装置の状態変化を見据えた点検・整備を実施して常に良好な状態を維
持することが必要です。

運転者及び整備要員に対して、全般的な指導教育を実施するとともに、１人１人についても適
切なアドバイスを与えるなど安全の確保と環境の保全の必要性を正しく理解させて、運転者及び整
備要員が自覚を持って業務に精励できるよう、科学的根拠に基づき教育することが重要です。

教育事項としては次のような事項があります。

１．自動車の構造・装置
（主な構造装置）
・かじ取り装置

・制動装置

ブレーキ・
シューブレーキ・

シュー

ブレーキ・
シュー

バック・
プレート

シュー・
ホールド・
ピン

シュー・リターン・
スプリング

ホイール・シリング

ホイール・シリング

ディスク キャリパ

レリーズ・ボタン
スプリング

ブレーキ・レバー

ブレーキ・レバー

ブレーキ・レバー

ワイヤ

ワイヤイコライザ
⑴ ホイール式 ⑵ センタ式

ラチェット・レバー
ラチェット

パッド
ブレーキ・ドラム

ハンドル

ステアリング・シャフト

ステアリング・コラム

ユニバーサル・
ジョイント　　 ナックル・

アーム　　

タイロッド・
エンド　　

ピットマン・
アーム　　

ナックル

ドラッグ・リンク

タイロッド

ナックル・アーム

ステアリング・
ギヤ機構　　
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・走行装置

・原動機

・燃料系統

・冷却系統

ディスク

ホイール

ホイール
内側ホイール

外側ホイール
袋ナット

ハブ

ハブ

ブレーキ・
ドラム ブレーキ・

ドラム

ブレーキ・
ドラム

スプリング・
ワッシャ

ホイール・
ナット

ホイール・
ナット

ホイール・
ナット

ゴム層

ビード部

サイド・
ウォール部

トレッド部

ショルダ部

ビード・ワイヤ
フラップ

チューブ

カーカス

リム タイヤ・バルブ

オイル・
クーラ

インジェクション・ノズル・ホルダ
インジェクション・パイプ

インジェクション・ポンプ

インジェクション・
ノズル

フューエル・フィード・ポンプ

フューエル・タンク

アッパ・タンク

ラジエータ・
キャップサブタンク

ラジエータ・コア

ロアー・タンク
ドレーン・プラグ

リターン・パイプ

リターン・
　　パイプ

フューエル・フィルタ

インジェクション・
ポンプ

オイル・プレッシャー・
スイッチ

プシュ・ロッド

オイル・ジェット

カムシャフト

クランクシャフト

オイル・パン

オイル・ストレーナ

バキューム・
ポンプ

オイル・フィルター

オイル・ポンプ

リム スポーク

⑵ 軽合金型

副軸取り付けの場合
単軸取り付けの場合
（普通ナット使用）

単軸取り付けの場合
（テーパ・ナット使用）

⑴ 鋼板型
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・電気装置

・動力伝達装置

・緩衝装置

液口栓

電解液

電槽

陰極板（格子内蔵）

プレッシャ・プレート
クラッチ・ペダル

レリーズ・フォーク
レリーズ・レバー

クラッチ・シャフト
レリーズ・ベアリング
クラッチ・カバー

クラッチ・スプリング

リア・アクスル

コイル・スプリング

スタビライザ

ショック・アブソーバ

ロアー・サスペンション・アームフロント・アクスル

スプリング

ショック・
アブソーバ

クラッチ・カバー

スプリング・キャップ
クラッチ・スプリング

プレッシャ・プレート
クラッチ・ディスク

レリーズ・ベアリング

トルク
　　増大

トルク

A

B

受動軸
（出力軸）

駆動軸
（入力軸）

レバー・ブレート
レリーズ・レバー

フライホイール

エンジン側

クラッチ・
　ディスク

ユニバーサル・
ジョイント

ファイナル・ギア及び
ディファレンシャル

ドライブ・シャフト

エンジン
クラッチ

トランスミッション

トランスミッション

プロペラ・シャフト
ユニバーサル・ジョイント

ファイナル・ギア及び
ディファレンシャル

センタ・ベアリング アクスル・シャフト

エンジン

クラッチ

陽極板（格子内蔵）

くら バッテリー

スタータ

スタータ・スイッチ
（キー・スイッチ）

オルタネータ
（IC 式ボルテージ・
レギュレータ内蔵） キー・スイッチ

バッテリ

セル（単電池） セパレータ
ガラス・マット

ふた
ターミナル

⑴ クラッチ接続時 ⑵ クラッチ遮断時
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・その他
○ばい煙、悪臭のあるガス、有害なガス等の発散防止装置
○警音器、窓ふき器、洗浄噴射装置、デフロスタ及び施錠装置
○エキゾースト・パイプ及びマフラ
○エア・コンプレッサ
○高圧ガスを燃料とする燃料装置等
○車体及び車枠
○連結装置
○座席
○開扉発車防止装置

２．日常点検の方法
（１）　運転者等に日常点検の必要性を説明する

・道路運送車両法において実施の義務づけ
・１日の運転を行うために車両の状態に異常がないかを確認
・走行時のトラブルを未然に回避

（２）　日常点検をスムーズに実施するための留意点を説明する
・平たんな場所での実施
・タイヤに輪止めをかける等

（３）　効率の良い方法を運転者等に指導する
・日常点検の実施手順の策定
・日常点検表やチェックシートを運転者等に渡す等
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出　　勤

日常点検の流れ

点検表の受領 整備管理者等 乗務員

点検の実施 乗務員等

点検表の提出

運行可否の決定

運行否運行可

整備の指示

整備完了

整備箇所の点検実施

点検表に整備
管理者の押印

点呼等

出　庫

・運行する道路状況、走行距離などの使
用条件、車両構造を考慮した点検表の
作成

・点検の実施方法を明確にし、点検を実
施

乗務員 整備管理者
・点検結果の漏れのないよう確実に確認
・車両の微細な異常でも報告

整備管理者
・不良箇所が確認された場合は運行を中
止する等適切な処理

・運行の中止を決定した場合は運行管理
者等に連絡

整備管理者
・修理箇所、不良内容等を整備部門等に
指示

整備要員等 整備管理者
・不良箇所について適切に整備が行われ
たことを確認

乗務員等
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３．車両故障や事故時の処置方法

４．関係諸法令・通達及び関係規程
・道路運送車両法、道路運送車両法施行規則、道路運送法、貨物自動車運送事業法、道路

交通法等の諸規程
・関係社内規程
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資　　料　　編
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統計資料
１．自動車交通需要の動向

自動車保有台数の推移
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旅客輸送量の推移

貨物輸送量の推移

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

平
成
30
年
度

平
成
29
年
度

平
成
28
年
度

平
成
27
年
度

平
成
26
年
度

平
成
25
年
度

億
人
キ
ロ

841 868 882 905 944 961 944

315

70 69 65 63 62 59 54

30
32

40

70 69 65 63 62 59 54

30
32

40

33 30 30 32 31 33 30 15

4,144 4,140 4,274 4,317 4,373 4,416 4,350

2,632

657 632 605 607 600 588 558

225

466

18 25

2,898

269

863

3,528

401

旅
客
船

航
空
乗
用
車バ

ス

鉄
道

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

平
成
30
年
度

平
成
29
年
度

平
成
28
年
度

平
成
27
年
度

平
成
26
年
度

平
成
25
年
度

1,848 1,812 1,759 1,808 1,825 1,824

1,849 1,831 1,800 1,804 1,809 1,790 1,696

9.7 9.6 9.1 9 9 9 8

211 210 215 212 216 193 199

293 288 283 295 283 279 274

1,863

1,538

4

183
264

1,869

1,617

5 5

180
276

1,964

1,626

179
277

1,991

航
空億

ト
ン
キ
ロ

営
業
用
ト
ラ
ッ
ク自
家
用
ト
ラ
ッ
ク

鉄
道

内
航
海
運



− 264 −

２
．

高
速

道
路

に
お

け
る

車
両

故
障

発
生

状
況

の
推

移

年
度

車
種

別

平
成

26
年

平
成

27
年

平
成

28
年

平
成

29
年

平
成

30
年

令
和

元
年

令
和

2
年

令
和

3
年

令
和

4
年

令
和

5
年

件
数

件
数

件
数

件
数

件
数

件
数

件
数

件
数

件
数

件
数

構
成

比
構

成
比

構
成

比
構

成
比

構
成

比
構

成
比

構
成

比
構

成
比

構
成

比
構

成
比

乗
用

車
65

,9
79

 
65

,7
60

 
65

,4
61

 
66

,3
39

 
70

,0
30

 
68

,1
85

 
52

,1
72

 
50

,2
64

 
60

,1
63

 
65

,6
60

 

66
.4

%
66

.7
%

67
.0

%
66

.0
%

63
.6

%
63

.5
%

59
.3

%
58

.5
%

59
.5

%
60

.1
%

小
型

貨
物

16
,2

95
 

15
,3

39
 

15
,2

32
 

14
,3

94
 

15
,0

34
 

14
,2

34
 

12
,9

48
 

12
,7

32
 

14
,0

92
 

14
,9

44
 

16
.4

%
15

.6
%

15
.6

%
14

.3
%

13
.6

%
13

.2
%

14
.7

%
14

.8
%

13
.9

%
13

.7
%

普
通

貨
物

13
,0

63
 

13
,2

66
 

12
,9

62
 

15
,4

37
 

20
,5

09
 

20
,6

38
 

19
,5

18
 

19
,5

61
 

22
,6

37
 

24
,0

45
 

13
.1

%
13

.5
%

13
.3

%
15

.4
%

18
.6

%
19

.2
%

22
.2

%
22

.8
%

22
.4

%
22

.0
%

バ
ス

73
4 

79
4 

68
5 

70
2 

92
2 

80
0 

33
4 

43
3 

44
2 

78
3 

0.
7%

0.
8%

0.
7%

0.
7%

0.
8%

0.
7%

0.
4%

0.
5%

0.
4%

0.
7%

そ
の

他
3,

36
4 

3,
38

9 
3,

37
0 

3,
57

2 
3,

68
2 

3,
58

1 
2,

94
9 

2,
95

7 
3,

70
9 

3,
87

1 

3.
4%

3.
4%

3.
4%

3.
6%

3.
3%

3.
3%

3.
4%

3.
4%

3.
7%

3.
5%

合
計

99
,4

35
 

98
,5

48
 

97
,7

10
 

10
0,

44
4 

11
0,

17
7 

10
7,

43
8 

87
,9

21
 

85
,9

47
 

10
1,

04
3 

10
9,

30
3 

10
0.

0%
10

0.
0%

10
0.

0%
10

0.
0%

10
0.

0%
10

0.
0%

10
0.

0%
10

0.
0%

10
0.

0%
10

0.
0%

（
各

高
速

道
路

会
社

の
資

料
か

ら
集

計
）



− 265 −

３
．

高
速

道
路

に
お

け
る

車
種

別
車

両
故

障
発

生
状

況
（

令
和

５
年

）
内

容
別

車
種

別
オ

ー
バ

ー
ヒ

－
ト

始
動

点
火

系
統

不
良

タ
イ

ヤ
・

ホ
イ

ー
ル

破
損

燃
料

切
れ

動
力

伝
達

装
置

不
良

燃
料

系
統

不
良

雪
道

に
お

け
る

滞
留

・
事

故
(タ

イ
ヤ

が
原

因
)

そ
の

他
合

　
計

件
数

構
成

比
件

数
構

成
比

件
数

構
成

比
件

数
構

成
比

件
数

構
成

比
件

数
構

成
比

件
数

構
成

比
件

数
構

成
比

件
数

構
成

比

乗
用

車
5,

40
2

8.
2%

51
.7

%
10

,3
82

15
.8

%

66
.7

%
28

,3
21

43
.1

%

63
.4

%
5,

93
1

9.
0%

69
.0

%
2,

27
6

3.
5%

37
.0

%
1,

15
1

1.
8%

44
.3

%
0

0.
0%

0.
0%

12
,1

97
18

.6
%

57
.3

%
65

,6
60

10
0.

0%

60
.1

%

小
型

貨
物

1,
47

0
9.

8%

14
.1

%
1,

89
6

12
.7

%

12
.2

%
6,

57
1

44
.0

%

14
.7

%
1,

30
8

8.
8%

15
.2

%
82

0
5.

5%

13
.3

%
41

5
2.

8%

16
.0

%
0

0.
0%

0.
0%

2,
46

4
16

.5
%

11
.6

%
14

,9
44

10
0.

0%

13
.7

%

普
通

貨
物

3,
25

7
13

.5
%

31
.2

%
2,

30
8

9.
6%

14
.8

%
8,

97
3

37
.3

%

20
.1

%
66

1
2.

7%

7.
7%

2,
67

2
11

.1
%

43
.4

%
80

5
3.

3%

31
.0

%
6

0.
0%

10
0.

0%
5,

36
3

22
.3

%

25
.2

%
24

,0
45

10
0.

0%

22
.0

%

バ
ス

13
4

17
.1

%

1.
3%

10
2

13
.0

%

0.
7%

28
0

35
.8

%

0.
6%

36
4.

6%

0.
4%

54
6.

9%

0.
9%

20
2.

6%

0.
8%

0
0.

0%

0.
0%

15
7

20
.1

%

0.
7%

78
3

10
0.

0%

0.
7%

そ
の

他
18

4
4.

8%

1.
8%

87
0

22
.5

%

5.
6%

50
8

13
.1

%

1.
1%

66
2

17
.1

%

7.
7%

32
9

8.
5%

5.
3%

20
8

5.
4%

8.
0%

0
0.

0%

0.
0%

1,
11

0
28

.7
%

5.
2%

3,
87

1
10

0.
0%

3.
5%

合
計

10
,4

47
9.

6%

10
0.

0%
15

,5
58

14
.2

%

10
0.

0%
44

,6
53

40
.9

%

10
0.

0%
8,

59
8

7.
9%

10
0.

0%
6,

15
1

5.
6%

10
0.

0%
2,

59
9

2.
4%

10
0.

0%
6

0.
0%

10
0.

0%
21

,2
91

19
.5

%

10
0.

0%
10

9,
30

3
10

0.
0%

10
0.

0%

注
１

：
構

成
比

の
上

段
は

当
該

車
種

の
内

容
別

構
成

比
、

下
段

は
内

容
別

の
車

種
別

構
成

比
を

そ
れ

ぞ
れ

示
す

。



− 266 −

関東運輸局及び管内運輸支局の案内図

関東運輸局／東京運輸支局

関東運輸局／千葉運輸支局

国土交通省／関  東  運  輸  局
〒 231-8433　神奈川県横浜市中区北仲通り５-57

横浜第２合同庁舎
電話（045）211-7256　Fax（045）201-8813

日本大通り駅

JR関内駅
地下鉄関内駅
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首都高横羽線　横浜公園

NHK

神奈川県警察本部
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横浜ワールド
　　ポーターズ
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　コスモワールド
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船員センター

県立歴史
博物館
あおぞら銀行あおぞら銀行 横浜

アイランドタワー
ワシントン
ホテル

郵便局
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横浜

バス
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ターミナル

日本丸
メモリアル
パーク

みなとみらい大通

関東運輸局
（横浜第二合同庁舎）

本町通本町通

至：横浜・渋谷

利用交通機関・横浜高速鉄道㈱みなとみらい線「馬車道駅」下車４番･２番出口よりすぐ
　　　　　　・JR根岸線　・横浜市営地下鉄「桜木町駅下車」徒歩10分
 　桜木町駅からバスを利用の場合は、桜木町駅前より横浜市営バス26系統
   「海釣桟橋」「本牧車庫」行きに乗車。「横浜第２合同庁舎」で下車。運賃210円
　　　　　　・JR根岸線　・横浜市営地下鉄「関内駅下車」徒歩15分
　　　　　　・道路　首都高速横羽線みなとみらい21ランプ・横浜公園ランプ

首都高横羽線　みなとみらい

首都高横羽線　横浜公園
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至：横浜・渋谷

首都高横羽線　みなとみらい

〒 140-0011　品川区東大井 1-12-17
電話（03）3458-9231（3）　Fax（03）3458-9783

〒 261-0002　千葉市美浜区新港 198 番地
電話（043）242-7336（1）　Fax（043）244-0760

利用交通機関・ＪＲ品川駅高輪口下車（約３㎞）
　　　　　　・都バス（品93、大井競馬場行）で東京運輸支局前下車
　　　　　　・京浜急行鮫洲駅下車（500ｍ）、徒歩７分
　　　　　　・りんかい線  品川シーサイド駅下車  徒歩13分 
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利用交通機関
・ＪＲ稲毛駅西口から海浜交通バスで運輸支局入口下車、徒歩３分（３番ポール、稲毛海岸駅行き）
・ＪＲ稲毛海岸駅から海浜交通バスで運輸支局入口下車、徒歩３分（３番ポール、稲毛駅行き）

関東運輸局／神奈川運輸支局
〒 224-0053　横浜市都筑区池辺町 3540 番地
電話（045）939-6803　Fax（045）939-3006
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利用交通機関・ＪＲ横浜線新横浜駅、小机駅下車
　　　　　　・東急バス（市ケ尾駅行）で梅田橋下車、徒歩１分
　　　　　　・東急田園都市線市ケ尾駅下車
　　　　　　　東急バス（新横浜駅前行）で梅田橋下車、徒歩１分

梅田橋梅田橋

関東運輸局／埼玉運輸支局
〒 331-0077　さいたま市西区大字中釘 2154 の 2
電話（048）624-1835（3）　Fax（048）624-1028

利用交通機関・JR大宮駅西口下車（約6.7㎞）
　　　　　　　東武バス（８番ポール平方又はリハビリセンター行）で運輸支局前下車
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関東運輸局／群馬運輸支局

関東運輸局／栃木運輸支局

〒 371-0007　前橋市上泉町 399 番地の１
電話（027）263-4440（3）　Fax（027）261-0032

〒 321-0169　宇都宮市八千代１丁目 14 番８号
電話（028）658-6123　Fax（028）659-2416

利用交通機関・ＪＲ両毛線 前橋駅下車 日本中央バス（大室公園行）で桂萱小学校前下車 徒歩約１０分
　　　　　　・ＪＲ両毛線 前橋駅下車 日本中央バス（シャトルバス）中央前橋駅下車
　　　　　　・上毛電鉄（西桐生駅行）で上泉駅下車 徒歩約１０分
　　　　　　・ＪＲ両毛線 前橋大島駅下車 永井バスで青果市場前下車 徒歩約１０分
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利用交通機関・東武宇都宮線江曾島駅下車（約0.5ｋｍ）、徒歩5分
　　　　　　・JR日光線鶴田駅下車（約1.5ｋｍ）、徒歩20分
　　　　　　・JR東北線宇都宮駅西口から
　　　　　      ①関東バス（桜通り経由・西川田駅行き又は六道経由・西川田東行き）で
　　　　　      　姿川中学校入口下車、徒歩３分
　　　　　      ②関東バス（江曾島行き）で陽南小学校前下車、徒歩５分
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電話（029）247-5348（3）　Fax（029）248-4773

利用交通機関・ＪＲ常磐線水戸駅下車（約６．８㎞）関東鉄道バス（吉沢車庫行）で終点下車、
　　　　　　　徒歩１分

茨城運輸支局

JR常磐線

JR水郡線国道50号至：水戸I.C.

茨城町東I.C.

水戸南I.C.

至：水戸大洗I.C.

国道51号線
大洗

鹿島臨海
　　鉄道

北関東自
動車道

国道50号線バイパス

至：水戸I.C.

至：友部Jac.
至：石岡

至：土浦
偕楽園

千波公園

茨城県庁

至：日立
至：勝田駅

水戸市役所

吉沢車庫

千波公園

吉沢車庫

水戸駅
千波湖

水戸バイ
パス　

国道6
号線

関東運輸局／山梨運輸支局
〒 406-0034　笛吹市石和町唐柏 1000 番地の９

電話（055）261-0880（3）　Fax（055）263-1418
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国道20号線　勝沼バイパス国道20号線　勝沼バイパス

利用交通機関・ＪＲ中央線石和温泉駅下車
　　　　　　　石和温泉駅からタクシーで所要時間５～10分。料金は約1,300円
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【習得度テスト解答と解説】

＜共通問題＞

１ （×） 半年間保存しなければならない。 ⇨ 1 年間保存しなければならない。

２ （○）

３ （○）

４ （×） 12 ヶ月毎 ⇨ 3 ヶ月毎

５ （○）

＜部門問題＞

（トラックの整備に関する問題）

1 （×） バス、ハイタクに次いで 3 番目 ⇨ バスに次いで 2 番目

2 （○）

3 （○）

4 （×）
過去５年以内に同事故が発生していた場合 ⇨ 過去３年以内に同事故が発生してい
た場合

5 （○）
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【習得度テスト解答と解説】

＜部門問題＞

（バスの整備に関する問題）

１ （○） P119 参照：設問のとおり

２ （×）
P133, P203 参照：圧縮水素等を燃料とする FC バス等については、道路運送
車両法と高圧ガス保安法の２つの法令による規制が適用されていたが、令和５
年 12 月 21 日の改正で規制が一元化されたのは道路運送車両法である。

３ （×）
P133, P203 参照： FC バスのガス容器について、容器再試験は初度登録から
１年目の車検整備時に受検しなければ車検合格とならず、その後一般的には２
年毎になる。

４ （×）
P7 参照：令和５年路上故障での道路別・装置別故障発生件数及び割合では、
一般道路では電気装置故障が一番多いが、高速道路では走行装置故障が一番多
くなっている。

５ （○）
P210 参照：「有効期間満了日の 2 か月前から満了日までの間」に受検しても、
残存する有効期間は失われない。（令和７年４月 1 日施行）
　　　　※注意：自賠責保険の有効期間もこれに整合させる必要あり。

＜部門問題＞

（ハイ・タクの整備に関する問題）

１ （○）
図－1 高速道路における車両故障発生件数の推移表で、乗用車が 65,660 件で
一番多いです。

２ （○）
車両故障は突然発生する場合がありますので、慌てずにハザードランプを点滅
させながら、車両を安全な路肩等に寄せて停車後、旅客を安全な場所に誘導し、
二次災害防止への対応をしてください。

３ （○）
レーザーセンサーや音波センサーのついた外装類の脱着、カメラのついたフロ
ントガラスの交換、フレーム修正をした時の先進安全装置を正しく作動させる
作業です。

４ （×）
日常点検において、点検実施者は、微細な異常でも整備管理者へ報告し、整備
管理者は修理などの必要な措置を講じ、運行可能の決定をします。

５ （○）

健康は宝と言うように、日頃より健康意識を高めながら行動するとともに、健
康診断後の産業医からの意見聴取により、必要に応じて再検査等を受診します。
上司等と診断結果に基づく継続治療の確認、処方箋の確認等をして継続的なコ
ミュニケーション作りを実施してください。
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